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（
一
）

二
月
二
六
日
、
農
水
省
は
「
国
境
措
置
」
を
撤

廃
し
た
場
合
の
国
内
農
業
等
へ
の
影
響（
試
算
）」、

「
試
算
」
の
要
約
を
�
参
考
�
と
し
て
盛
り
込
ん

だ
「
国
内
農
業
の
体
質
強
化
に
向
け
て
」
を
発
表
し
た
。�
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
を
訪
れ
た
日
本
経
団
連
の
御
手
洗
会
長
が
日
本
と
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
の
経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
交
渉
に
関
し
て
、
乳

製
品
な
ど
重
要
品
目
の
関
税
の
段
階
的
削
減
を
支
持
す
る
発
言
を

し
た
�（
二
・
一
〇
日
本
農
業
新
聞
）
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
を

踏
ま
え
「
国
境
措
置
の
撤
廃
」
を
財
界
の
要
求
と
受
け
と
め
て
の

こ
と
で
あ
ろ
う
。

対
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
仮
に
「
国
境
措
置
の
撤
廃
」
を

約
束
す
れ
ば
、
そ
れ
は
対
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
み
に
と
ど
ま
ら
な

く
な
る
こ
と
を
、当
然
想
定
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。で
、

「
試
算
」
は
�
我
が
国
が
、
す
べ
て
の
国
に
対
し
て
、
す
べ
て
の

農
産
物
及
び
農
産
物
加
工
品
・
加
工
食
品
等
…
…
の
関
税
を
は
じ

め
と
す
る
国
境
措
置
を
撤
廃
す
る
�
こ
と
を
�
前
提
�
に
し
て
行

な
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
�
試
算
�
に
よ
れ
ば
�
国
境
措
置
の
撤

廃
に
よ
り
、
国
内
市
場
に
価
格
の
安
い
外
国
産
の
農
産
物
が
大
量

に
流
入
。
そ
れ
に
よ
り
、
多
く
の
農
産
物
が
大
幅
に
市
場
シ
ェ
ア

を
失
い
、
国
内
生
産
が
縮
小
。
最
終
的
に
、
約
三
兆
六
〇
〇
〇
億

円
、
現
在
の
農
業
産
出
額
…
…
の
約
四
二
％
に
相
当
す
る
国
内
生

産
額
が
減
少
、��
関
連
す
る
農
産
物
加
工
品
�
で
二
兆
一
〇
〇
〇

億
円
の
生
産
減
が
生
じ
る
。
そ
れ
に
加
え
、�
生
産
資
材
、
飼
料
、

農
業
機
械
等
の
製
造
業
、
運
送
業
な
ど
幅
広
い
産
業
に
影
響
が
波

及
�
し
�
Ｇ
Ｄ
Ｐ
全
体
の
約
一
・
八
％
に
当
た
る
九
兆
円
の
総
生

産
が
減
少
�、�
全
就
業
者
の
約
五
・
五
％
に
相
当
す
る
約
三
七
五

万
人
分
の
就
業
機
会
を
喪
失
�、食
糧
自
給
率
は
現
在
の
四
〇
％
が

一
二
％
に
な
る
と
し
て
い
る
。

�
経
済
財
政
諮
問
会
議
の
作
業
部
会
で
は
、
食
糧
安
全
保
障
の

確
保
の
た
め
に
「
国
内
生
産
に
頼
る
こ
と
が
ベ
ス
ト
で
は
な
い
」

と
い
う
声
も
上
が
っ
て
い
る
�（
二
・
二
七
日
本
農
業
新
聞
）
と
い

う
か
ら
、「
国
境
措
置
の
撤
廃
」
論
者
に
と
っ
て
は
、
四
〇
％
か
ら

一
二
％
へ
の
自
給
率
の
惨
落
な
ど
、
織
込
み
ず
み
で
問
題
に
す
る

に
当
た
ら
な
い
の
で
あ
ろ
う
。
が
、
現
状
の
四
〇
％
で
す
ら
不
安

と
い
う
の
が
国
民
大
多
数
の
実
感
で
あ
り
、表
示
し
た
内
閣
府「
食

糧
の
供
給
に
関
す
る
特
別
世
論
調
査
」
が
示
し
て
い
る
よ
う
に
自

給
率
引
上
げ
は
国
民
の
声
に
な
っ
て
い
る
。

こ
の
国
民
の
声
は
、
地
球
温
暖
化
が
食
糧
危
機
を
必
至
に
す
る

と
い
わ
れ
て
い
る
な
か
で
、
強
ま
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
弱
ま
る
こ

と
は
な
い
と
し
て
い
い
。

国
内
農
業
崩
壊
は
食
糧
不
安
を
も
た
ら
す
ば
か
り
で
な
い
。�
農

業
生
産
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
発
揮
さ
れ
て
き
た
国
土
、

�
日
本
人
の
生
き
方
そ
の
も
の
に
大
き
く

関
わ
る
問
題
�で
あ
る
国
境
措
置
の
あ
り
方
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「その他」及
び「わからな
い」

外国産より高くて
も、少なくとも米
などの主食となる
食料については生
産コストを引き下
げながら国内で作
る方がよい。

外国産より高
くても、食料
は、生産コス
トを引き下げ
ながら、でき
るかぎり国内
で作った方が
よい。

外国産の方が
安い食料につ
いては、輸入
す る 方 が い
い。

５.３％
５.２　

４２.３％
４３.６　

４４.５％
４０.５　

７.８％
１０.５　

２００６．１１
２０００．７

自
然
環
境
の
保
全
等
の
多
面
的
機
能
や
不
測
時
に
も
国
民
に
食
糧

を
生
産
・
供
給
す
る
力
（
食
糧
供
給
力
）
が
大
き
く
低
下
。
こ
れ

ら
は
、
一
度
失
わ
れ
る
と
再
び
回
復
さ
せ
る
こ
と
が
困
難
�
で
あ

る
こ
と
を
「
体
質
強
化
に
向
け
て
」
は
指
摘
、�
国
境
措
置
の
撤
廃

の
是
非
は
、
我
が
国
の
食
糧
安
定
供
給
や
農
業
の
あ
り
方
に
止
ま

ら
ず
、
こ
の
国
の
か
た
ち
、
日
本
人
の
生
き
方
そ
の
も
の
に
大
き

く
関
わ
る
問
題
�
で
あ
る
こ
と
に
注

意
を
喚
起
し
て
い
る
。

（
二
）

Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
入
り
に
Ｇ
Ｏ
サ
イ
ン

を
出
し
た
両
政
府
共
同
研
究
報
告
書

の
な
か
に
、
日
豪
の
�
Ｅ
Ｐ
Ａ
／
Ｆ

Ｔ
Ａ
は
、
食
糧
貿
易
の
関
係
を
強
化

す
る
こ
と
に
寄
与
し
、
世
界
的
に
食

糧
供
給
不
足
が
生
じ
た
場
合
も
含

め
、
日
本
が
食
糧
安
全
保
障
の
目
的

を
実
現
す
る
こ
と
に
資
す
る
�
と
い

う
文
章
が
あ
る
の
を
見
て
、
農
水
相

も
こ
の
文
書
に
合
意
し
た
と
い
う
こ

と
は
農
水
省
も
食
糧
安
全
保
障
政
策

を
放
棄
し
た
の
か
と
い
う
疑
い
を
持

っ
た
の
だ
が
、
今
回
の
文
書
を
読

み
、�
こ
の
国
の
か
た
ち
、
日
本
人
の

生
き
方
そ
の
も
の
に
大
き
く
関
わ
る
問
題
�
と
し
て
国
境
措
置
の

重
要
性
を
認
識
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
、
一
安
心
し
た
。�
美
し

い
国
づ
く
り
�を
掲
げ
て
い
る
首
相
に
は
特
に
、
こ
の
問
題
が�
国

の
か
た
ち
�
に
大
き
く
か
か
わ
る
問
題
で
あ
る
こ
と
を
是
非
と
も

充
分
に
理
解
し
、
国
境
措
置
堅
持
に
同
意
し
て
も
ら
う
よ
う
努
め

て
ほ
し
い
と
思
う
。

が
、�
国
内
農
業
の
体
質
強
化
に
向
け
た
農
政
改
革
�
が
、「
担
い

手
へ
の
施
策
の
集
中
化
・
重
点
化
」
に
傾
斜
し
過
ぎ
て
い
る
の
は

賛
成
で
き
な
い
。
二
〇
〇
〇
年
セ
ン
サ
ス
ま
で
の
変
動
実
態
が
示

し
た
こ
と
は
、
た
と
え
ば
都
府
県
五
ha
以
上
農
家
の
二
〇
％
は
五

年
の
間
に
五
ha
以
下
に
な
っ
て
し
ま
う
が
、
替
わ
っ
て
五
ha
以
下

層
か
ら
経
営
縮
小
数
を
上
回
る
規
模
拡
大
農
家
が
出
て
く
る
こ
と

に
よ
っ
て
五
ha
以
上
層
は
増
え
る
と
い
う
こ
と
だ
っ
た
。
所
得
安

定
を
特
定
の
担
い
手
に
限
定
す
る
政
策
は
、
担
い
手
の
経
営
縮
小

率
を
若
干
は
低
め
よ
う
が
、
担
い
手
と
し
て
は
認
定
さ
れ
な
か
っ

た
経
営
の
上
昇
力
を
確
実
に
抑
圧
す
る
。
構
造
動
態
統
計
の
作
成

を
急
ぎ
、
こ
の
点
の
真
摯
な
吟
味
を
行
な
い
、
担
い
手
限
定
施
策

を
再
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

も
う
一
つ
、�
耕
作
放
棄
地
の
増
加
�
を
問
題
と
し
て
あ
げ
て
い

る
が
、
そ
の
対
策
ら
し
き
も
の
は
な
い
と
い
っ
て
い
い
。
四
五
〇

万
ha
の
確
保
は
、�
不
測
の
事
態
�
下
で
の
食
糧
供
給
問
題
に
か
か

わ
る
。
ど
こ
の
ど
う
い
う
農
地
を
ど
う
や
っ
て
確
保
す
る
の
か
、

明
確
に
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

（
Ｋ
）
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�����������������
は
じ
め
に

現
在
、
日
本
経
済
の
長
期
的
な
好
景
気
が
続
く
な
か
で
経
済
格

差
と
貧
困
が
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
二
〇
〇
六

年
に
発
表
し
た
「
対
日
経
済
審
査
報
告
書
」
に
お
い
て
日
本
の
相

対
的
貧
困
率
（
二
〇
〇
〇
年
）
が
一
三
・
五
と
一
七
カ
国
中
ア
メ

リ
カ
に
次
い
で
第
二
位
と
い
う
結
果
は
格
差
社
会
拡
大
を
裏
付
け

る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。『
週
刊
東
洋
経
済
』（
二
〇
〇
七
年
二
月
二

四
日
）
は
「
貧
困
問
題
」
に
つ
い
て
特
集
を
組
ん
で
い
る
が
、
そ

れ
に
よ
る
と
年
収
が
二
〇
〇
万
円
以
下
の
給
与
所
得
者
は
九
八
一

万
人（
二
〇
〇
五
年
）で
あ
り
、
一
九
九
一
年
か
ら
二
七
一
万
人
、

二
〇
〇
〇
年
か
ら
一
五
七
万
人
増
加
し
て
い
る
。「
貯
蓄
残
高
ゼ
ロ

世
帯
」
の
割
合
は
二
〇
〇
〇
年
の
一
二
・
四
％
か
ら
二
〇
〇
六
年

の
二
二
・
九
％
に
急
激
に
増
加
し
て
い
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
報
告
が
比

較
し
た
二
〇
〇
〇
年
よ
り
さ
ら
に
事
態
は
悪
化
し
て
い
る
の
で
あ

る
。
ま
た
、
毎
日
新
聞
社
の
集
計
に
よ
る
と
、
納
税
者
一
人
当
た

り
の
平
均
所
得
を
市
区
町
村
ご
と
に
み
る
と
、
二
〇
〇
二
年
か
ら

二
〇
〇
四
年
に
か
け
て
納
税
者
所
得
の
自
治
体
間
格
差
が
拡
大
し

て
お
り
、二
〇
〇
四
年
に
お
い
て
最
高
値
の
港
区（
九
四
七
万
円
）

は
最
低
値
の
北
海
道
上
砂
川
町
（
二
一
一
万
円
）
の
四
倍
以
上
と

な
っ
て
い
る
（「
毎
日
新
聞
」
二
〇
〇
七
年
二
月
四
日
付
）。

社
会
の
二
極
化
と
貧
困
問
題
の
深
刻
化
の
背
景
に
は
、
雇
用
者

数
に
占
め
る
非
正
規
労
働
者
の
割
合
が
こ
こ
一
〇
年
で
三
〇
％

（
二
〇
〇
五
年
労
働
力
調
査
）
に
ま
で
急
速
に
高
ま
っ
た
こ
と

や
、
そ
れ
に
対
応
す
る
税
制
、
社
会
保
障
、
最
低
賃
金
制
度
な
ど

の
不
備
に
よ
っ
て
公
共
部
門
の
所
得
格
差
是
正
機
能
、
セ
ー
フ
テ

ィ
ネ
ッ
ト
機
能
が
十
分
に
働
か
な
か
っ
た
こ
と
が
あ
る
。

ま
た
、
分
権
改
革
と
教
育
・
保
健
・
医
療
・
福
祉
な
ど
の
地
方

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
が
図
ら
れ
て
い
た
な
ら
ば
、
社
会
の
二
極

化
と
貧
困
問
題
は
こ
れ
ほ
ど
深
刻
化
し
な
か
っ
た
か
も
し
れ
な

い
。
し
か
し
な
が
ら
、
分
権
改
革
は
財
政
再
建
優
先
路
線
に
よ
っ

て
歪
め
ら
れ
、
国
の
地
方
経
費
削
減
が
教
育
・
保
健
・
医
療
・
福

二
〇
〇
七
年
度
政
府
予
算
と
国
・
地
方
財
政

立
命
館
大
学
政
策
科
学
部
教
授

平
岡

和
久
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祉
な
ど
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
自
治
体
財
政
を
直
撃
し
、
行
政

の
機
能
不
全
を
も
た
ら
し
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。

こ
う
し
た
な
か
で
「
美
し
い
国
づ
く
り
」
を
掲
げ
た
安
倍
政
権

が
発
足
し
、
二
〇
〇
七
年
度
予
算
は
そ
の
最
初
の
予
算
と
し
て
注

目
を
集
め
て
い
る
。
本
稿
は
二
〇
〇
七
年
度
政
府
予
算
と
そ
の
も

と
で
の
国
・
地
方
財
政
の
姿
を
描
写
す
る
こ
と
と
す
る
。

１
、
二
〇
〇
七
年
度
政
府
予
算
の
概
要
と
特
徴

�

二
〇
〇
七
年
度
政
府
予
算
案
の
概
要

二
〇
〇
七
年
度
政
府
予
算
案
は
安
倍
内
閣
初
の
予
算
で
あ
り
、

「
格
差
社
会
」
が
問
題
と
な
る
な
か
で
小
泉
内
閣
の
財
政
再
建
優

先
路
線
を
ど
う
修
正
す
る
か
が
注
目
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
経
済

界
か
ら
は
経
済
成
長
と
財
政
健
全
化
の
両
方
に
対
し
て
応
え
る
予

算
が
期
待
さ
れ
て
い
た
。
実
際
の
政
府
予
算
案
は
定
率
減
税
廃
止

に
よ
る
所
得
税
増
税
の
な
か
で
企
業
減
税
の
実
施
を
目
玉
と
し
た

も
の
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
面
で
も
生
活
保
護
予
算
の
削
減
な
ど

「
格
差
社
会
」
に
対
す
る
施
策
と
し
て
は
逆
方
向
の
も
の
が
多
い

と
い
う
批
判
が
向
け
ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
財
政
健
全
化
に
関
し

て
は
自
然
増
収
や
定
率
減
税
廃
止
を
背
景
に
し
た
税
収
増
に
よ
っ

て
新
規
国
債
発
行
額
を
抑
制
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
小
泉
内

閣
時
の
二
〇
〇
六
年
六
月
に
決
定
し
た
最
後
の
「
骨
太
方
針
」
と

「
歳
出
・
歳
入
一
体
改
革
」
に
つ
い
て
は
安
倍
内
閣
に
お
い
て
も

継
承
さ
れ
て
お
り
、
二
〇
一
一
年
度
に
基
礎
的
財
政
収
支
黒
字
化

の
目
標
は
堅
持
さ
れ
て
い
る
。

政
府
予
算
案
の
一
般
会
計
総
額
は
四
％
増
で
あ
り
、
歳
出
に
お

い
て
は
、
国
債
費
が
一
一
・
九
％
増
（
交
付
税
特
会
の
借
入
金
の

う
ち
国
負
担
分
の
承
継
に
伴
う
増
約
二
・
一
兆
円
を
含
む
）、地
方

交
付
税
等
が
六
・
四
％
増
と
な
る
な
か
で
、
一
般
歳
出
に
お
い
て

も
一
・
三
％
増
と
増
加
に
転
じ
た
。
歳
入
に
お
い
て
は
、
景
気
回

復
を
受
け
て
税
収
は
一
六
・
五
％
増
（
七
・
六
兆
円
増
）
の
五
三

・
五
兆
円
を
見
込
ん
で
お
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
国
債
発
行
額
は
二

五
・
四
兆
円（
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
五
・
二
％
、四
・
五
兆
円
減
）

に
減
額
し
た
（
公
債
依
存
度
は
前
年
度
の
三
七
・
六
％
か
ら
三
〇

・
七
％
に
低
下
）。こ
れ
に
よ
っ
て
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス

（
基
礎
的
財
政
収
支
）
は
、
前
年
度
の
マ
イ
ナ
ス
一
一
・
二
兆
円

か
ら
マ
イ
ナ
ス
四
・
四
兆
円
へ
と
大
幅
に
改
善
し
（
地
方
の
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
は
プ
ラ
ス
五
・
四
兆
円
）、「
二
〇
一
一
年

度
の
基
礎
的
財
政
収
支
黒
字
化
」
の
目
標
を
増
税
な
し
で
達
成
す

る
可
能
性
も
で
て
き
た
（
表
１
参
照
）。

税
収
の
内
訳
と
し
て
は
、
所
得
税
一
六
・
五
兆
円
（
二
九
・
四

％
増
）、法
人
税
が
一
六
・
四
兆
円
（
同
二
五
・
三
％
増
）、消
費
税

が
一
〇
・
六
兆
円
（
同
一
・
〇
％
増
）
な
ど
と
な
っ
て
い
る
（
表

２
参
照
）。

一
般
歳
出
に
つ
い
て
は
、
社
会
保
障
関
係
費
が
生
活
保
護
の
母

子
加
算
の
見
直
し
、
雇
用
保
険
国
庫
負
担
金
の
見
直
し
に
よ
る
失

業
対
策
費
の
減
額
な
ど
に
よ
り
二
・
八
％
増
に
と
ど
ま
る
一
方
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表１　平成１９年度一般会計歳入歳出概算 平成１８年１２月２４日
（単位　百万円）

伸　率比較増△減額
（Ｂ－Ａ）

平成１９年度
概算額（Ｂ）

前年度予算額
（当初）（Ａ）区　　　　　分

　％
１６.５
４.６

△１５.２
４.０

１１.９
２.６
１.３
４.０

７,５８９,０００
１７４,７８４

△４,５４１,０００
３,２２２,７８４

２,２３７,２４７
３７３,１８４
６１２,３５３
３,２２２,７８４

５３,４６７,０００
４,００９,８０８
２５,４３２,０００
８２,９０８,８０８

２０,９９８,８０７
１４,９３１,６１８
４６,９７８,３８３
８２,９０８,８０８

４５,８７８,０００
３,８３５,０２４
２９,９７３,０００
７９,６８６,０２４

１８,７６１,５６０
１４,５５８,４３４
４６,３６６,０３０
７９,６８６,０２４

歳　　入
１．  租 税 及 印 紙 収 入
２．  そ の 他 収 入
３．  公 債 金

合　　　　計
歳　　出
１．  国 債 費
２．  地方交付税交付金等
３．  一 般 歳 出

合　　　　計
（注）計数整理の結果、異動を生ずることがある。
出所：財務省資料

で
、
公
共
事
業
関
係
費
三
・
五
％
減
、
防
衛
費
〇
・
三
％

減
、
文
教
・
科
学
振
興
費
〇
・
一
％
増
、
経
済
協
力
費
四

・
二
％
減
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
八
三
・
六
％
増
（
電
源

開
発
交
付
金
の
一
般
会
計
繰
入
方
式
へ
の
変
更
な
ど
に
よ

る
）
な
ど
と
な
っ
て
い
る
（
表
３
参
照
）。公
共
投
資
関
係

費
は
前
年
度
か
ら
引
き
続
き
全
体
と
し
て
削
減
さ
れ
る
中

で
都
市
環
境
整
備
一
・
五
％
増
、
新
幹
線
整
備
前
年
度
同

額
、
ス
ー
パ
ー
中
枢
港
湾
整
備
三
七
・
五
％
増
と
な
っ
て

い
る
の
が
目
立
つ
。
農
林
水
産
関
係
予
算
は
三
・
一
％
減

で
あ
り
、
な
か
で
も
公
共
事
業
関
係
費
は
五
・
七
％
減
、

食
料
安
定
供
給
関
係
費
四
・
五
％
減
、
一
般
農
政
費
一
・

三
％
増
と
な
っ
て
い
る
。
特
に
戦
後
農
政
の
大
転
換
と
い

わ
れ
る
「
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策
」
は
一
定
規
模
以

上
の
認
定
農
業
者
と
集
落
営
農
組
織
の
み
が
対
象
と
な

る
。
公
務
員
人
件
費
に
つ
い
て
は
国
家
公
務
員
の
定
員
を

五
年
間
で
五
・
七
％
以
上
純
減
さ
せ
る
目
標
の
も
と
で
二

〇
〇
〇
人
以
上
削
減
し
た
。

�

「
上
げ
潮
路
線
」
と
政
府
予
算

二
〇
〇
七
年
一
月
二
五
日
に
閣
議
決
定
し
た
「
日
本
経

済
の
進
路
と
戦
略
」
に
お
い
て
「
新
経
済
成
長
」
が
目
標

に
か
か
げ
ら
れ
、
そ
こ
で
は
「
成
長
な
く
し
て
財
政
再
建

な
し
」
の
理
念
が
う
た
わ
れ
た
。
経
済
成
長
を
維
持
し
つ

表１ 平成１９年度一般会計歳入歳出概算

表２ ２００７年度一般会計税収・印紙収入概算
単位：億円、％

出所：財務省資料
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つ
国
民
負
担
を
最
小
化
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
、
負
担
増
は
最
小

限
に
と
ど
め
よ
う
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
国
民
負
担
を
議
論
す
る

際
に
注
意
す
べ
き
こ
と
は
公
的
負
担
が
低
く
な
る
と
私
的
負
担
が

増
え
る
こ
と
で
あ
る
。
租
税
負
担
率
の
低
さ
は
必
ず
し
も
国
民
の

負
担
そ
の
も
の
が
低
い
こ
と
を
意
味
し
な
い
。
ま
た
、
租
税
負
担

率
や
国
民
負
担
率
の
低
さ
が
経
済
成
長
の
条
件
に
な
る
と
い
う
主

張
は
、
一
九
九
〇
年
代
に
租
税
負
担
率
・
国
民
負
担
率
の
高
い
北

欧
諸
国
の
経
済
が
比
較
的
堅
実
で
あ
っ
た
一
方
、
先
進
国
で
最
も

租
税
負
担
率
・
国
民
負
担
率
が
低
い
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
日
本
が

長
期
的
な
経
済
停
滞
に
見
舞
わ
れ
た
こ
と
か
ら
み
て
も
、
そ
の
根

拠
が
揺
ら
い
で
い
る
と
み
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

安
倍
政
権
は
「
経
済
成
長
」
と
「
財
政
再
建
」
の
両
立
を
掲
げ

て
お
り
、
歳
出
面
に
お
い
て
は
「
歳
出
・
歳
入
一
体
改
革
」
の
路

線
を
継
承
し
、
税
収
増
を
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
向
け
る
も
の

と
な
っ
て
い
な
い
。「
歳
出
・
歳
入
一
体
改
革
」
は
二
〇
〇
六
年
六

月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
時
点
に
お
い
て
は
二
〇
一
一
年
度
に
基
礎

的
財
政
収
支
を
黒
字
化
す
る
た
め
に
は
一
六
・
五
兆
円
の
対
応
額

が
必
要
で
あ
る
と
い
う
目
標
が
か
か
げ
ら
れ
、
そ
れ
に
対
し
て
歳

出
削
減
で
一
一
・
四－

一
四
・
三
兆
円
、
増
税
（
二
・
二－

五
・

一
兆
円
）
で
残
り
を
ま
か
な
う
と
い
う
枠
組
み
で
あ
っ
た
。
そ
の

た
め
の
歳
出
削
減
と
し
て
社
会
保
障
一
・
六
兆
円
程
度
、
人
件
費

二
・
六
兆
円
程
度
、
公
共
投
資
三
・
九
〜
五
・
六
兆
円
程
度
、
そ

の
他
分
野
三
・
三
〜
四
・
五
兆
円
程
度
の
削
減
目
標
が
示
さ
れ

た
。
こ
う
し
た
歳
出
の
大
幅
削
減
路
線
は
引
き
継
が
れ
て
い
る
。

そ
の
一
方
で
税
の
自
然
増
収
は
安
易
に
歳
出
増
に
振
り
向
け

ず
、
将
来
の
国
民
負
担
の
軽
減
に
向
け
る
こ
と
を
原
則
と
し
て
打

ち
出
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
新
規
公
債
発
行
を
四
・
五
兆
円
減

額
す
る
と
と
も
に
、
交
付
税
特
会
の
国
負
担
分
一
八
・
七
兆
円
を

一
般
会
計
に
承
継
し
、二
〇
〇
七
年
度
か
ら
償
還
を
開
始
す
る（
債

務
償
還
費
一
・
七
兆
円
）。そ
れ
で
も
国
の
長
期
債
務
残
高
は
六
〇

七
兆
円
（
二
〇
〇
七
年
末
見
込
み
）
と
減
少
し
て
い
な
い
。
国
・

地
方
の
長
期
債
務
残
高
（
二
〇
〇
七
年
度
末
見
込
み
七
七
三
兆

円
）
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
は
一
四
八
％
と
主
要
先
進
国
の
な
か
で
群

を
抜
い
て
い
る
状
況
が
続
い
て
い
る
。
財
政
再
建
優
先
論
か
ら
み

れ
ば
、
長
期
債
務
残
高
の
削
減
に
向
け
た
新
た
な
目
標
設
定
が
必

要
と
の
議
論
が
今
後
強
ま
っ
て
く
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

２
、
二
〇
〇
七
年
度
予
算
と
税
制
改
革

安
倍
政
権
の
成
長
重
視
の
方
針
は
税
制
改
革
に
も
影
響
を
与
え

て
い
る
。
二
〇
〇
七
年
の
税
制
に
お
け
る
主
要
な
変
化
は
個
人
所

得
税
に
お
け
る
定
率
減
税
の
廃
止
と
法
人
税
の
減
税
で
あ
る
。
二

〇
〇
六
年
に
個
人
所
得
税
の
定
率
減
税
は
半
分
が
廃
止
さ
れ
て
お

り
、
二
〇
〇
七
年
か
ら
全
廃
と
な
る
こ
と
が
す
で
に
決
ま
っ
て
い

た
。
二
〇
〇
七
年
の
定
率
減
税
廃
止
は
一
・
一
兆
円
の
増
税
と
な

る
。
資
産
所
得
課
税
に
お
い
て
は
、
上
場
株
式
等
に
お
け
る
配
当

所
得
、
株
式
譲
渡
所
得
に
対
す
る
所
得
税
・
住
民
税
の
軽
減
税
率
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表３　平成１９年度一般歳出概算
 （政府案） （単位：億円）

１９年 度 概 算１８年 度 予 算
伸　率
（％）

１８’ →１９’
増△減

伸　率
（％）

１７’ →１８’
増△減

２.８５,６７０２１１,４０９０.９１,９３１２０５,７３９社 会 保 障 関 係 費
０.１７２５２,７４３△８.０△４,５５９５２,６７１文教及び科学振興費
１.１１５０１３,４６２１.１１４２１３,３１２　うち科学技術振興費
△７.５△７５４９,２３５△６.６△７０４９,９８９恩 給 関 係 費
△０.３△１２３４８,０１６△０.９△４２５４８,１３９防 衛 関 係 費
△３.５△２,５４２６９,４７３△４.４△３,２９５７２,０１５公 共 事 業 関 係 費
△４.２△３０５６,９１３△２.５△１８６７,２１８経 済 協 力 費
△４.０△３０４７,２９３△３.４△２６５７,５９７（参考）ＯＤＡ
０.６９１,６２５△６.６△１１４１,６１６中 小 企 業 対 策 費
８３.６３,９３８８,６４７△４.９△２４５４,７０９エネルギー対策費
△４.５△２８７６,０７４△５.８△３９４６,３６１食料安定供給関係費
△５７.８△２７８２０３△３２.３△２２９４８１産業投資別会計へ繰入
１.４７２４５１,９４６△１.８△９４９５１,２２２その他の事項経費
０.００３,５０００.００３,５００予 備 費
１.３６,１２４４６９,７８４△１.９△９,１６９４６３,６６０一 般 歳 出 計

出所：財務省資料

適
用
（
本
則
二
〇
％
を
一
〇
％
に
軽
減
）
を
一
年
延
長
す
る
こ
と

と
な
っ
た
。

個
人
所
得
課
税
に
お
け
る
も
う
一
つ
の
大
き
な
変
更
は
所
得
税

か
ら
住
民
税
へ
の
約
三
兆
円
の
税
源
移
譲
が
行
わ
れ
る
こ
と
で
あ

る
。
二
〇
〇
六
年
度
に
お
い
て
は
暫
定
措
置
と
し
て
所
得
譲
与
税

で
対
応
し
て
い
た
が
、
二
〇
〇
七
年
度
か
ら
道
府
県
民
税
所
得
割

四
％
比
例
税
化
、
市
町
村
民
税
所
得
割
六
％
比
例
税
化
が
行
わ
れ

る
。
そ
れ
に
対
応
し
て
所
得
税
に
お
い
て
は
税
率
区
分
が
五
％
か

ら
四
〇
％
ま
で
の
六
段
階
に
再
編
さ
れ
、
個
人
の
税
負
担
で
み
れ

ば
所
得
税
と
住
民
税
を
ト
ー
タ
ル
す
れ
ば
増
減
税
は
釣
り
合
う
こ

と
に
な
る
。
た
だ
し
、
個
人
住
民
税
の
前
年
度
所
得
課
税
方
式
は

維
持
さ
れ
る
た
め
、
所
得
変
動
の
大
き
い
個
人
に
と
っ
て
は
影
響

が
大
き
く
な
る
。

個
人
所
得
税
の
増
税
と
対
照
的
な
の
が
法
人
税
の
減
税
で
あ

る
。
減
価
償
却
制
度
の
ほ
ぼ
四
〇
年
ぶ
り
の
大
幅
見
直
し
に
よ
り

地
方
税
を
入
れ
て
約
七
〇
〇
〇
億
円
の
減
税
効
果
と
な
る
。
減
価

償
却
に
お
け
る
償
却
可
能
限
度
額
（
取
得
価
額
の
九
五
％
）
と
残

存
価
額
（
法
定
耐
用
年
数
の
経
過
時
点
で
取
得
価
額
の
一
〇
％
）

を
撤
廃
し
、
全
額
損
金
算
入
で
き
る
よ
う
に
し
た
。
ま
た
、
フ
ラ

ッ
ト
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
製
造
設
備
等
の
法
定
耐
用
年
数
を
短

縮
し
た
。

な
お
、
注
目
を
集
め
て
い
た
道
路
特
定
財
源
の
一
般
財
源
化
に

つ
い
て
は
、「
骨
太
方
針
２
０
０
６
」
で
は
一
般
財
源
化
を
図
る
こ
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税源移譲 

不交付団体数の拡大 

地方の歳出削減 
地方行革の徹底 
 
 

出所：『地方分権２１世紀ビジョン懇談会報告書』（２００６年７月３日） 

図１　分権改革の全体像 

新分権 
一括法 

歳出 歳入 

国の基準付け 
なし 

国の基準付け 
あり 

これまでの 
交付税 

地方税 

補助金改革 

地方債の完全自由化 
いわゆる“再生型破綻法制”の整備 

新型交付税の導入 
（人口・面積に基づく 
　算定基準） 

と
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
た
が
、
結
局
一
般
財
源
化
そ
の
も
の
に
つ

い
て
の
議
論
は
次
年
度
に
先
送
り
さ
れ
た
。

政
府
は
二
〇
〇
七
年
度
を
目
途
に
税
体
系
の
抜
本
的
改
革
を
実

現
さ
せ
る
べ
く
取
り
組
む
と
し
て
お
り
、
参
議
院
選
挙
後
の
今
年

秋
以
降
、
税
制
改
革
の
議
論
が
本
格
化
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て

い
る
。
そ
の
な
か
で
注
目
さ
れ
る
の
が
租
税
原
則
の
見
直
し
で
あ

る
。
安
倍
政
権
の
成
長
重
視
の
方
針
を
受
け
て
政
府
税
制
調
査
会

も
「
中
立
」
原
則
を
修
正
し
、
成
長
重
視
の
税
制
へ
と
路
線
転
換

を
図
る
方
向
性
を
み
せ
て
い
る
。
な
か
で
も
国
際
競
争
力
の
視
点

を
重
視
し
た
い
っ
そ
う
の
法
人
課
税
の
見
直
し
と
消
費
税
の
扱
い

が
焦
点
と
な
ろ
う
。
今
後
の
税
制
改
革
に
お
い
て
「
格
差
是
正
・

貧
困
対
策
」
と
「
経
済
成
長
戦
略
」
の
ど
ち
ら
を
優
先
す
る
の
か

が
、
ま
す
ま
す
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

３
、
二
〇
〇
七
年
度
予
算
と
地
方
財
政
改
革

�

三
位
一
体
改
革
の
ネ
ク
ス
ト
・
ス
テ
ー
ジ
に
向
け
た
改
革
論

議
と
方
向
性

二
〇
〇
六
年
度
は
三
位
一
体
改
革
の
第
一
期
最
終
年
で
あ
っ
た

が
、
三
兆
円
規
模
の
税
源
移
譲
に
対
し
て
、
国
庫
補
助
負
担
金
が

四
・
四
兆
円
程
度
削
減
さ
れ
た
（
二
〇
〇
三
年
度
〜
二
〇
〇
六
年

度
）。そ
れ
に
対
し
て
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
一
般
財
源
総
額
で

み
る
と
二
〇
〇
二
年
度
に
比
べ
て
二
〇
〇
六
年
度
は
三
・
四
兆
円

減
と
な
っ
て
お
り
、
ト
ー
タ
ル
で
は
四
・
八
兆
円
の
純
減
に
終
わ
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表４　地方財政計画歳入歳出一覧 　　　 （単位：億円、％）

備　　考増減率
（Ｃ）／（Ｂ）

増減額
（Ａ）―（Ｂ）（Ｃ）

平成１８年度
（Ｂ）

平成１９年度
（Ａ）区　　分

１５.７
▲８１.０
▲６１.８
▲４.４
▲０.３
▲１０.８
０.０
▲１.５
▲０.０

５４,７４５
▲３０,２３３
▲５,０４０
▲７,０４６
▲２７６

▲１１,６４５
５

▲７５７
▲２４７

３４８,９８３
３７,３２４
８,１６０
１５９,０７３
１０２,０１５
１０８,１７４
１６,４５０
５１,３２９
８３１,５０８

４０３,７２８
７,０９１
３,１２０
１５２,０２７
１０１,７３９
９６,５２９
１６,４５５
５０,５７２
８３１,２６１

（歳　入）
地 方 税
地 方 譲 与 税
地方特例交付金等
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
地 方 債
使用料及び手数料
雑 収 入

計

▲０.９
投資的経費との一体的か
い離是正＋６,０００億円を
除いた場合

▲３.０
一般行政経費との一体的
かい離是正▲１２,０００億円
（一 般 財 源 ベ ー ス ▲
６,０００億円）を除いた場合

▲０.３
▲２.０
１６.５
４.０
４.７
３.５
２.２
▲１.１
▲０.０
▲９.８
▲２.３
▲１４.９
▲０.４
０.５
▲２.２
５７.７
▲０.０

▲６５８
▲４,０３８
３,３８０
９,９５４
５,０１４
４,７２５
２１５

▲１,４８３
▲２

▲１６,５６１
▲１,５３４
▲１５,０２７
▲９７
８７

▲１８４
８,６００
▲２４７

２２５,７６９
２０５,３２１
２０,４４８
２５１,８５７
１０７,２８６
１３４,７８５
９,７８６
１３２,９７９
９,７６８
１６８,８８９
６７,９７８
１００,９１１
２７,３４６
１８,８２８
８,５１８
１４,９００
８３１,５０８

２２５,１１１
２０１,２８３
２３,８２８
２６１,８１１
１１２,３００
１３９,５１０
１０,００１
１３１,４９６
９,７６６
１５２,３２８
６６,４４４
８５,８８４
２７,２４９
１８,９１５
８,３３４
２３,５００
８３１,２６１

（歳　出）
給 与 関 係 経 費
  退 職 手 当 以 外
  退 職 手 当
一 般 行 政 経 費
  補 助
  単 独
  国民健康保険関係事業費
公 債 費
維 持 補 修 費
投 資 的 経 費
  直 轄 ・ 補 助
  単 独
公 営 企 業 繰 出 金
  企業債償還費普通会計負担分
  そ の 他
不交付団体水準超経費

計
公債費、企業債償還費普通
会計負担分、不交付団体水
準超経費を除く

▲１.１▲７,４５１６６４,８０１６５７,３５０地 方 一 般 歳 出

出所：総務省資料
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っ
た
。そ
の
結
果
、自
治
体
財
政
は
逼
迫
し
、

分
権
改
革
は
財
政
再
建
優
先
に
よ
っ
て
歪
ん

で
し
ま
っ
た
の
で
あ
る
。

二
〇
〇
六
年
の
当
初
か
ら
総
務
省
の
地
方

分
権
二
一
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
懇
談
会
に
お
い
て

三
位
一
体
改
革
の
ネ
ク
ス
ト
・
ス
テ
ー
ジ
に

向
け
た
改
革
論
議
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
七
月

の
ビ
ジ
ョ
ン
懇
報
告
は
地
方
財
政
制
度
の
根

本
的
な
改
革
を
提
案
し
、
そ
れ
を
受
け
て
総

務
省
は
地
方
財
政
改
革
の
方
針
を
打
ち
出
し

た
。
そ
の
主
要
な
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で

あ
る
（
図
１
参
照
）。①
新
分
権
一
括
法
に
よ

っ
て
国
の
義
務
付
け
・
関
与
を
減
ら
す
。
②

国
の
基
準
付
け
の
な
い
部
分
は
「
新
型
交
付

税
」
で
ま
か
な
う
。
③
国
の
基
準
付
け
の
あ

る
部
分
に
つ
い
て
は
地
方
税
・
従
来
型
交
付

税
・
補
助
金
で
ま
か
な
う
。
④
税
源
移
譲
と

歳
出
削
減
に
よ
っ
て
交
付
税
の
不
交
付
団
体

を
拡
大
し
、
補
助
金
改
革
を
同
時
に
進
め

る
。
⑤
地
方
債
に
つ
い
て
は
完
全
自
由
化
を

進
め
、
元
利
償
還
金
へ
の
交
付
税
措
置
を
廃

止
す
る
。
⑥
自
治
体
再
建
法
制
を
導
入
す
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る
。こ

れ
を
受
け
て
地
方
分
権
改
革
推
進
法
が
制
定
さ
れ
、
二
〇
一

〇
年
ま
で
に
新
分
権
一
括
法
を
制
定
す
る
た
め
に
内
閣
府
に
地
方

分
権
推
進
委
員
会
が
設
置
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

�

２
０
０
７
年
度
地
方
財
政
計
画
と
交
付
税
「
包
括
算
定
経
費

（
新
型
）」

成
長
戦
略
と
財
政
再
建
の
両
立
を
か
か
げ
る
安
倍
内
閣
に
お
い

て
小
泉
内
閣
の
「
歳
出
・
歳
入
一
体
改
革
」
を
引
き
継
い
で
い
る

こ
と
か
ら
、
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
抑
制
路
線
は
変
わ
っ
て
い
な

い
。
焦
点
と
な
っ
て
い
た
地
方
交
付
税
に
関
し
て
財
務
省
は
税
収

増
を
背
景
に
交
付
税
法
定
率
の
引
き
下
げ
を
主
張
し
て
い
た
が
、

法
定
率
は
維
持
さ
れ
、
か
わ
り
に
一
般
会
計
か
ら
の
加
算
が
先
送

り
さ
れ
た
。

地
方
財
政
計
画
の
歳
出
総
額
は
八
三
・
一
兆
円
と
ほ
ぼ
前
年
度

同
額
で
あ
る
が
、
地
方
一
般
歳
出
を
み
る
と
六
五
・
七
兆
円
と
前

年
度
よ
り
〇
・
七
兆
円
（
マ
イ
ナ
ス
一
・
一
％
）
の
縮
減
と
な
っ

て
い
る
。
項
目
別
に
み
る
と
退
職
手
当
と
一
般
行
政
経
費
（
補
助

事
業
）、不
交
付
団
体
水
準
超
過
経
費
が
増
加
し
た
一
方
、
給
与
関

係
費
（
退
職
手
当
を
除
く
）
が
二
％
減
、
投
資
的
経
費
（
単
独
事

業
）
が
三
％
減
（
決
算
と
の
乖
離
一
体
的
是
正
分
を
除
く
）、投
資

的
経
費
（
補
助
・
直
轄
事
業
）
が
マ
イ
ナ
ス
二
・
三
％
、
一
般
行

政
経
費
（
単
独
事
業
）（
決
算
と
の
乖
離
一
体
的
是
正
分
を
除
く
）

が
マ
イ
ナ
ス
〇
・
九
％
な
ど
と
な
っ
て
い
る
（
表
４
参
照
）。

な
か
で
も
一
般
財
源
を
み
る
と
総
額
で
〇
・
九
％
増
（
〇
・
五

兆
円
増
）
と
な
っ
て
い
る
が
、
不
交
付
団
体
の
水
準
超
過
経
費
分

の
増
加
〇
・
九
兆
円
を
勘
案
す
る
と
、
交
付
団
体
で
は
む
し
ろ
若

干
減
少
し
て
い
る
。
地
方
税
は
実
質
六
・
五
％
増
（
二
・
五
兆
円

増
）、地
方
交
付
税
は
マ
イ
ナ
ス
四
・
四
％
（
〇
・
七
兆
円
減
）、臨

時
財
政
対
策
債
は
マ
イ
ナ
ス
九
・
五
％
（
〇
・
三
兆
円
減
）
と
な

っ
て
い
る
。

基
準
財
政
需
要
額
に
お
け
る
「
包
括
算
定
経
費
（
い
わ
ゆ
る
新

型
交
付
税
）」
の
導
入
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
七
年
度
に
基
準
財
政

需
要
額
（
四
一
兆
円
）
の
一
割
程
度
（
約
五
兆
円
）
を
見
込
み
、

三
年
間
で
三
分
の
一
程
度
を
目
指
す
と
し
て
い
る
。
ま
た
従
来
型

基
準
財
政
需
要
額
算
定
項
目
と
し
て
新
た
に
「
地
域
振
興
費
」
を

導
入
す
る
。「
包
括
算
定
経
費
（
新
型
）」
お
よ
び
「
地
域
振
興
費
」

以
外
の
費
目
に
つ
い
て
は
、
公
債
費
・
事
業
費
補
正
を
除
い
て
マ

イ
ナ
ス
三
・
〇
％
と
な
っ
て
い
る
。

「
包
括
算
定
経
費
」
は
現
行
の
基
準
財
政
需
要
額
の
一
部
の
行

政
項
目
を
再
編
し
、
人
口
・
面
積
を
基
本
と
し
た
単
純
な
算
定
に

よ
る
行
政
項
目
を
創
設
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
従
来

型
の
行
政
項
目
と
し
て
人
口
・
面
積
を
測
定
単
位
と
す
る
「
地
域

振
興
費
」
を
新
た
に
設
け
る
。
こ
れ
に
よ
り
測
定
単
位
は
市
町
村

で
い
え
ば
従
来
の
五
三
項
目
の
う
ち
一
九
項
目
程
度
が
削
減
さ

れ
、
そ
の
分
が
「
包
括
算
定
経
費
（
人
口
・
面
積
）」
と
「
地
域

振
興
費
（
人
口
・
面
積
）」
に
振
り
替
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
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出所：総務省資料 

○指標の整備と情報開示の
徹底 

・フロー指標：実質赤字比率、連
結実質赤字比率、実質公債費
比率 
・ストック指標：将来負担比率＝
公社・三セク等を含めた実質
的負債による指標 
→監査委員の審査に付した上で
公表 

○自主的な改善努力による
財政健全化 

・財政健全化計画の策定（議会
の議決）、外部監査の要求の
義務付け 
・実施状況を毎年度公表 
・早期健全化が著しく困難と認
められるときは、総務大臣又は
知事が必要な勧告 

○国等の関与による確実な再生 
・財政再生計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け 
・財政再生計画は、総務大臣に協議し、
同意を求めることができる 
 
 
 
 
 
 
 
・財政運営が計画に適合しないと認
められる場合においては、予算の変
更等を勧告 

　【同意無】 
・災害復旧事業等を除き、地方債
の起債を制限 

【同意有】 
・収支不足額を振り替えるため、償
還年限が計画期間内である地方
債（再生振替特例債）の起債可 

○赤字団体が申出により、財政
再建計画を策定（総務大臣の
同意が必要） 

※赤字比率が５％以上の都道府県、
２０％以上の市町村は、法に基づ
く財政再建を行わなければ建設
地方債を発行できない 

〈現行制度の課題〉 
・早期是正・再生という観点からの分かりやすい財政情
報の開示や正確性を担保する手段が不十分 
・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない 
・普通会計を中心にした収支（フロー指標）の指標のみで、
ストック（負債等）の財政状況に課題があっても対象
とならない 
・公営企業にも早期是正機能がない等の課題 

図２　新しい自治体財政健全化法制（案）の概要 

新
し
い
法
制（
案
） 

現
行
制
度 

（
健
全
財
政
） 

（
財
政
悪
化
） 

健全段階 財政の早期健全化 財政の再生 

公営企業の経営の健全化 

地方財政再建促進特別措置法 

○公営企業もこれに準じた再建制度 
　（地方公営企業法） 

 

振
り
替
え
ら
れ
る
行
政
項
目
は
、
道
路
橋
り
ょ
う
費
・
港
湾
費
以

外
の
投
資
的
経
費
全
般
、
お
よ
び
経
常
経
費
に
お
け
る
企
画
振
興

費
・
「
そ
の
他
の
諸
費
」
で
あ
る
。

「
包
括
算
定
経
費
」
を
含
む
新
た
な
交
付
税
算
定
方
式
の
特
徴

は
、
第
一
に
人
口
・
面
積
に
よ
る
単
純
化
は
非
現
実
的
で
あ
り
、

実
際
に
は
採
用
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。「
包
括
算
定
経
費

（
人
口
）」
に
お
い
て
は
従
来
の
段
階
補
正
に
あ
た
る
補
正
が
適

用
さ
れ
、「
包
括
算
定
経
費
（
面
積
）」
に
お
い
て
も
従
来
の
種
別

補
正
（
宅
地
、
田
畑
、
森
林
、
そ
の
他
）
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る
。
第
二
に
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
の
中
核
を
な

す
教
育
、福
祉
な
ど
の
経
常
経
費
に
つ
い
て
は「
包
括
算
定
経
費
」

に
移
行
さ
せ
ず
、
従
来
の
方
式
を
維
持
し
た
こ
と
で
あ
る
。
第
三

に
、
新
設
さ
れ
る
「
地
域
振
興
費
」
に
お
い
て
は
、
廃
止
さ
れ
る

多
く
の
測
定
単
位
に
係
わ
る
補
正
の
中
身
の
多
く
が
そ
の
ま
ま
移

行
さ
れ
た
た
め
、
き
わ
め
て
多
く
の
補
正
が
行
わ
れ
る
こ
と
で
あ

る
。
事
業
費
補
正
に
つ
い
て
も
従
来
分
に
つ
い
て
は
継
承
さ
れ

る
。
つ
ま
り
、「
包
括
算
定
経
費
」
導
入
に
伴
う
基
準
財
政
需
要
額

の
算
定
制
度
の
改
革
と
は
形
態
を
振
り
替
え
た
だ
け
で
、
中
身
に

お
い
て
は
大
き
な
変
動
が
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

し
か
し
な
が
ら
、「
包
括
算
定
経
費
」
導
入
を
伴
う
改
革
は
形
式

的
な
改
革
に
と
ど
ま
ら
な
い
問
題
を
は
ら
ん
で
い
る
。
第
一
に
、

「
包
括
算
定
経
費
」
は
国
に
よ
る
基
準
づ
け
の
な
い
財
政
需
要
に

対
応
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
そ
の
積
算
根
拠
は
き
わ
め
て
あ
い
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ま
い
な
も
の
に
な
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
国
の
財
政
事
情
等
の
都
合
に

よ
る
一
方
的
削
減
の
可
能
性
が
強
ま
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
第
二

に
、「
地
域
振
興
費
」
は
あ
ま
り
に
補
正
項
目
が
多
く
、
今
後
、
簡

素
化
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
新
方
式
の
あ
り
方
に

つ
い
て
は
自
治
体
財
源
保
障
の
視
点
か
ら
十
分
な
情
報
提
供
と
地

方
団
体
の
参
画
に
よ
る
議
論
を
オ
ー
プ
ン
に
行
う
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。

ま
た
、「
地
方
の
頑
張
り
の
成
果
」
を
交
付
税
算
定
に
反
映
さ
せ

る
と
い
う
「
頑
張
る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
導
入
さ
れ
る
。

具
体
的
に
は
出
生
率
、
製
造
品
出
荷
額
、
行
革
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

等
の
成
果
指
標
を
地
方
交
付
税
の
算
定
に
反
映
さ
せ
る
。
こ
う
し

た
地
方
交
付
税
を
特
定
の
国
の
政
策
誘
導
に
使
う
と
い
う
手
法
は

従
来
か
ら
批
判
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
り
、
問
題
が
多
い
と
い
わ

ざ
る
を
え
な
い
。

�

新
し
い
「
自
治
体
財
政
健
全
化
法
制
」

総
務
省
は
従
来
の
財
政
再
建
制
度
に
代
わ
る
新
し
い
財
政
健
全

化
・
再
生
法
制
案
を
通
常
国
会
に
提
出
す
る
（
二
〇
年
度
決
算
に

基
づ
く
措
置
か
ら
適
用
）（
図
２
参
照
）。そ
の
内
容
は
、
ま
ず
健
全

段
階
に
お
い
て
す
べ
て
の
団
体
が
以
下
の
四
つ
の
健
全
化
判
断
比

率
を
監
査
委
員
の
監
査
に
付
し
た
う
え
で
議
会
に
報
告
し
、
公
表

す
る
。
①
実
質
赤
字
比
率
、
②
連
結
実
質
赤
字
比
率
（
全
会
計
の

実
質
赤
字
等
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
）、③
実
質
公
債
費

比
率
、
④
将
来
負
担
比
率
（
公
営
企
業
、
出
資
法
人
等
を
含
め
た

普
通
会
計
の
実
質
的
負
債
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
）。②

と
④
が
新
た
に
導
入
さ
れ
る
指
標
で
あ
り
、
な
か
で
も
④
の
将
来

負
担
比
率
は
ス
ト
ッ
ク
指
標
で
あ
る
。
ス
ト
ッ
ク
指
標
等
の
具
体

的
な
ル
ー
ル
し
だ
い
で
は
民
間
資
源
が
少
な
く
医
療
（
公
立
病
院

・
診
療
所
）
・
福
祉
・
教
育
（
小
規
模
小
中
学
校
）
・
社
会
資
本

（
簡
易
水
道
な
ど
）
等
に
お
け
る
公
共
部
門
の
果
た
す
べ
き
役
割

が
大
き
い
過
疎
地
な
ど
の
地
域
に
不
利
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

次
に
四
つ
の
健
全
化
判
断
比
率
の
ひ
と
つ
で
も
早
期
健
全
化
判

断
基
準
以
上
に
な
れ
ば
財
政
健
全
化
計
画
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
財
政
健
全
化
計
画
は
、
総
務
大
臣
・
都
道
府
県
知
事
へ
の

報
告
、
全
国
的
な
状
況
の
公
表
、
毎
年
の
実
施
状
況
の
公
表
を
行

う
。
総
務
大
臣
ま
た
は
都
道
府
県
知
事
は
必
要
な
勧
告
を
行
う
こ

と
が
で
き
る
。
ま
た
個
別
外
部
監
査
契
約
に
基
づ
く
監
査
を
求
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

さ
ら
に
、
再
生
判
断
比
率
（
上
記
の
①
〜
③
）
の
い
ず
れ
か
が

財
政
再
生
基
準
以
上
の
場
合
に
は
、
財
政
再
生
計
画
を
定
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
場
合
、
総
務
大
臣
の
同
意
を
得
て
い
る
の

で
な
け
れ
ば
災
害
復
旧
事
業
等
を
除
い
て
地
方
債
を
発
行
で
き
な

い
。
再
生
計
画
が
総
務
大
臣
の
同
意
を
得
た
場
合
、
償
還
年
限
が

財
政
再
生
計
画
の
計
画
期
間
内
で
あ
る
地
方
債
（
再
生
振
替
特
例

債
）
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
。
な
お
、
懸
案
だ
っ
た
債
務
調
整

に
関
し
て
は
二
〇
〇
七
年
度
に
お
い
て
は
制
度
化
さ
れ
ず
、
今
後

の
検
討
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
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「
自
治
体
財
政
健
全
化
法
制
」
の
二
〇
年
度
決
算
か
ら
の
適
用

を
前
に
、
各
自
治
体
で
は
早
期
是
正
や
財
政
再
生
の
基
準
を
ク
リ

ア
す
る
た
め
に
自
主
的
な
財
政
健
全
化
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
こ
と
に
な
ろ
う
。
国
は
、
自
治
体
の
高
金
利
地
方
債
の
公
債
費

負
担
を
軽
減
し
、
財
政
健
全
化
を
促
進
す
る
た
め
、
総
人
件
費
削

減
等
の
財
政
健
全
化
計
画
や
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定

す
る
自
治
体
に
対
し
て
、
二
〇
〇
七
年
度
か
ら
三
年
間
で
五
兆
円

規
模
の
公
的
資
金
の
繰
上
げ
償
還
（
補
償
金
な
し
）
を
行
う
こ
と

に
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
新
し
い
「
自
治
体
財
政
健
全
化
法
制
」
は
、
新
地
方

分
権
一
括
法
、
交
付
税
に
お
け
る
「
包
括
算
定
経
費
（
新
型
）」

導
入
な
ど
と
並
ん
で
「
自
由
と
責
任
」
に
基
づ
く
「
競
争
型
分
権
」

へ
の
流
れ
の
一
環
と
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
た
だ
し
、「
自
治
体

財
政
健
全
化
法
制
」
に
関
し
て
は
む
し
ろ
国
・
都
道
府
県
に
よ
る

自
治
体
統
制
が
強
ま
る
傾
向
に
あ
る
。

お
わ
り
に

二
〇
〇
六
年
度
か
ら
の
生
活
保
護
・
老
齢
加
算
廃
止
に
つ
づ

く
、
母
子
加
算
の
段
階
的
廃
止
は
、
北
九
州
市
の
餓
死
事
件
に
象

徴
さ
れ
る
生
活
保
護
行
政
に
お
け
る
問
題
と
と
も
に
社
会
問
題
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
非
正
規
雇
用
と
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
の
増
大

か
ら
最
低
賃
金
制
度
の
改
革
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た

中
で
、
安
倍
政
権
初
の
予
算
は
小
泉
政
権
時
の
「
骨
太
方
針
」
の

枠
組
み
の
も
と
で
編
成
さ
れ
た
た
め
、「
格
差
社
会
是
正
」「
貧
困
対

策
」
を
重
視
す
る
明
確
な
軌
道
修
正
が
な
さ
れ
た
と
は
言
い
が
た

い
。
む
し
ろ
、
法
人
税
関
係
の
減
税
や
「
競
争
的
分
権
」
の
推
進

な
ど
「
格
差
社
会
」
の
是
正
と
逆
方
向
の
施
策
が
目
に
つ
く
。

次
な
る
政
府
予
算
が
、「
格
差
社
会
」
問
題
を
は
じ
め
と
し
た
日

本
社
会
の
あ
り
方
を
問
う
問
題
提
起
を
受
け
、
目
指
す
べ
き
社
会

像
に
つ
い
て
再
設
定
し
た
う
え
で
、
税
制
、
社
会
保
障
、
雇
用
、

分
権
、
環
境
な
ど
を
含
む
ト
ー
タ
ル
な
改
革
プ
ラ
ン
の
う
え
で
編

成
さ
れ
る
か
注
目
さ
れ
る
。
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は
じ
め
に

二
〇
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
は
総
額
二
兆
六
九
二
七
億
円
、

〇
六
年
度
当
初
予
算
に
く
ら
べ
三
・
一
％
減
と
、
三
年
つ
づ
け
て

三
兆
円
の
大
台
を
割
り
こ
ん
だ
（
表
１
）。

こ
の
う
ち
、
公
共
事
業
費
は
一
兆
一
三
九
七
億
円
、
〇
六
年
度

当
初
予
算
比
五
・
七
％
減
で
あ
る
。
非
公
共
事
業
費
の
う
ち
、
一

般
事
業
費
は
九
四
五
六
億
円
と
一
・
三
％
増
で
あ
る
が
、
食
料
安

定
供
給
関
係
費
は
六
〇
七
四
億
円
と
四
・
五
％
減
で
あ
る
。

二
〇
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
の
特
徴
は
、
第
一
に
、
以
上
の

よ
う
な
予
算
削
減
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
二
〇
〇
一
〜
〇
六
年
小

泉
政
権
下
の
「
構
造
改
革
」
路
線
を
安
倍
政
権
も
ひ
き
つ
い
だ
緊

縮
財
政
の
も
と
で
の
予
算
で
あ
る
こ
と
で
あ
る
。

第
二
の
特
徴
は
、
〇
七
年
度
か
ら
本
格
的
に
は
じ
ま
る
「
農
政

改
革
」
を
推
進
す
る
予
算
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
で

あ
る
。「
農
政
改
革
」
三
対
策
は
、
①
品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対

策
、
②
米
政
策
改
革
推
進
対
策
、
③
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上

対
策
で
あ
る
。
こ
の
三
対
策
は
、
①
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策

を
主
軸
に
し
て
、
②
米
政
策
改
革
と�
表
裏
�の
関
係
で
、
ま
た
、

③
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
と
は
�
車
の
両
輪
�
と
し
て

推
進
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
「
農
政
改
革
」
三
対

策
を
推
進
す
る
た
め
の
予
算
が
組
ま
れ
た
の
で
あ
る
。

こ
う
し
た
「
農
政
改
革
」
推
進
予
算
と
あ
わ
せ
て
、
林
業
関
係

で
は
森
林
施
業
の
集
約
化
や
木
材
の
生
産
・
流
通
の
構
造
改
革
を

す
す
め
る
予
算
、
水
産
業
関
係
で
は
漁
船
漁
業
の
構
造
改
革
や
水

産
物
流
通
の
構
造
改
革
を
す
す
め
る
予
算
が
組
ま
れ
て
い
る
。

第
三
の
特
徴
は
、
こ
れ
ま
で
言
わ
れ
て
き
た
「
攻
め
」
の
農
政

を
ひ
き
つ
ぐ
も
の
と
し
て「
新
た
な
可
能
性
の
追
求
」の
施
策
が
、

農
林
水
産
物
の
輸
出
促
進
対
策
や
バ
イ
オ
燃
料
の
実
用
化
対
策
な

ど
の
か
た
ち
で
予
算
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

こ
こ
で
は
、
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
に
み
ら
れ
る
三
つ
の
特

徴
を
中
心
に
分
析
を
く
わ
え
て
い
く
こ
と
に
す
る
。

二
〇
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
の
特
徴

國
學
院
大
學
兼
任
講
師

神
山

安
雄
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１
、
国
の
予
算
と
農
林
水
産
予
算

小
泉
「
構
造
改
革
」
路
線
の
も
と
で
の
国
の
予
算
編
成
は
、「
官

か
ら
民
へ
」「
国
か
ら
地
方
へ
」
と
い
う
制
度
・
政
策
の
抜
本
的
な

見
直
し
―
―
つ
ま
り
、
規
制
緩
和
・
自
由
化
・
民
営
化
・
地
方
分

権
化
を
つ
う
じ
て
�
歳
出
（
財
政
）
構
造
改
革
�
を
お
し
進
め
る

も
の
で
あ
っ
た
。
徹
底
し
た
歳
出
削
減
を
お
こ
な
う
た
め
に
、
政

府
官
庁
の
解
体
と
再
編
・
独
立
行
政
法
人
化
な
ど
と
公
務
員
の
定

員
削
減
等
が
お
し
進
め
ら
れ
た
。
ま
た
、〈
国
（
中
央
）
ー
地
方
〉

関
係
の
改
革
の
た
め
に
、「
三
位
一
体
」
改
革
と
い
う
名
の
も
と

で
、
地
方
へ
の
税
源
移
譲
を
上
ま
わ
る
補
助
金
の
削
減
が
、
公
共

事
業
費
の
非
公
共
事
業
費
へ
の
振
り
替
え
、
補
助
金
の
統
合
と
交

付
金
化
な
ど
の
手
法
を
つ
う
じ
て
お
こ
な
わ
れ
て
い
っ
た
。

安
倍
政
権
の
も
と
で
の
〇
七
年
度
国
の
予
算
で
は
、
新
規
公
債

発
行
額
は
四
・
五
兆
円
を
減
額
、
二
五
・
四
兆
円
と
し
、
公
債
依

存
度
を
〇
六
年
度
三
七
・
六
％
か
ら
〇
七
年
度
三
〇
・
七
％
と
し

た
。
し
か
し
、
一
方
で
「
歳
出
改
革
の
強
化
」
が
お
こ
な
わ
れ
て

い
る
。
公
共
事
業
費
は
、
ひ
き
つ
づ
き
三
％
を
上
ま
わ
っ
て
削
減

さ
れ
た
。
社
会
保
障
費
で
は
、
雇
用
保
険
の
国
庫
負
担
の
縮
減
が

約
一
八
〇
〇
億
円
、
生
活
保
護
の
見
直
し
・
縮
減
が
約
四
〇
〇
億

円
で
あ
る
。
地
方
財
政
で
は
、
ひ
き
つ
づ
き
投
資
的
経
費
が
約
一

・
五
兆
円
削
減
さ
れ
た
。
地
方
公
務
員
は
定
員
三
・
四
万
人
の
純

減
な
ど
に
よ
り
、
給
与
関
係
経
費
が
約
四
〇
〇
〇
億
円
削
減
で
あ

単位：億円

資料 ２０００～２００５年度までは、「農林水産省年報」各年度、２００６～２００７年度は、農水省「平成１９年度農林
水産予算の概要」による。

注１）（国の）一般歳出に占める場合は、いずれも当初予算ベース。

表１ 農林水産省予算の推移（２０００～２００７年度）
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単位：億円

資料：表２に同じ。

資料：農水省予算課「平成１９年度農林水産予算の概要」等により作成。
注１）１．②は、２００８年度以降に予算計上。

表３ 経済成長戦略推進要望の決定状況

決定額 ４５３億円

表２ 「農政改革」関連予算の概要
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る
。
国
家
公
務
員
も
〇
七
年
度
二
一
二
九
人
純
減
と
、
〇
六
年
度

一
五
〇
二
人
純
減
を
上
ま
わ
る
定
員
削
減
で
、
国
家
公
務
員
人
件

費
は
五
兆
三
七
〇
九
億
円
と
三
七
七
億
円
削
減
さ
れ
る
。

「
歳
出
改
革
」
の
一
環
で
、
特
別
会
計
改
革
も
お
こ
な
わ
れ
、

国
の
特
別
会
計
は
現
行
三
一
会
計
が
一
七
会
計
に
統
廃
合
さ
れ

る
。
農
水
省
関
係
で
は
、
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策
の
開
始
に

と
も
な
い
、
食
糧
管
理
特
別
会
計
と
農
業
経
営
基
盤
強
化
措
置
特

別
会
計
を
「
食
料
安
定
供
給
特
別
会
計
」
に
統
合
す
る
（
後
述
）。

農
林
水
産
予
算
も
ま
た
、
徹
底
し
た
歳
出
削
減
の
下
に
あ
り
、

〇
七
年
度
予
算
は
対
前
年
度
当
初
比
三
・
一
％
減
で
、
三
兆
円
の

大
台
を
大
き
く
割
り
こ
ん
だ
。
国
の
一
般
歳
出
に
占
め
る
農
林
水

産
予
算
の
割
合
は
、
二
〇
〇
〇
年
度
当
初
予
算
ベ
ー
ス
七
・
一
％

か
ら
年
々
低
下
し
て
、
〇
七
年
度
で
は
五
・
七
％
に
低
下
し
て
い

る
（
表
１
）。

２
、「
農
政
改
革
」
予
算
の
特
徴

〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
は
、「
農
政
改
革
」
推
進
予
算
と
し
て

位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。「
農
政
改
革
」
三
対
策
の
予
算
が
そ
れ
ぞ

れ
確
保
さ
れ
た
（
表
２
）。あ
わ
せ
て
、「
攻
め
」
の
農
政
の
具
体
化

と
も
言
え
る
対
策
が
、
経
済
成
長
戦
略
推
進
要
望
枠
の
な
か
な
ど

で
確
保
さ
れ
て
い
る
（
表
３
）。

こ
こ
で
は
、「
農
政
改
革
」
推
進
予
算
に
つ
い
て
、「
農
政
改
革
」

三
対
策
を
中
心
に
検
討
し
た
い
。「
攻
め
」
の
農
政
の
内
容
に
つ
い

て
は
、
次
節
（
３
）
で
検
討
す
る
。

①
「
担
い
手
」
対
象
の
経
営
安
定
対
策

「
農
政
改
革
」
三
対
策
の
う
ち
、
①
品
目
横
断
的
な
経
営
安
定

対
策
は
、
水
田
農
業（
米
、
麦
、
大
豆
）と
輪
作
型
畑
作
農
業（
麦
、

大
豆
、
て
ん
菜
、
で
ん
ぷ
ん
原
料
バ
レ
イ
シ
ョ
）
に
お
け
る
「
担

い
手
」
だ
け
を
対
象
に
し
て
〇
七
年
産
か
ら
実
施
さ
れ
る
。
品
目

横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
の
対
象
と
な
る
「
担
い
手
」
は
、
一
定

規
模
以
上
（
原
則
、
都
府
県
四
ｈ
ａ
、
北
海
道
一
〇
ｈ
ａ
以
上
）

の
認
定
農
業
者
と
、
特
定
農
業
団
体
な
ど
の
一
定
の
要
件
を
満
た

し
て
い
る
集
落
営
農
で
あ
る
。

品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
の
開
始
に
と
も
な
い
、
砂
糖
・

で
ん
ぷ
ん
制
度
を
改
定
し
て
、
沖
縄
と
鹿
児
島
県
の
サ
ト
ウ
キ

ビ
、
で
ん
ぷ
ん
原
料
カ
ン
シ
ョ
の
新
た
な
経
営
安
定
対
策
が
〇
七

年
産
か
ら
実
施
さ
れ
る
。
サ
ト
ウ
キ
ビ
、
で
ん
ぷ
ん
原
料
カ
ン
シ

ョ
の
経
営
安
定
対
策
も
「
担
い
手
」
だ
け
が
対
象
で
あ
る
。
サ
ト

ウ
キ
ビ
経
営
安
定
対
策
の
「
担
い
手
」
は
、
認
定
農
業
者
と
特
定

農
業
団
体
（
規
模
要
件
は
な
い
）
の
ほ
か
、
作
付
規
模
一
ｈ
ａ
以

上
の
個
別
経
営
、
四
・
五
ｈ
ａ
以
上
の
機
械
利
用
組
合
の
参
加

者
、
同
じ
規
模
以
上
の
農
作
業
受
託
組
織
へ
の
委
託
者
で
あ
る
。

た
だ
し
、
〇
七
〜
〇
九
年
産
の
三
年
間
に
か
ぎ
り
、
農
作
業
受
託

組
織
に
な
ろ
う
と
す
る
生
産
組
合
の
参
加
者
も
特
例
で
認
め
ら
れ

る
。
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ま
た
、
肥
育
肉
用
牛
と
養
豚
の
経
営
安
定
対
策
も
、
認
定
農
業

者
と
認
定
農
業
者
に
準
ず
る
者
と
い
う
「
担
い
手
」
だ
け
を
対
象

に
し
た
対
策
に
変
わ
る
。

野
菜
価
格
安
定
制
度
も
、
構
造
改
革
計
画
を
策
定
し
て
い
る
産

地
は
対
象
に
な
る
が
、
産
地
内
の
生
産
者
に
占
め
る
認
定
農
業
者

と
認
定
農
業
者
に
準
ず
る
者
の
割
合
に
応
じ
て
価
格
補
て
ん
割
合

が
異
な
っ
て
く
る
制
度
に
変
わ
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
個
別
作
目
ご
と
の
経
営
安
定
対
策
も
、「
担
い

手
」
対
象
の
経
営
安
定
対
策
と
し
て
〇
七
年
産
か
ら
実
施
さ
れ

る
。
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
は
、
こ
う
し
た
「
担
い
手
」
対
象

の
経
営
安
定
対
策
を
す
す
め
る
た
め
の
予
算
と
位
置
づ
け
ら
れ
て

い
る
。

品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
で
は
、
〇
七
年
度
中
に
予
算
執

行
さ
れ
る
生
産
条
件
不
利
補
正
対
策
（
い
わ
ゆ
る
ゲ
タ
対
策
）
一

三
九
五
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
収
入
減
少
影
響
緩
和
対
策
（
い
わ

ゆ
る
ナ
ラ
シ
対
策
）
は
、
〇
八
年
度
の
予
算
執
行
と
な
る
た
め
、

〇
八
年
度
以
降
に
予
算
措
置
さ
れ
る
。

ま
た
、
担
い
手
育
成
・
確
保
総
合
対
策
（
一
七
六
億
円
）
が
確

保
さ
れ
、
こ
の
な
か
で
過
去
の
生
産
実
績
の
な
い
麦
・
大
豆
作
な

ど
に
対
応
す
る
生
産
条
件
不
利
補
正
対
策
の
面
積
払
い
と
同
水
準

の
交
付
金
交
付
の
予
算
（
担
い
手
経
営
革
新
促
進
事
業
・
七
一
億

円
）
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

品
目
横
断
的
な
対
策
を
軸
に
す
る
新
た
な
経
営
安
定
対
策
は
、

「
担
い
手
」
だ
け
に
対
し
て
こ
れ
ま
で
と
同
じ
程
度
の
（
も
し
く

は
多
少
下
ま
わ
る
）
水
準
の
支
援
（
交
付
金
の
交
付
）
を
お
こ
な

う
も
の
で
あ
る
。「
担
い
手
」要
件
を
満
た
せ
な
い「
非
・
担
い
手
」

は
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
程
度
の
支
援
も
お
こ
な
わ
れ
な
い
と
い
う

デ
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。「
担
い
手
」
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
程
度
の

支
援
水
準
で
あ
る
か
ら
、
別
段
メ
リ
ッ
ト
が
与
え
ら
れ
る
わ
け
で

は
な
い
。「
担
い
手
」
に
は
別
段
の
メ
リ
ッ
ト
は
な
く
、「
担
い
手
で

は
な
い
者
」
に
は
デ
メ
リ
ッ
ト
が
与
え
ら
れ
る
と
い
う
政
策
体
系

で
あ
る
。
そ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
認
定
農
業
者
の
育
成
や
集
落
営

農
の
組
織
化
な
ど
の
農
業
構
造
改
革
を
お
し
進
め
よ
う
と
い
う
政

策
で
あ
る
。

そ
こ
で
、担
い
手
育
成
・
確
保
支
援
対
策（
総
額
一
七
六
億
円
）

を
措
置
し
て
、
農
水
省
は
二
〇
一
五
年
度
を
目
標
年
次
に
し
た
担

い
手
の
育
成
・
確
保
目
標
を
か
か
げ
た
。
認
定
農
業
者
〇
五
年
度

現
在
約
二
〇
万
経
営
を
一
〇
年
後
に
は
効
率
的
・
安
定
的
な
家
族

農
業
経
営
三
三
万
〜
三
七
万
経
営
、
集
落
営
農
〇
五
年
度
現
在
約

一
万
を
一
〇
年
後
に
は
効
率
的
・
安
定
的
な
集
落
営
農
経
営
二
万

〜
四
万
と
い
う
政
策
目
標
で
あ
る
。

担
い
手
育
成
・
確
保
支
援
対
策
で
は
、
認
定
農
業
者
・
集
落
営

農
組
織
に
対
す
る
ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト
体
制
を
整
備
す
る
担
い
手

ア
ク
シ
ョ
ン
サ
ポ
ー
ト
事
業
（
総
額
三
五
億
円
）。事
業
実
施
地
区

の
担
い
手
が
農
業
用
機
械
施
設
な
ど
を
導
入
す
る
場
合
に
、
融
資

残
の
自
己
負
担
分
を
補
助
す
る
な
ど
の
地
域
担
い
手
経
営
基
盤
強
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化
総
合
対
策
実
験
事
業
（
総
額
三
五
・
一
五
億
円
）。認
定
農
業
者

が
借
り
る
ス
ー
パ
ー
Ｌ
資
金
を
無
利
子
に
す
る
な
ど
金
融
上
の
メ

リ
ッ
ト
を
与
え
る
措
置
（
総
額
一
〇
億
円
）、な
ど
が
予
算
化
さ
れ

た
。契

約
取
引
の
推
進
や
「
担
い
手
」
中
心
の
産
地
に
重
点
的
な
支

援
を
お
こ
な
う
野
菜
価
格
安
定
対
策
な
ど
の
新
た
な
野
菜
対
策

（
総
額
一
二
一
億
円
、
前
年
度
に
く
ら
べ
二
六
億
円
増
）。温
州
ミ

カ
ン
や
リ
ン
ゴ
の
新
し
い
品
種
へ
の
転
換
を
う
な
が
す
新
た
な
果

樹
対
策
（
総
額
五
二
億
円
、
同
四
八
億
円
増
）
も
手
当
て
さ
れ
て

い
る
。

担
い
手
対
策
と
し
て
は
、
企
業
の
農
外
か
ら
の
新
規
参
入
を
促

進
す
る
企
業
参
入
支
援
総
合
対
策
（
総
額
一
七
・
三
億
円
）。構
造

改
革
の
た
め
の
基
盤
づ
く
り
と
し
て
、
経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事

業
（
七
四
六
億
円
）
な
ど
の
公
共
事
業
が
、
総
額
一
二
九
九
億
円

（
前
年
度
一
三
一
一
億
円
）
手
当
て
さ
れ
て
い
る
。

②
米
政
策
改
革
の
推
進

品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
と
米
政
策
改
革
は
、
表
裏
の
関

係
で
推
進
さ
れ
る
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

米
政
策
改
革
は
、
〇
七
年
度
か
ら
農
業
者
・
農
業
団
体
主
体
の

米
需
給
調
整
シ
ス
テ
ム
に
移
行
し
て
、
第
二
ス
テ
ー
ジ
に
入
っ
て

い
く
。
そ
こ
で
は
、
米
需
給
調
整
・
米
生
産
調
整
の
実
効
性
が
確

保
さ
れ
る
か
が
問
わ
れ
て
く
る
。

〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
で
は
、
米
政
策
改
革
推
進
対
策
は
総

額
一
九
〇
九
億
円
（
前
年
度
一
五
四
一
億
円
）
が
確
保
さ
れ
て
い

る
。
新
た
な
産
地
づ
く
り
対
策
は
〇
七
〜
〇
九
年
度
三
年
間
の
対

策
で
あ
る
が
、
産
地
づ
く
り
交
付
金
と
稲
作
構
造
改
革
促
進
交
付

金
と
の
二
本
立
て
で
措
置
さ
れ
る
。

産
地
づ
く
り
交
付
金
一
三
二
七
億
円
（
前
年
度
一
四
〇
八
億

円
）
は
、
米
の
生
産
調
整
の
推
進
、
水
田
を
活
用
し
た
作
物
の
産

地
づ
く
り
、
水
田
農
業
構
造
改
革
の
推
進
（
担
い
手
の
育
成
）
を

対
象
に
し
た
交
付
金
で
あ
る
。
地
域
条
件
に
応
じ
た
意
欲
的
な
生

産
調
整
の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
新
需
給
調
整
シ
ス
テ
ム
定
着
交

付
金
一
五
〇
億
円
（
前
年
度
五
〇
億
円
）
は
、
従
来
の
特
別
調
整

促
進
加
算
を
見
直
し
た
も
の
で
あ
る
。

担
い
手
以
外
の
生
産
者
に
米
価
下
落
影
響
を
緩
和
す
る
対
策
を

お
こ
な
う
稲
作
構
造
改
革
交
付
金
（
二
九
〇
億
円
）
は
、
特
別
会

計
か
ら
手
当
て
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
こ
れ
ま
で
の
稲
作
所
得
基
盤

強
化
対
策
を
見
直
し
て
、
ひ
き
つ
ぐ
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の

生
産
者
拠
出
方
式
を
廃
止
し
、
面
積
に
よ
る
定
額
払
い
と
し
て
、

価
格
変
動
方
式
で
な
く
固
定
方
式
を
基
本
に
し
た
支
払
い
に
な

る
。
稲
作
構
造
改
革
促
進
交
付
金
の
面
積
定
額
払
い
単
価
は
、
国

の
算
定
単
価
が
一
〇
ａ
あ
た
り
四
〇
〇
〇
円
で
あ
り
、
担
い
手
へ

の
集
積
に
取
り
組
む
場
合
は
一
〇
ａ
あ
た
り
三
〇
〇
〇
円
（
国
の

算
定
単
価
）
が
加
算
さ
れ
る
二
階
建
て
の
仕
組
み
で
あ
る
。
品
目

横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
の
補
て
ん
水
準
（
減
収
の
九
割
分
）
を
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超
え
な
い
よ
う
に
し
て
、
担
い
手
の
育
成
・
増
加
の
見
通
し
な
ど

を
ふ
ま
え
て
、
交
付
面
積
を
漸
減
さ
せ
る
と
し
て
い
る
。

水
田
農
業
に
お
け
る
稲
ホ
ー
ル
ク
ロ
ッ
プ
サ
イ
レ
ー
ジ
や
肉
用

牛
放
牧
な
ど
飼
料
作
物
の
生
産
を
振
興
す
る
た
め
の
耕
畜
連
携
水

田
活
用
対
策
は
〇
七
年
度
五
四
億
円
（
前
年
度
六
二
億
円
）
を
手

当
て
し
て
い
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
米
生
産
調
整
を
推
進
す
る
た
め
の
産
地
づ
く

り
交
付
金
は
当
面
の
三
年
間
、
減
額
さ
れ
な
が
ら
も
維
持
さ
れ
、

そ
の
特
別
加
算
は
増
額
さ
れ
た
。「
担
い
手
」
以
外
に
対
す
る
米
価

下
落
対
策
も
、
こ
れ
ま
で
の
稲
作
所
得
基
盤
強
化
対
策
と
は
か
た

ち
を
変
え
て
、
稲
作
構
造
改
革
交
付
金
と
い
う
名
前
で
、
固
定
額

方
式
の
面
積
定
額
払
い
が
〈
一
〇
ａ
あ
た
り
四
〇
〇
〇
円
プ
ラ
ス

加
算
三
〇
〇
〇
円
〉
と
い
う
二
階
建
て
で
措
置
さ
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
。

水
田
農
業
の
米
、
麦
、
大
豆
作
を
対
象
と
し
て
「
担
い
手
」
だ

け
に
限
定
し
た
新
た
な
経
営
安
定
対
策
の
実
効
性
は
、
一
定
規
模

以
上
の
認
定
農
業
者
と
一
定
要
件
を
満
た
す
集
落
営
農
組
織
と
い

う「
担
い
手
」の
育
成
・
確
立
の
進
み
ぐ
あ
い
に
か
か
っ
て
い
る
。

他
方
で
、
産
地
づ
く
り
交
付
金
と
「
非
・
担
い
手
」
に
対
す
る
米

価
下
落
対
策
と
い
う
政
策
的
枠
組
み
が
当
面
三
年
間
は
維
持
さ
れ

た
こ
と
に
よ
っ
て
、
米
生
産
調
整
の
実
効
性
が
当
面
は
一
定
程

度
、
担
保
さ
れ
た
と
言
え
る
の
で
あ
ろ
う
。

だ
が
、
生
産
調
整
に
協
力
し
て
い
な
い
米
の
出
回
り
量
は
年
間

七
〇
万
〜
八
〇
万
ト
ン
に
定
着
し
て
き
て
お
り
、
米
需
給
が
緩
和

す
る
な
か
で
産
地
間
の
米
販
売
競
争
が
激
し
く
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
毎
年
約
七
七
万
玄
米
ト
ン
に
の
ぼ
る
ミ
ニ
マ
ム
・
ア
ク
セ
ス

米
輸
入
は
、
そ
の
在
庫
量
を
増
や
し
、
財
政
負
担
を
重
く
し
て
き

て
い
る
。
そ
の
結
果
、
米
価
は
ひ
き
つ
づ
き
低
下
傾
向
に
あ
る
。

価
格
、
し
た
が
っ
て
収
入
（
所
得
）
の
底
支
え
機
能
を
欠
い
て
い

る
品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
は
、
米
生
産
調
整
の
実
効
性
の

確
保
と
表
裏
の
関
係
に
あ
る
が
、
問
題
を
潜
在
さ
せ
て
い
る
こ
と

に
違
い
な
い
。

③
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策

地
域
農
業
資
源
等
の
保
全
対
策
で
あ
る
農
地
・
水
・
環
境
保
全

向
上
対
策
は
、
地
域
共
同
活
動
支
援
交
付
金
が
二
五
六
億
円
、
減

農
薬
減
化
学
肥
料
な
ど
の
先
進
的
営
農
活
動
支
援
交
付
金
が
三
〇

億
円
、
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
活
動
支
援
交
付
金
が
一
七
億

円
、
総
額
三
〇
三
億
円
の
予
算
が
手
当
て
さ
れ
た
（
表
２
）。

農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
は
、
品
目
横
断
的
な
経
営
安

定
対
策
と「
車
の
両
輪
」に
な
る
政
策
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
の
対
象
と
な
る
「
担
い
手
」
の
認

定
農
業
者
は
、
面
積
要
件
が
都
府
県
で
は
原
則
四
ｈ
ａ
以
上
で
あ

る
。
都
府
県
の
経
営
規
模
四
ｈ
ａ
以
上
農
家
の
経
営
耕
地
面
積
シ

ェ
ア
は
、
販
売
農
家
の
経
営
耕
地
面
積
総
計
に
対
し
て
わ
ず
か
二

二
・
七
％
で
し
か
な
い
。
三
ｈ
ａ
以
上
農
家
の
経
営
耕
地
面
積
シ
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ェ
ア
で
も
、
三
割
程
度
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
農
道
・
水
路
な
ど
の

地
域
農
業
資
源
の
保
全
・
管
理
を
集
落
が
農
家
ぐ
る
み
で
果
た
し

て
き
た
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
上
層
規
模
の
個
別
農
業
経
営
も
集
落

の
協
力
な
し
に
は
成
り
た
っ
て
い
か
な
い
。
そ
こ
で
、「
担
い
手
」

の
育
成
・
確
保
対
策
と
あ
わ
せ
て
、
農
村
地
域
政
策
と
し
て
の
農

業
資
源
等
保
全
向
上
対
策
に
よ
っ
て
、
農
業
者
に
加
え
て
地
域
住

民
、
さ
ら
に
都
市
住
民
も
参
加
す
る
地
域
共
同
活
動
を
組
織
し

て
、
こ
の
地
域
活
動
組
織
を
支
援
す
る
こ
と（
交
付
金
交
付
）で
、

こ
れ
ま
で
集
落
・
地
域
が
に
な
っ
て
き
た
地
域
農
業
資
源
等
の
保

全
・
管
理
機
能
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
は
、
①
地
域
共
同
活
動
支

援
、
②
先
進
的
営
農
活
動
支
援
の
二
階
建
て
で
あ
る
。
①
は
、
農

地
・
農
道
・
水
路
な
ど
農
業
資
源
を
保
全
す
る
地
域
ぐ
る
み
の
共

同
活
動
を
お
こ
な
う
地
域
活
動
組
織
に
対
し
て
、
共
同
活
動
支
援

交
付
金
を
支
払
う
。
②
は
、
①
の
共
同
活
動
を
お
こ
な
っ
て
い
る

地
域
内
で
、
化
学
肥
料
や
化
学
合
成
農
薬
の
五
割
以
上
削
減
な
ど

環
境
負
荷
を
低
減
す
る
営
農
活
動
を
相
当
程
度
の
ま
と
ま
り
を
も

っ
て
お
こ
な
っ
て
い
る
エ
コ
フ
ァ
ー
マ
ー
に
対
し
て
、
営
農
活
動

支
援
交
付
金
を
支
払
う
。

農
水
省
は
、
①
の
地
域
共
同
活
動
を
五
年
間
で
全
国
展
開
す
る

と
し
て
、
二
〇
一
一
年
度
に
は
農
振
農
用
地
区
域
の
お
お
む
ね
半

分
で
実
施
す
る
と
の
政
策
目
標
を
か
か
げ
て
い
る
。

地
域
共
同
活
動
支
援
交
付
金
の
単
価
、
先
進
的
営
農
活
動
支
援

交
付
金
の
単
価
は
、
表
４
に
示
し
た
と
お
り
で
あ
る
。

農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
を
推
進
す
る
う
え
で
の
問
題

は
、
共
同
活
動
支
援
交
付
金
も
営
農
活
動
支
援
交
付
金
も
国
費
の

助
成
額
に
相
当
す
る
お
な
じ
程
度
の
額
を
都
道
府
県
・
市
町
村
が

負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
で
あ
っ
た
。

そ
こ
で
、
都
道
府
県
・
市
町
村
の
財
政
負
担
を
軽
減
す
る
た
め

の
地
方
財
政
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
共
同
活
動
支

援
交
付
金
の
総
額
二
五
六
億
円
と
営
農
活
動
支
援
交
付
金
の
総
額

三
〇
億
円
と
の
合
計
額
二
八
六
億
円
と
お
な
じ
額
を
都
道
府
県
・

市
町
村
が
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
二
分
の
一
の
額
一
四

三
億
円
分
は
都
道
府
県
、
市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
に
対
し
て
普
通
交
付

金
で
措
置
さ
れ
る
。
一
四
三
億
円
は
都
道
府
県
、
市
町
村
が
七
一

・
五
億
円
ず
つ
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
都
道
府
県
に
対
し
て

は
そ
の
五
割
分
、
市
町
村
に
対
し
て
は
そ
の
七
割
分
を
特
別
交
付

金
で
措
置
す
る
こ
と
に
し
て
、
都
道
府
県
・
市
町
村
の
財
政
負
担

を
軽
減
す
る
こ
と
に
な
る
。

④
食
管
特
会
と
基
盤
強
化
特
会
の
統
合

〇
七
年
度
国
の
予
算
で
は
、「
歳
出
改
革
」
の
一
環
と
し
て
特
別

会
計
の
改
革
―
特
別
会
計
の
統
廃
合
な
ど
―
が
お
こ
な
わ
れ
る
。

農
水
省
の
関
連
で
は
、
品
目
横
断
的
な
経
営
安
定
対
策
が
実
施

さ
れ
、
こ
れ
に
あ
わ
せ
て
新
た
な
担
い
手
対
策
が
実
施
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
食
糧
管
理
特
別
会
計
（
食
管
特
会
）
と
農
業
経
営
基
盤
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強
化
措
置
特
別
会
計
（
基
盤
強
化
特
会
）
と
を
統
合
し
て
「
食
料

安
定
供
給
特
別
会
計
」
と
し
て
い
く
。「
食
料
安
定
供
給
特
別
会

計
」
の
な
か
に
、
こ
れ
ま
で
の
基
盤
強
化
特
会
に
相
当
す
る
農
業

経
営
基
盤
強
化
勘
定
を
設
け
、
経
営
安
定
対
策
の
交
付
金
を
出
し

入
れ
す
る
農
業
経
営
安
定
勘
定
を
設
け
て
、
こ
れ
ま
で
の
食
管
特

会
の
管
理
勘
定
は
、
米
管
理
勘
定
、
麦
管
理
勘
定
、
業
務
勘
定
、

調
整
勘
定
に
整
理
さ
れ
る
（
表
５
）。

食
管
特
会
は
、
特
異
な
構
造
を
も
っ
て
い
た
。
国
内
麦
の
売
買

・
管
理
に
よ
っ
て
生
じ
る
損
失
分
（
国
内
麦
管
理
勘
定
の
赤
字
）

を
、
外
国
産
麦
の
輸
入
・
売
却
に
よ
っ
て
生
じ
る
利
益
（
輸
入
食

糧
管
理
勘
定
の
黒
字
）
で
埋
め
る
と
い
う
内
外
麦
コ
ス
ト
プ
ー
ル

方
式
に
よ
っ
て
内
外
麦
の
管
理
収
支
を
バ
ラ
ン
ス
さ
せ
、
国
内
米

の
売
買
・
管
理
に
よ
っ
て
生
じ
る
損
失
分
（
国
内
米
管
理
勘
定
の

大
幅
な
赤
字
）
が
食
管
特
会
全
体
の
損
失
額
と
ほ
ぼ
イ
コ
ー
ル
に

な
る
。
こ
の
国
内
米
管
理
勘
定
の
赤
字
相
当
分
を
、
一
般
会
計
か

ら
調
整
勘
定
に
繰
り
入
れ
て
、
食
管
特
会
全
体
の
赤
字
を
埋
め
る

と
い
う
構
造
、
つ
ま
り
米
問
題
が
イ
コ
ー
ル
食
管
財
政
問
題
と
な

る
構
造
で
あ
っ
た
。

食
糧
法
（
一
九
九
五
年
施
行
）
の
も
と
で
、
と
く
に
九
八
年
度

か
ら
は
新
設
さ
れ
た
稲
作
経
営
安
定
対
策
経
費
、
ま
た
米
生
産
調

整
経
費
の
相
当
部
分
が
食
管
特
会
か
ら
支
出
さ
れ
、
食
管
特
会
内

の
米
政
策
関
係
経
費
は
二
〇
〇
二
年
度
（
補
正
後
予
算
）
二
三
四

二
億
円
と
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
額
の
七
九
％
分
に
ま
で
ふ
く

資料：農林水産省資料により作成。
注１）共同活動支援交付金と営農活動支援交付金の「合計」は、都道府県・市町村が国費助成と同額

の負担をした場合の合計額。

表４ 国の農地・水・環境保全向上対策の助成単価
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図1　食管特会主要３勘定の推移（１９８８－２００４年度） 
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国内麦管理勘定 

輸入食糧のうち外米 

輸入食糧のうち外麦 

輸入食糧管理勘定 

単位：億円

億円

表５ 食糧管理特別会計と経営基盤強化特別会計の統合

資料：農林水産省「平成１９年度農林水産予算の概要」、同「農林水産省年報」平成１６年度版。
注１）２００６年度は、食料管理特別会計予算の歳入予定額３２，７９４億円、歳出予定額３２，７９４億円、

農業経営基盤強化措置特別会計の歳入予定額５０５億円、歳出予定額３９７億円。
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れ
あ
が
っ
た
。
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
は
、
新
設
さ
れ
た
麦
作
経
営

安
定
対
策
経
費
も
食
管
特
会
か
ら
支
出
さ
れ
た
（
〇
二
年
度
補
正

後
で
九
五
五
億
円
）。〇
四
年
度
か
ら
の
米
政
策
改
革
へ
と
突
き
動

か
し
た
大
き
な
要
因
は
、
こ
の
食
管
財
政
問
題
の
深
刻
化
で
あ
っ

た
。
ま
た
、
国
内
麦
管
理
も
民
間
流
通
に
む
け
て
改
革
さ
れ
、
麦

作
経
営
安
定
対
策
経
費
は
〇
四
年
度
か
ら
一
般
会
計
か
ら
支
出
さ

れ
て
い
っ
た
。

輸
入
食
糧
管
理
勘
定
も
、
外
国
産
麦
の
管
理
で
は
利
益
を
あ
げ

て
い
る
が
、
外
国
産
米
（
ミ
ニ
マ
ム
・
ア
ク
セ
ス
米
）
の
管
理
で

は
、
加
工
用
・
援
助
用
へ
の
売
却
損
と
、
〇
六
年
一
〇
月
現
在
で

一
八
九
万
ト
ン
に
ま
で
ふ
く
れ
あ
が
っ
た
在
庫
の
管
理
経
費
が
か

さ
ん
で
い
る
（
図
１
）。た
と
え
ば
〇
四
年
度
は
、
輸
入
食
糧
管
理

勘
定
の
う
ち
、
外
国
産
麦
で
は
七
五
三
億
円
の
利
益
（
黒
字
）
で

あ
る
が
、
外
国
産
米
で
は
三
八
四
億
円
の
損
失（
赤
字
）で
あ
り
、

輸
入
食
糧
管
理
勘
定
の
利
益
額
（
黒
字
）
を
三
六
九
億
円
に
ま
で

縮
め
て
い
る
。

他
方
、
農
地
保
有
合
理
化
事
業
な
ど
が
関
係
す
る
農
業
経
営
基

盤
強
化
措
置
特
別
会
計
は
、
〇
六
年
度
歳
入
予
定
額
五
〇
五
億

円
、
歳
出
予
定
額
三
九
七
億
円
で
あ
る
が
、
〇
六
年
度
に
余
裕
金

二
〇
〇
億
円
を
国
庫
に
返
納
し
た
。

〇
七
年
度
か
ら
食
管
特
会
と
基
盤
強
化
特
会
と
を
「
食
料
安
定

供
給
特
別
会
計
」
に
統
合
し
、
そ
の
な
か
に
新
た
な
「
担
い
手
」

経
営
安
定
対
策
に
対
応
す
る
「
農
業
経
営
安
定
勘
定
」
が
設
け
ら

れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
こ
で
は
、
食
管
特
会
が
も
っ
て
い
た
財
政

問
題
は
見
え
に
く
く
な
る
。
勘
定
ご
と
の
情
報
開
示
が
必
要
で
あ

ろ
う
。

３
、「
攻
め
」
の
農
政
な
ど
農
林
水
産
予
算

〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
の
重
点
項
目
（
表
６
）
は
、
①
農
業

の
競
争
力
強
化
の
た
め
の
新
た
な
挑
戦
（
品
目
横
断
的
な
経
営
安

定
対
策
、
米
政
策
改
革
、
な
ど
）、②
新
た
な
可
能
性
の
追
求
（
東

ア
ジ
ア
食
品
産
業
活
性
化
対
策
、
新
需
要
創
造
対
策
、
輸
出
促
進

対
策
、
な
ど
）、③
「
食
」
や
「
地
域
」
に
根
ざ
し
た
国
民
生
活
の

向
上
、
④
地
域
の
力
を
活
か
し
た
農
山
漁
村
づ
く
り
、
⑤
森
林
・

林
業
再
生
へ
の
新
た
な
挑
戦
、
⑥
水
産
業
構
造
改
革
に
向
け
た
挑

戦

の
六
本
柱
で
あ
る
。

こ
こ
で
は
、
主
要
な
新
規
事
業
を
中
心
に
、「
農
政
改
革
」
予
算

以
外
の
重
点
項
目
に
つ
い
て
、
概
略
を
み
て
お
こ
う
。

①
企
業
参
入
支
援
総
合
対
策

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
の
二
〇
〇
五
年
改
定
に
よ
っ
て
、

遊
休
農
地
が
多
い
地
域
に
お
い
て
は
、
一
般
企
業
な
ど
農
業
生
産

法
人
以
外
の
法
人
（
特
定
法
人
）
も
、
農
地
リ
ー
ス
方
式
で
農
地

を
借
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

農
水
省
は
、
こ
う
し
た
一
般
企
業
な
ど
の
農
業
参
入
法
人
（
特

定
法
人
）
を
〇
五
年
度
末
の
一
五
六
法
人
か
ら
二
〇
一
〇
年
度
に
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は
三
倍
増
の
五
〇
〇
法
人
と
す
る
政
策

目
標
を
か
か
げ
た
。
企
業
参
入
支
援
総

合
対
策
（
一
七
・
三
億
円
）
は
、
一
般

企
業
な
ど
の
農
業
参
入
を
促
進
し
よ
う

と
す
る
対
策
で
あ
り
、
広
報
・
相
談
活

動
、
農
地
利
用
の
調
整
、
農
地
リ
ー
ス

や
機
械
・
施
設
リ
ー
ス
の
支
援
な
ど
を

お
こ
な
う
。

農
水
省
は
、
こ
の
特
定
法
人
の
多
く

が
、
農
業
参
入
初
年
度
の
初
期
投
資
な

ど
に
よ
っ
て
赤
字
経
営
に
な
っ
て
い
る

と
の
調
査
結
果
を
も
と
に
、
企
業
参
入

支
援
総
合
対
策
に
乗
り
だ
し
た
。
一
般

の
株
式
会
社
な
ど
の
農
外
企
業
は
資
本

力
・
競
争
力
を
も
っ
て
お
り
、
競
争
を

つ
う
じ
て
農
業
分
野
に
も
効
率
的
な
経

営
が
実
現
す
る
と
い
っ
た
こ
と
が
、
一

般
企
業
な
ど
の
農
業
参
入
を
認
め
て
い

っ
た
理
屈
だ
て
で
あ
っ
た
。
遊
休
農
地

の
利
用
が
初
期
投
資
を
予
想
以
上
に
ふ

く
ら
ま
せ
て
い
る
こ
と
が
赤
字
経
営
の

要
因
と
は
言
う
が
、
当
初
の
理
屈
だ
て

か
ら
す
る
と
�
想
定
外
�
の
対
策
で
は

表６ ２００７年度農林水産予算の重点項目

資料：農林水産省資料「平成１９年度農林水産予算の概要」により作成
注１）[ ]内は、前年度予算額。
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あ
る
。

②
「
攻
め
」
の
農
政
―
輸
出
促
進
対
策
な
ど

「
攻
め
」
の
農
政
の
代
表
格
が
、
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出

促
進
対
策
で
あ
る
。
農
水
省
は
、
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

を
二
〇
一
三
年
度
ま
で
に
一
兆
円
規
模
に
拡
大
す
る
と
の
目
標
を

か
か
げ
て
い
る
。
〇
七
年
度
予
算
で
は
、
農
林
水
産
物
・
食
品
輸

出
促
進
対
策
は
総
額
七
七
億
円
（
前
年
度
一
〇
億
円
）
と
大
幅
な

増
加
で
あ
る
。

ま
た
、
東
ア
ジ
ア
食
品
産
業
活
性
化
対
策（
五
・
五
億
円
）は
、

東
ア
ジ
ア
で
の
日
系
食
品
産
業
現
地
法
人
の
活
動
規
模
を
五
年
後

に
は
三
〜
五
割
上
昇
さ
せ
よ
う
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

新
需
要
創
造
対
策
（
一
〇
億
円
）
は
、
新
食
品
・
新
素
材
の
市

場
規
模
を
現
在
の
二
〇
〇
億
円
か
ら
五
年
後
に
は
七
〇
〇
億
円
に

す
る
と
の
目
標
を
か
か
げ
た
対
策
で
あ
る
。

知
的
財
産
の
創
造
・
保
護
・
活
用
で
は
、
植
物
新
品
種
や
家
畜

遺
伝
資
源
、
先
端
的
な
研
究
開
発
の
成
果
、
産
地
ブ
ラ
ン
ド
な
ど

の
知
的
財
産
を
積
極
的
に
活
用
す
る
体
制
づ
く
り
を
お
こ
な
う
。

③
国
産
バ
イ
オ
燃
料
の
導
入
促
進

農
水
省
は
、
国
産
バ
イ
オ
燃
料
を
五
年
後
に
単
年
度
五
万
キ
ロ

リ
ッ
ト
ル
以
上
導
入
す
る
と
の
政
策
目
標
を
か
か
げ
た
。
こ
の
た

め
、
国
産
バ
イ
オ
燃
料
導
入
促
進
対
策
（
一
〇
九
億
円
）
を
実
施

す
る
。

バ
イ
オ
燃
料
に
は
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
と
バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ

ル
燃
料
と
が
あ
る
。
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
は
、
規
格
外
麦
や
く
ず

米
、
サ
ト
ウ
キ
ビ
糖
蜜
、
て
ん
菜
な
ど
を
原
料
に
し
て
製
造
し
、

ガ
ソ
リ
ン
に
三
％
混
ぜ
て
使
う
（
Ｅ
３
）。バ
イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃

料
（
Ｂ
Ｄ
Ｆ
）
は
、
ナ
タ
ネ
油
・
大
豆
油
の
廃
食
用
油
な
ど
を
原

料
と
す
る
も
の
で
、
軽
油
に
混
ぜ
て
使
う
。

国
産
バ
イ
オ
燃
料
対
策
の
核
に
な
る
バ
イ
オ
燃
料
地
域
利
用
モ

デ
ル
実
証
事
業
（
八
五
億
円
）
は
、
規
格
外
麦
や
く
ず
米
、
サ
ト

ウ
キ
ビ
糖
蜜
、
て
ん
菜
な
ど
を
原
料
に
し
て
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

を
製
造
・
供
給
す
る
施
設
を
整
備
し
（
二
分
の
一
補
助
）、そ
の
技

術
実
証
を
お
こ
な
う
事
業
で
あ
る
。
北
海
道
で
は
規
格
外
小
麦
や

て
ん
菜
、
沖
縄
で
は
サ
ト
ウ
キ
ビ
・
糖
蜜
を
原
料
に
し
た
エ
タ
ノ

ー
ル
製
造
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
く
ず
米
を
原
料
と
す
る
場
合
、

そ
の
年
の
天
候
な
ど
に
よ
っ
て
く
ず
米
の
供
給
量
が
変
動
す
る
た

め
、
ミ
ニ
マ
ム
・
ア
ク
セ
ス
米
の
利
用
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。
国

産
バ
イ
オ
燃
料
対
策
は
、
環
境
問
題
へ
の
対
応
を
ね
ら
い
と
し
て

い
る
が
、
同
時
に
米
麦
・
甘
味
資
源
作
物
な
ど
の
需
給
調
整
も
ね

ら
い
の
ひ
と
つ
と
す
る
対
策
と
言
え
る
。

④
農
山
漁
村
の
活
性
化
対
策

農
村
地
域
政
策
で
は
、
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
を
本

格
的
に
実
施
す
る
の
と
と
も
に
、
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
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ト
支
援
交
付
金
（
三
四
一
億
円
）
が
措
置
さ
れ
る
。

こ
の
交
付
金
は
、
農
山
漁
村
地
域
で
の
定
住
、
二
地
域
居
住
、

都
市
・
農
村
交
流
な
ど
を
つ
う
じ
て
居
住
者
・
滞
在
者
を
増
や

し
、
地
域
の
活
性
化
を
は
か
ろ
う
と
い
う
も
の
。
農
山
漁
村
へ
の

定
住
者
を
二
〇
一
三
年
度
ま
で
に
一
五
〇
万
人
増
、
二
地
域
居
住

者
を
三
〇
〇
万
人
増
と
い
う
政
策
目
標
を
か
か
げ
て
い
る
。
事
業

内
容
は
、
農
林
漁
業
の
生
産
基
盤
の
整
備
や
地
域
産
業
振
興
の
た

め
の
施
設
整
備
な
ど
を
つ
う
じ
た
就
業
機
会
の
拡
大
、
定
住
な
ど

を
促
進
す
る
た
め
の
生
活
環
境
の
整
備
、
都
市
な
ど
と
の
地
域
間

交
流
の
た
め
の
施
設
整
備
、
そ
の
他
地
方
が
提
案
す
る
事
業
で
あ

る
。農

林
漁
業
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援
対
策
は
、総
額
一
一
二
億
円（
前

年
度
七
六
億
円
）
で
あ
る
（
緑
の
雇
用
対
策
な
ど
の
継
続
分
を
除

く
と
四
一
億
円＝

前
年
度
五
・
一
億
円
）。〇
七
年
か
ら
定
年
を
迎

え
る
団
塊
の
世
代
（
六
八
〇
万
人
）
や
フ
リ
ー
タ
ー
（
〇
五
年
度

二
〇
〇
万
人
超
）
な
ど
若
者
世
代
、
女
性
な
ど
の
農
林
漁
業
へ
の

新
規
就
業
を
促
進
し
よ
う
と
い
う
対
策
で
あ
る
。
六
〇
歳
以
上
の

離
職
就
農
者
数
の
五
割
増
（
〇
三
年
度
四
・
二
万
人
か
ら
一
一
年

度
六
万
人
へ
）。三
九
歳
以
下
の
新
規
就
農
者
数
の
毎
年
一
・
二
万

人
確
保
。
新
規
林
業
就
業
者
数
の
毎
年
四
〇
〇
〇
人
確
保
。
新
規

漁
業
就
業
者
数
の
毎
年
一
五
〇
〇
人
確
保
と
い
っ
た
政
策
目
標
を

か
か
げ
て
い
る
。

ま
と
め
に
か
え
て

以
上
の
よ
う
に
、
〇
七
年
度
農
林
水
産
予
算
は
、「
構
造
改
革
」

路
線
を
踏
襲
し
た
歳
出
削
減
の
も
と
で
、「
農
政
改
革
」
三
対
策
の

推
進
を
軸
に
し
て
編
成
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、「
農
政
改
革
」
三

対
策
を
中
心
と
す
る
予
算
は
確
保
さ
れ
た
が
、
他
の
一
般
政
策
の

予
算
は
切
り
こ
ま
れ
て
い
る
。

「
農
政
改
革
」
三
対
策
が
い
く
つ
か
の
問
題
を
か
か
え
て
い
る

こ
と
は
指
摘
し
た
と
お
り
で
あ
る
。
そ
れ
ら
の
問
題
を
内
在
さ
せ

な
が
ら
、「
農
政
改
革
元
年
」
が
ス
タ
ー
ト
す
る
。
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１
、
三
位
一
体
改
革
は
一
段
落
し
た
が

二
〇
〇
〇
年
を
迎
え
る
と
同
時
に
、
農
政
も
地
方
財
政
も
大
き

な
転
換
期
を
迎
え
る
こ
と
と
な
っ
た
。

農
政
で
は
す
で
に
九
〇
年
代
前
半
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
へ
の
移
行
に

前
後
し
て
新
農
政
が
始
ま
り
、
つ
づ
い
て
食
管
か
ら
食
糧
法
へ
の

転
換
と
新
農
業
基
本
法
の
成
立
が
な
さ
れ
て
い
る
。
農
政
の
対
象

を
認
定
農
業
者
・
法
人
に
矮
小
化
し
、
価
格
政
策
に
変
わ
る
直
接

所
得
補
償
政
策
等
の
政
策
を
目
指
し
て
い
る
が
、
短
兵
急
な
価
格

政
策
の
放
棄
と
グ
ロ
ー
バ
リ
ズ
ム
に
あ
わ
せ
た
規
制
緩
和
の
中
で

農
政
の
縮
小
の
み
が
続
い
て
い
る
。
そ
し
て
二
〇
〇
〇
年
に
入
っ

て
よ
り
一
層
こ
の
政
策
が
進
ん
で
き
て
い
る
。

地
方
財
政
で
は
二
〇
〇
〇
年
の
地
方
分
権
一
括
法
の
成
立
後
ま

も
な
く
、
二
〇
〇
一
年
六
月
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
財
政
再
建
に

当
た
り
地
方
交
付
税
の
改
革
と
国
庫
補
助
負
担
金
の
整
理
合
理
化

が
主
唱
さ
れ
た
が
、
税
源
な
き
地
方
分
権
と
の
批
判
が
出
て
税
源

移
譲
を
含
む
三
位
一
体
改
革
が
提
言
さ
れ
た
。
そ
の
後
、「
骨
太
方

針
二
〇
〇
二
」
か
ら
毎
年
閣
議
決
定
さ
れ
、
補
助
金
の
削
減
と
税

源
移
譲
、
地
方
交
付
税
の
削
減
を
同
時
に
図
る
た
め
の
政
府
、
地

方
自
治
体
、
財
界
等
と
の
せ
め
ぎ
あ
い
が
続
い
た
。
し
か
し
、
毎

年
繰
り
出
さ
れ
る
骨
太
方
針
は
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
大
幅
な
削

減
が
前
面
に
出
さ
れ
、
公
共
事
業
と
地
方
交
付
税
へ
の
風
当
た
り

が
強
く
な
る
中
で
、
し
か
も
税
源
移
譲
へ
の
方
向
が
不
透
明
の
ま

ま
で
進
め
ら
れ
た
。
こ
こ
で
地
方
六
団
体
の
ま
と
ま
り
が
実
現

し
、
地
方
六
団
体
と
し
て
の
提
案
が
出
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
ほ

と
ん
ど
進
ま
な
か
っ
た
税
源
移
譲
も
二
〇
〇
五
年
暮
れ
に
至
っ
て

そ
の
方
向
を
見
出
し
、
一
定
の
結
論
を
得
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
結
果
、
二
〇
〇
四
年
度
か
ら
二
〇
〇
六
年
度
の
国
庫
補
助

負
担
金
は
四
兆
六
六
六
一
億
円
が
削
減
さ
れ
、
税
源
移
譲
額
は
三

兆
九
四
億
円
と
な
っ
た
。
一
言
で
い
え
ば
一
兆
六
〇
〇
〇
億
円
の

国
庫
補
助
金
の
切
り
捨
て
で
あ
る
。
国
庫
補
助
負
担
金
の
削
減
の

対
象
は
義
務
教
育
費
、
国
民
健
康
保
険
、
公
立
保
育
所
や
公
共
住

縮
小
さ
れ
る
自
治
体
農
政

立
教
大
学
経
済
学
部
教
授

石
原

健
二

農村と都市をむすぶ２００７．４ �������������������������
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宅
の
家
賃
補
助
な
ど
の
削
減
で
教
育
と
福
祉
関
係
経
費
に
焦
点
が

当
て
ら
れ
、
そ
れ
に
加
え
て
公
共
事
業
と
奨
励
的
補
助
金
の
整
理

合
理
化
が
行
わ
れ
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
当
初
は
公
共
事
業
に
か
か
わ
る
事
業

費
補
正
に
焦
点
が
当
て
ら
れ
、
こ
れ
の
削
減
が
問
題
と
さ
れ
た

が
、
後
に
な
っ
て
地
方
財
政
計
画
制
度
そ
の
も
の
を
見
直
し
、
し

か
も
毎
年
生
じ
て
く
る
財
政
不
足
を
財
源
保
障
措
置
と
見
な
し
、

こ
れ
の
削
減
を
俎
上
に
の
せ
て
い
る
。
結
局
、
地
方
交
付
税
の
見

直
し
は
事
業
費
補
正
と
都
道
府
県
の
留
保
財
源
を
五
％
切
り
下
げ

る
こ
と
に
よ
っ
て
基
準
財
政
需
要
を
減
ら
す
こ
と
と
な
っ
た
が
、

大
幅
な
削
減
が
続
い
て
い
る
。

二
〇
〇
七
年
度
の
国
の
予
算
は
三
位
一
体
改
革
が
一
応
決
着
と

さ
れ
、
景
気
の
回
復
と
と
も
に
地
方
税
の
増
収
を
見
込
ん
だ
上

で
、
国
債
の
発
行
額
を
対
前
年
比
四
兆
円
削
減
し
、
公
債
依
存
度

も
三
〇
・
七
％
と
前
年
三
七
・
六
％
と
比
較
し
大
幅
に
引
き
下

げ
、
こ
の
ま
ま
の
勢
い
で
行
け
ば
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
達

成
が
二
〇
一
一
年
と
定
め
て
い
る
。

し
か
し
増
収
を
見
積
も
っ
て
い
る
税
収
の
内
容
は
企
業
減
税
を

家
計
負
担
に
転
嫁
し
、
そ
の
上
、
引
き
続
き
厚
生
年
金
な
ど
社
会

福
祉
関
係
事
業
で
受
益
者
負
担
を
強
化
す
る
も
の
と
な
っ
て
い

る
。
こ
の
間
、
地
域
間
の
格
差
が
ま
し
、
市
町
村
で
は
夕
張
市
を

は
じ
め
と
し
て
破
綻
が
心
配
さ
れ
る
団
体
が
相
次
い
で
い
る
。
最

近
公
表
さ
れ
た
二
〇
〇
五
年
度
の
都
道
府
県
決
算
報
告
に
よ
る
と

歳
入
規
模
は
二
〇
〇
〇
年
度
の
五
四
兆
四
一
四
九
億
円
か
ら
四
八

兆
六
九
四
五
億
円
と
お
よ
そ
六
兆
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
。
地
方

税
収
が
〇
四
、
〇
五
年
度
と
上
昇
し
て
は
い
る
も
の
の
構
成
比
で

見
る
と
国
庫
支
出
金
は
四
％
ポ
イ
ン
ト
、
地
方
交
付
税
は
三
％
ポ

イ
ン
ト
下
が
っ
て
い
る
。
し
か
も
頼
り
の
地
方
税
も
〇
五
年
度
で

は
東
京
、
大
阪
、
愛
知
等
メ
ガ
ロ
ポ
リ
ス
を
抱
え
る
地
域
の
み
で

上
昇
し
て
お
り
、
財
政
力
指
数
〇
・
四
以
下
の
県
は
逆
に
減
収
と

な
っ
て
い
る
。
格
差
は
拡
大
す
る
傾
向
に
あ
る
〈
表
１
の
（
１
）〉。

三
位
一
体
改
革
は
三
兆
円
の
税
源
移
譲
、
地
方
自
治
体
と
政
府

の
協
議
が
定
着
し
た
こ
と
か
ら
関
係
者
の
評
価
が
高
い
が
実
態
は

ど
う
か
。

２
、
農
業
関
係
と
三
位
一
体
改
革

�

国
庫
補
助
金
の
整
理
合
理
化

〈
表
１
の
（
２
）〉
を
見
て
み
よ
う
。
都
道
府
県
の
歳
出
の
う

ち
農
林
水
産
業
費
の
減
少
が
際
だ
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
で
あ

ろ
う
。
対
前
年
比
六
％
以
上
の
減
少
で
、
わ
ず
か
六
年
間
の
う
ち

で
一
兆
五
〇
〇
〇
億
円
ほ
ど
減
っ
て
い
る
。
都
道
府
県
の
経
費
節

減
の
四
分
の
一
が
こ
こ
か
ら
出
て
い
る
。
そ
こ
で
こ
の
間
の
三
位

一
体
改
革
と
農
業
関
係
費
を
地
方
財
政
計
画
の
中
か
ら
見
て
お
こ

う
。
ま
ず
は
国
庫
補
助
金
の
整
理
合
理
化
で
あ
る
。

農
業
関
係
の
整
理
合
理
化
の
過
程
を
、
ま
ず
二
〇
〇
〇
年
度
以

後
の
新
規
の
事
業
で
見
る
と
、
特
徴
的
な
も
の
は
二
〇
〇
〇
年
度

���������������������������縮小される自治体農政
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〈表１〉最近の都道府県歳入・歳出額と構成
（1）歳入決算 （単位：％）

05040302012000年度
486,945489,955498,110514,642539,625544,149歳入総額（億円）
35.233.331.030.232.332.1地方税
1.80.80.30.20.20.2地方譲与税
1.80.90.70.50.40.5地方特例交付金
18.919.020.021.020.521.7地方交付税
57.754.152.152.053.554.4（一般財源小計）
13.714.615.716.117.717.6国庫支出金
11.714.615.414.612.111.5地方債
17.116.716.817.316.716.5その他

資料）総務省財政調査課資料より

（2）歳出決算構成比と対前年増減比 （単位：％）
05040302012000年度

478,733481,934489,170505,039529,222533,993歳出合計（億円）
9.28.38.18.78.37.7民生費

構
成
比

6.36.97.37.98.18.6農林水産業費
15.015.916.918.118.119.1土木費
23.723.923.823.422.822.6教育費
15.113.813.713.112.311.7公債費
9.91.1△9.3△0.97.64.2民生費

増
減
費

△8.4△7.6△10.3△7.2△6.2△6.4農林水産業費
△6.1△7.8△9.1△4.9△6.2△9.2土木費
△1.5△1.1△1.6△1.8△0.4△0.8教育費
8.7△0.31.21.54.4△10.5公債費

資料）同上

の
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

と
そ
の
推
進
費
の
七
三
〇
億
円
、
そ

れ
に
農
業
生
産
振
興
費
の
う
ち
農
業

生
産
総
合
対
策
事
業
、
畜
産
振
興
総

合
対
策
な
ど
四
二
七
億
円
、
そ
れ
に

農
業
経
営
構
造
対
策
の
七
七
億
円

で
、
と
く
に
中
山
間
地
域
等
直
接
支

払
い
制
度
の
導
入
が
目
立
っ
て
い

る
。
そ
の
ご
〇
一
年
度
で
は
農
村
振

興
総
合
整
備
二
一
八
億
円
、
〇
二
年

度
で
は
農
村
振
興
費
と
し
て
の
地
域

農
業
構
造
対
策
四
五
億
円
に
過
ぎ
な

い
。
骨
太
方
針
が
始
ま
る
〇
三
年
度

か
ら
は
、
一
方
で
農
地
集
積
実
践
事

業
が
始
め
ら
れ
る
が
〇
四
年
度
に
は

牛
肉
等
関
税
財
源
関
連
の
事
業
と
し

て
畜
産
振
興
費
に
六
五
億
円
が
当
て

ら
れ
、
〇
五
年
度
に
も
競
争
力
強
化

対
策
と
し
て
だ
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

て
い
る
。
し
か
し
、
新
規
の
事
業
と

し
て
め
ぼ
し
い
も
の
は
、
農
地
保
有

合
理
化
事
業
関
連
の
担
い
手
育
成
と

総
合
食
糧
対
策
と
し
て
行
わ
れ
る
消

縮小される自治体農政 ���������������������������
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〈表２〉０５年度廃止された主な事業（地方財政計画）
（単位100万円）

（1）普通補助金負担金
計地方負担額国庫補助金項　　　　目
335
3,392
5,281
2,204
2,578
3,376
6,529
2,298

110
1,056
2,154
1,055
1,284
907
1,866
1,149

225
2,336
3,126
1,148
1,293
2,466
4,662
1,149

生産振興費　　　　総合対策推進費
（地方公共団体分）

農業経営対策費　　　推進費
（地方公共団体分）

消費安全対策　　　　（同推進費）
生産振興総合対策
有機性資源活用対策
農地保有合理化事業　農地利用集積
　　　　　　　　　　実践事業

（2）公共事業
1,184
17,336
1,184
522

66,877
5,985
18,867
3,167
21,144
27,442

406
12,148
600
288

27,683
2,985
8,825
1,372
6,075
6,457

778
5,187
584
234

39,194
3,000
10,042
1,795
15,068
20,984

草地畜産基盤整備
中央卸売市場施設整備
地方　　　〃
卸売市場活性化
農村振興対策
草地畜産基盤
新山村振興
中山間地域対策
生産振興総合対策
農業経営対策

資料）地方交付税基準財政需要算定資料より

費
安
全
対
策
五
〇
億
円
、
農
業
食
品

産
業
強
化
対
策
一
〇
〇
億
円
な
ど
、

小
規
模
の
も
の
で
あ
る
。
か
わ
っ

て
、
公
共
事
業
で
農
業
食
品
産
業
強

化
対
策
と
し
て
〇
五
年
度
に
六
四
四

億
円
、
農
村
振
興
対
策
で
バ
イ
オ
マ

ス
利
活
用
を
含
め
九
四
〇
億
円
が
交

付
金
と
し
て
つ
け
ら
れ
て
い
る
。
二

〇
〇
〇
年
度
以
後
の
新
規
事
業
は
中

山
間
等
直
接
支
払
い
と
総
合
食
料
政

策
に
か
か
わ
る
食
品
産
業
の
振
興
、

そ
れ
に
担
い
手
育
成
対
策
程
度
と
い

っ
て
よ
い
。

一
方
、
廃
止
な
い
し
統
合
さ
れ
た

事
業
は
〇
三
年
度
で
は
野
菜
価
格
安

定
対
策
、
農
業
改
良
普
及
事
業
、
担

い
手
緊
急
対
策
な
ど
一
〇
〇
億
円
が

廃
止
さ
れ
、
公
共
事
業
で
は
経
営
体

育
成
基
盤
整
備
事
業
が
整
理
統
合
さ

れ
て
い
る
。
〇
四
年
度
は
米
対
策
の

転
換
に
伴
い
水
田
農
業
経
営
確
立
対

策
推
進
交
付
金
四
九
億
円
、
学
校
給

食
用
炊
飯
設
備
拡
充
お
よ
び
地
域
米

���������������������������縮小される自治体農政
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〈表３〉単位費用算定基礎（都道府県、経常経費）　　 　（単位：１００万円）
0605040302012000年度

2,2352,4442,5912,7852,8602,8463,344農業改良助長

2,0532,1252,1932,1752,3702,3242,929農業振興費

145160409426427453513農作物対策費

1,118974652651724653684園芸食品流通対策費

ーー3536363636食糧管理費

1,1581,2401,2941,3161,2901,2911,504畜産対策費

7,4217,7677,9568,4088,7318,67610,298総額

7,0766,9437,0587,4467,6337,5998,986一般財源（千円）

60,00070,00070,00070,00070,00070,00090,000測定単位（戸）

118,00099,200100,800106,000109,053108,56699,800単位費用

（市町村・経営経費） （単位：１００0円）

30,77731,89528,98031,01231,82532,04035,843農業委員会費

193,405207,040241,092222,355224,303223,246229,806農業費

138,780153,778150,912157,202157,618145,674165,200うち給与費

226,167241,109244,913257,611260,289260,175270,919総額

209,715221,169224,865228,623229,177227,091235,087一般財源

3,0003,5003,5003,5003,5003,5004,000測定単位（戸）

69,90063,20064,20065,30065,50064,90058,800単位費用

資料）前掲資料

消
費
拡
大
対
策
な
ど
わ
ず
か
一
二
億

円
程
度
の
も
の
ま
で
廃
止
さ
れ
た
。

整
理
統
合
は
公
共
事
業
で
牛
肉
関
税

財
源
農
地
整
備
と
畑
地
帯
総
合
農
地

整
備
が
一
緒
に
さ
れ
て
い
る
。
〇
五

年
度
、
三
位
一
体
改
革
の
中
で
、
補

助
金
削
減
に
伴
う
一
般
財
源
化
が
さ

れ
る
こ
と
と
な
り
、
全
般
に
わ
た
る

縮
減
と
な
っ
た
。
消
費
安
全
対
策
、

生
産
振
興
、
有
機
農
業
、
農
地
利
用

集
積
実
践
事
業
も
廃
止
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
公
共
事
業
で
は
農
村
振

興
対
策
、
中
央
・
地
方
卸
売
市
場
施

設
整
備
な
ど
二
五
〇
〇
億
円
に
上

り
、
多
方
面
に
わ
た
る
廃
止
事
業
が

出
て
い
る
〈
表
２
〉。

こ
れ
ら
は
廃
止
と
と
も
に
組
み
換

え
や
一
般
財
源
化
を
伴
い
、
地
方
交

付
税
の
基
準
財
政
需
要
に
組
み
込
ま

れ
た
り
し
た
も
の
の
、
金
額
は
大
幅

に
縮
減
さ
れ
て
い
る
。

�

基
準
財
政
需
要
と
一
般
財
源

化
―
地
方
交
付
税
の
見
直
し

縮小される自治体農政 ���������������������������
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〈表４〉都道府県農業費の基準財政需要額の推移 （単位：100万円）

05040302012000年度

374,562385,282410,863423,734428,476422,594経常・農業行政費

279,565292,556376,100388,969414,812430,941投資・農業行政費

82,88682,85980,10376,96169,21261,279　事業費補正額

42,50943,28641,53029,20833,13026,631うち元利償還分

40,37739,57238,57337,75336,08134,647事業費分
資料）総務省財政調査課資料より

〈表５〉三位一体改革にかかわる影響額（単位費用算定基礎に算入分０６年分）
06年度における影響額国庫補助負担分項目・細節等

346,631

1,165

7,988

105,608

88,923

17,304

7,060

47,291

21,144

10,917

（小計）654,031

④協同農業普及事業交付金

⑤農村振興対策事業推進費補助金
（農村地域工業等導入資金融通促進事業）

⑥消費・安全対策推進交付金

⑦農業・食品産業強化対策推進交付金

⑧農山漁村地域活性化推進交付金

⑨バイオマス利活用推進交付金

⑩埋設農薬適正化事業推進補助金

⑪米需給調整総合対策事業推進費補助金

⑫農村振興対策事業推進費補助金
（活動火山周辺地域防災営農）
⑬成果重視事業総合食料対策事業推進費補助金
（ユビキタス食の安全・安心システム整備事業）

2　農業経営振興費
　（1）指導普及費
2　農業経営振興費
　（2）経営振興費

4　食品安全費
　（3）食品安全費
3　生産流通振興費
　（1）生産流通振興費
2　農業経営振興費
　（2）経営振興費
1　農業振興費
　（3）農村振興費
4　食品安全費
　（3）食品安全費
3　生産流通振興費
　（1）生産流通振興費
2　農業経営振興費
　（2）経営振興費
4　食品安全費
　（3）食品安全費

資料）前掲資料より（単位：1000円）

地
方
交
付
税
の
基
準
財
政
需

要
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
農

業
行
政
費
と
し
て
は
投
資
的
経

費
と
経
常
的
経
費
が
分
か
れ
て

算
定
さ
れ
て
い
る
が
、
事
業
の

縮
小
と
補
助
金
の
整
理
を
反
映

し
て
、
必
要
と
さ
れ
る
一
般
財

源
は
い
ず
れ
も
縮
小
し
て
い

る
。
そ
れ
を
測
定
単
位
で
調
整

し
、
単
位
費
用
を
引
き
上
げ
て

い
る
〈
表
３
〉。で
も
、
単
位
費

用
の
単
価
に
は
ほ
と
ん
ど
変
わ

り
は
出
て
い
な
い
。

地
方
交
付
税
の
見
直
し
の
ね

ら
い
は
投
資
的
経
費
に
か
か
わ

る
事
業
費
補
正
に
あ
り
、
〇
二

年
に
行
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
こ

と
も
あ
っ
て
投
資
的
経
費
の
基

準
財
政
需
要
額
は
、
一
般
財
源

額
が
都
道
府
県
に
つ
い
て
は
九

九
年
度
を
ピ
ー
ク
に
下
が
り
始

め
、
〇
五
年
で
は
過
半
と
な
っ

て
い
る
。
市
町
村
の
投
資
的
経

���������������������������縮小される自治体農政
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費
に
つ
い
て
も
同
様
で
極
端
に
落
ち
て
き
て
い
る
。
し
た
が
っ

て
、
農
業
行
政
費
の
基
準
財
政
需
要
額
は
経
常
的
経
費
の
ほ
う
が

投
資
的
経
費
を
上
回
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
投
資
的
経

費
の
事
業
費
補
正
で
は
元
利
償
還
部
分
に
対
す
る
補
正
が
事
業
費

部
分
を
上
回
っ
て
き
て
い
て
、
地
方
債
の
償
還
費
の
増
嵩
を
示
唆

し
て
お
り
、公
共
事
業
の
抑
制
の
要
因
と
も
な
っ
て
い
る〈
表
４
〉。

ま
た
、
そ
れ
に
加
え
て
税
源
移
譲
に
伴
う
一
般
財
源
化
の
措
置
と

し
て
こ
れ
ら
の
事
業
を
基
準
財
政
需
要
の
単
位
費
用
算
定
の
基
礎

に
組
入
れ
て
き
て
い
る
〈
表
５
〉。し
か
し
、
こ
れ
ら
事
業
が
加
わ

っ
て
も
事
業
自
体
が
整
理
さ
れ
て
い
る
の
で
、
単
位
費
用
は
大
き

く
膨
ら
ん
で
は
い
な
い
。
農
業
行
政
費
は
地
方
交
付
税
の
中
で
も

こ
の
よ
う
に
押
さ
え
ら
れ
て
い
る
。

�

減
り
続
け
る
農
業
関
係
費

三
位
一
体
改
革
で
農
業
関
係
費
は
補
助
金
・
地
方
交
付
税
と
も

大
き
な
影
響
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
。
都
道
府
県
・
市
町
村
の

歳
入
の
削
減
も
歳
出
面
に
大
き
く
反
映
さ
れ
、
農
業
関
係
費
は
都

道
府
県
・
市
町
村
と
も
大
き
く
削
減
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

上
記
〇
五
年
度
の
決
算
報
告
に
よ
れ
ば
都
道
府
県
の
歳
出
額
に
占

め
る
農
林
水
産
業
費
は
九
九
年
の
九
・
〇
％
か
ら
六
・
三
％
に
落

ち
て
い
る
。
市
町
村
に
つ
い
て
は
本
来
、
都
市
と
町
村
と
の
比
較

を
行
う
べ
き
と
こ
ろ
だ
が
、
市
町
村
の
合
併
が
進
み
過
去
の
数
字

が
接
続
で
き
ず
比
較
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
市
町

村
で
見
て
み
る
と
、
こ
こ
で
も
農
林
水
産
業
費
は
二
〇
〇
〇
年
度

の
二
兆
二
二
二
二
億
円
か
ら
〇
五
年
度
に
は
一
兆
四
八
五
一
億
円

と
歳
出
額
の
三
％
に
落
ち
込
ん
で
い
る
。
農
業
関
係
費
は
ハ
ー
ド

か
ら
ソ
フ
ト
へ
転
換
し
て
い
る
と
は
い
う
も
の
の
、
都
道
府
県
で

は
未
だ
に
農
地
費
が
〇
四
年
度
の
決
算
で
農
林
水
産
費
の
う
ち
の

六
四
％
を
占
め
、
単
独
事
業
を
含
め
た
地
方
債
の
償
還
に
追
わ
れ

続
け
て
い
る
。
そ
こ
で
次
に
県
と
町
の
実
態
を
見
る
こ
と
に
し
よ

う
。

３
、
際
立
つ
農
業
の
公
共
事
業
の
削
減

�

縮
小
す
る
財
政
規
模
と
公
共
事
業
か
ら
の
脱
皮

東
北
の
中
央
に
位
置
す
る
山
形
県
は
押
し
も
押
さ
れ
も
し
な
い

農
業
県
で
あ
る
。
米
を
は
じ
め
、
果
樹
は
さ
く
ら
ん
ぼ
、
も
も
、

ぶ
ど
う
、
な
し
、
ラ
・
フ
ラ
ン
ス
、
り
ん
ご
な
ど
多
彩
で
畜
産
も

肉
牛
な
ど
が
盛
ん
で
あ
る
。
県
の
財
政
規
模
は
二
〇
〇
〇
年
度
に

七
一
二
一
億
円
で
あ
っ
た
が
、
三
位
一
体
改
革
と
と
も
に
減
り
始

め
二
〇
〇
二
年
度
六
四
三
六
億
円
と
一
〇
％
以
上
の
削
減
と
な

り
、
〇
五
年
度
に
は
六
〇
〇
〇
億
円
を
切
り
〇
六
年
度
は
五
七
八

七
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
わ
ず
か
数
年
で
一

二
〇
〇
億
円
も
の
財
政
規
模
の
縮
小
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
う
ち

地
方
税
収
入
は
二
〇
〇
〇
年
度
一
一
三
五
億
円
、
歳
入
額
の
一
五

・
九
四
％
を
占
め
て
い
た
が
景
気
後
退
の
影
響
も
あ
っ
て
〇
三
年

度
に
は
九
五
六
億
円
に
ま
で
下
が
っ
て
い
る
。
〇
五
年
度
か
ら
は

所
得
譲
与
税
に
よ
る
還
付
や
景
気
回
復
に
よ
っ
て
地
方
税
も
徐
々
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〈表６〉最近の山形県の歳入・歳出の推移
（1）歳入 （単位：100万円、％）

07（当）0605040302012000年度

579,409578,756595,102622,501621,905643,633722,008712,160歳入総額

20.6617.8716.6615.5515.3714.8715.4215.94県税

4.024.023.994.203.873.323.393.47地方消費税清算金

0.644.011.750.960.570.430.370.37地方譲与税

0.150.101.310.540.340.150.130.14地方特例交付金

32.1032.4331.7030.5032.7334.2031.7834.08地方交付税

10.5111.1313.0815.4315.5517.1917.1518.25国庫支出金

12.5212.7713.0316.1217.4315.5917.3412.49県債

（2）歳出
07（当）0605040302012000年度

9.469.148.046.936.826.906.285.86民生費

3.353.373.783.563.683.333.053.00衛生費

5.325.576.737.188.239.349.4210.18農林水産業費

14.6415.3916.2417.4118..4820.1321.7422.74土木費

16.8816.7617.0317.2516.2415.5214.8212.92公債費
資料）山形県資料より作成。07年度は当初予算。

に
上
が
っ
て
き
て
い
て
、
〇
六
年
度
で
は
税
収
が
歳
入
の
二
五
％

に
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
財
政
力
指
数
は
〇
・
三
％
以
下
で
あ
る

〈
表
６
〉。

財
政
規
模
縮
減
の
一
番
の
要
因
は
国
庫
支
出
金
と
地
方
交
付
税

の
減
少
に
あ
り
、
と
く
に
国
庫
支
出
金
が
二
〇
〇
〇
年
度
は
一
三

〇
〇
億
円
、
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
一
八
・
二
五
％
に
も
な
っ
て

い
た
。
こ
れ
が
〇
三
年
度
九
六
六
億
円
、
〇
六
年
度
六
四
四
億
円

と
半
分
以
下
に
な
っ
て
い
る
。
地
方
交
付
税
も
国
庫
支
出
金
ほ
ど

で
は
な
い
が
減
っ
て
お
り
、
〇
二
年
度
二
二
〇
一
億
円
と
減
っ
た

後
、
〇
四
、
〇
五
年
度
に
一
八
九
〇
億
円
台
と
な
り
、
〇
六
年
度

で
は
一
八
七
六
億
円
と
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
す
る
と
五
五
〇
億
円

の
減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
補
う
た
め
に
地
方
債
が
当
て
ら
れ

て
い
る
が
、
公
共
事
業
を
抑
え
て
い
る
た
め
か
増
え
て
い
な
い
。

財
政
規
模
の
縮
小
と
と
も
に
、
歳
出
も
全
体
と
し
て
削
ら
れ
て

き
て
い
る
。
目
的
別
の
歳
出
で
は
民
生
費
、
衛
生
費
、
公
債
費
の

増
加
が
見
ら
れ
る
。
民
生
費
は
三
位
一
体
改
革
を
見
る
ま
で
も
な

く
自
治
体
の
負
担
が
年
々
増
加
し
て
い
る
も
の
だ
が
、
〇
六
年
度

で
五
二
八
億
円
と
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
一
〇
〇
億
円
増
し
て
い

る
。
し
か
し
、
何
と
い
っ
て
も
地
方
債
の
償
還
費
で
あ
る
公
債
費

の
増
加
が
大
き
い
。
九
〇
年
代
か
ら
国
庫
支
出
金
、
地
方
交
付
税

・
地
方
債
に
依
存
し
て
き
た
結
果
が
こ
こ
に
現
れ
て
お
り
、
〇
五

年
度
の
実
質
公
債
比
率
一
五
・
四
％
、
起
債
制
限
比
率
も
一
二
・

七
％
と
、
と
も
に
高
い
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
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〈表７〉山形県の農業関係費 （単位：100万円、％）

07（当）0605040302012000年度

23,29925,36332,69435,84842,24146,30969,19952,412農業関係費（合計）

37.137.137.136.033.733.321.729.1農業費
構
成
比

5.95.45.25.35.35.328.04.0畜産業費

57.057.557.758.761.061.450.366.9農地費

資料）山形県資料より作成。05年度は補正後。

こ
の
よ
う
な
中
で
農
林

水
産
業
費
は
急
減
し
て
い

る
。
二
〇
〇
〇
年
度
七
二

四
億
円
か
ら
〇
六
年
度
の

三
三
二
億
円
、
〇
七
年
度

は
三
〇
八
億
円
と
な
っ
て

半
分
以
下
と
な
っ
て
い

る
。
立
ち
入
っ
て
農
業

費
、
畜
産
業
、
農
地
費
に

分
け
て
こ
の
動
き
を
見
る

と
、
農
業
費
は
六
六
億
円

の
減
。
そ
れ
に
比
べ
、
農

地
費
は
三
五
一
億
円
か
ら

一
三
二
億
円
と
二
〇
〇
億

円
の
減
と
な
っ
て
い
る

〈
表
７
〉。山
形
県
は
九
〇

年
代
に
他
の
農
業
県
と
同

様
、
農
地
費
で
七
割
を
超

え
て
お
り
公
共
事
業
に
大

き
く
依
存
し
て
き
て
い

る
。
こ
れ
だ
け
削
減
し
て

も
農
地
費
の
農
業
関
係
費

に
占
め
る
割
合
は
五
七
％

に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
山
形
県
の
農
村
農
業
整
備
事
業
に

よ
る
整
備
状
況
は
高
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
水
田
の
整
備
率
は

七
三
％
、
こ
れ
は
平
地
に
お
け
る
基
盤
整
備
事
業
が
ほ
と
ん
ど
終

わ
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
水
田
の
整
備
は
米
の
生
産

調
整
対
策
で
、
毎
年
対
象
水
田
の
二
％
ず
つ
三
〇
年
以
上
行
っ
て

き
て
い
る
の
で
当
然
の
こ
と
な
の
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
こ

れ
に
加
え
、
畑
地
の
農
道
整
備
五
九
％
、
農
業
用
水
整
備
八
〇
％

と
き
わ
め
て
高
く
、
農
村
整
備
事
業
に
か
か
わ
る
農
業
集
落
排
水

事
業
が
七
七
％
と
、
主
要
な
地
域
が
ほ
と
ん
ど
終
わ
っ
て
い
る
整

備
率
と
な
っ
て
い
る
。

〇
七
年
度
の
農
地
費
は
農
業
基
盤
整
備
事
業
に
四
四
億
五
〇
〇

〇
万
円
、
農
村
生
活
環
境
基
盤
整
備
事
業
で
三
一
億
三
〇
〇
〇
万

円
、
農
地
等
維
持
保
全
費
で
一
七
億
円
が
主
要
な
事
業
で
あ
る
。

し
か
し
、
こ
の
農
業
基
盤
整
備
事
業
の
過
半
は
国
直
轄
の
農
業
水

利
事
業
負
担
金
で
あ
り
国
営
事
業
の
県
負
担
分
で
あ
る
。
新
た
な

取
り
組
み
は
水
田
の
畑
地
化
を
行
う
経
営
体
育
成
基
盤
整
備
事
業

で
行
う
の
み
と
な
っ
て
い
る
。
農
村
生
活
環
境
基
盤
整
備
事
業
に

つ
い
て
は
農
村
集
落
排
水
事
業
が
三
分
の
一
を
占
め
て
い
る
。
い

ず
れ
も
農
地
費
関
連
の
事
業
で
、
事
業
の
選
択
に
当
た
っ
て
は
国

の
補
助
と
地
方
交
付
税
が
ら
み
の
措
置
、
そ
れ
に
地
方
債
で
充
当

率
の
高
い
事
業
と
な
っ
て
い
る
。
だ
が
、
早
急
に
こ
の
よ
う
な
公

共
事
業
か
ら
の
脱
皮
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
最
近
の
財

政
事
情
か
ら
か
農
業
農
村
整
備
事
業
に
か
か
わ
る
県
負
担
率
の
見
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直
し
を
行
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
県
営
事
業
で
は
水
利
施
設
等
で

は
国
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
同
様
の
扱
い
と
し
て
い
る
が
、
農
道
整

備
事
業
で
は
一
部
で
県
の
負
担
を
軽
減
し
、
市
町
村
や
地
元
の
負

担
を
引
き
上
げ
て
い
る
。
ま
た
、
同
様
に
団
体
営
事
業
で
は
「
元

気
な
地
域
づ
く
り
交
付
金
」「
む
ら
づ
く
り
交
付
金
」
で
県
の
負
担

を
下
げ
、
市
町
村
・
地
元
の
負
担
を
上
げ
て
い
る
。
そ
し
て
目
玉

の
事
業
と
し
て
い
る
水
田
畑
地
化
事
業
に
つ
い
て
は
、
県
の
負
担

を
上
げ
地
元
の
負
担
を
な
く
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
措
置
が
必

要
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
三
位
一
体
改
革
に
か
か
わ
る
一
般
財
源
化
対
象
の

事
業
に
つ
い
て
は
〇
五
年
度
か
ら
三
カ
年
計
画
で
行
い
初
年
度
三

九
億
四
〇
〇
〇
万
円
、
次
年
度
三
七
億
五
五
〇
〇
万
円
、
最
終
年

度
三
四
億
円
の
範
囲
で
、
縮
小
と
廃
止
を
行
っ
て
い
る
。
た
だ
、

〇
八
年
度
以
後
は
か
な
り
の
縮
小
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。

〇
七
年
度
の
農
林
水
産
業
予
算
は
前
年
度
対
比
一
〇
％
減
の
三

一
六
億
円
だ
が
、
そ
の
う
ち
の
一
般
財
源
は
一
四
三
億
円
に
過
ぎ

な
い
。
県
単
独
事
業
に
当
て
ら
れ
る
開
発
指
定
事
業
は
事
業
費
で

七
〇
億
円
、
こ
れ
へ
の
一
般
財
源
は
五
億
六
〇
〇
〇
万
円
ほ
ど
で

し
か
な
い
。
し
た
が
っ
て
新
規
事
業
は
国
の
「
農
地
・
水
・
環
境

保
全
事
業
」
が
中
心
で
、
水
田
の
整
備
済
地
に
畑
地
化
対
策
と
特

産
物
の
振
興
を
行
い
、
農
家
へ
の
直
接
支
払
い
を
受
け
ら
れ
る
事

業
と
し
て
進
め
て
い
る
。
そ
の
他
の
新
規
事
業
は
担
い
手
育
成
対

策
と
し
て
農
業
大
学
校
の
拡
充
整
備
、
園
芸
作
物
対
策
と
し
て
は

チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
三
億
三
〇
〇
〇
万
円
、
和
牛
対
策
二
〇
〇
〇

万
円
と
わ
ず
か
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
自
主
財
源
が
少
な
い
た

め
県
独
自
の
事
業
の
展
開
は
き
わ
め
て
難
し
い
状
態
と
な
っ
て
い

る
。そ

れ
に
し
て
も
、
米
中
心
の
農
業
県
で
あ
っ
た
山
形
県
に
お
い

て
、
米
関
連
の
事
業
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
米
関
係
の
事
業
が

国
と
認
定
農
業
者
や
法
人
、
集
落
営
農
に
直
接
か
か
わ
る
よ
う
に

な
っ
て
県
の
役
割
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
ま

た
、
県
と
市
町
村
の
関
係
で
は
、
山
形
で
は
県
が
市
町
村
に
出
向

き
関
係
を
保
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
従
来
の
農
協
な
ど
農
業

団
体
と
の
関
係
は
、
補
助
金
の
シ
ス
テ
ム
が
交
付
金
に
か
わ
る
な

ど
が
あ
っ
て
か
、
大
き
く
変
わ
っ
て
き
て
い
る
。
農
業
の
地
域
対

策
を
ど
の
よ
う
に
図
る
か
こ
れ
か
ら
の
課
題
に
な
っ
て
く
る
と
思

わ
れ
る
。

�

早
め
に
公
共
事
業
か
ら
脱
出
―
川
西
町
の
事
例
か
ら

県
の
事
情
に
加
え
て
町
の
様
子
を
見
て
お
こ
う
。
市
町
村
は
平

成
の
大
合
併
の
結
果
、
名
前
の
分
か
ら
ぬ
市
町
村
が
出
来
た
ば
か

り
で
な
く
、
合
併
前
と
の
比
較
の
出
来
な
い
市
町
村
が
増
え
て
い

る
。
そ
こ
で
未
合
併
の
町
を
見
る
こ
と
と
し
た
。
川
西
町
は
米
沢

市
の
北
、
一
部
山
間
地
を
含
む
米
作
地
帯
に
あ
る
。
六
〇
年
代
か

ら
七
〇
年
代
に
か
け
山
形
県
が
全
国
一
の
反
当
り
収
量
を
誇
っ
て

い
た
こ
ろ
、
そ
の
山
形
の
中
で
最
も
収
量
の
高
か
っ
た
町
で
あ

る
。
篤
農
家
集
団
の
多
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
昔
か
ら
の
水
田
地
帯
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〈表８〉川西町の財政状況
（1）歳入 （単位：100万円）

05040302012000年度
8,3558,4689,2669,8248,85910,184歳入総額
1,2191,2231,2211,3501,3131,341町税
217184143155153165地方譲与税
6910145148利子割交付金
21配当割交付金

160176160141163167地方消費税交付金
333335363940地方特例交付金

4,7044,7224,9995,2924,7184,844地方交付税
207247268326324519国庫支出金
232324374477393426県支出金
6545898231,0717121,305地方債

（2）歳出
05040302012000年度
1,2351,2471,2161,1991,0591,002民生費
1,8131,7951,8041,7829671,572衛生費
609505559666693717農林水産業費
7797406899448071,038土木費
8198341,1311,5391,2761,697教育費
1,2241,4791,7271,8181,7861,820公債費

資料）川西町政策総合課資料より作成。

で
イ
ザ
ベ
ラ
バ
ー
ド
が
「
日
本
奥
地
紀
行
」
で

会
津
の
山
地
を
抜
け
た
す
ば
ら
し
い
水
田
地
帯

と
し
て
紹
介
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
恵
ま

れ
た
環
境
の
下
で
平
地
の
水
田
は
完
全
に
基
盤

整
備
を
終
え
て
い
る
。
農
地
面
積
は
水
田
四
三

二
五
�
、
畑
一
八
三
�
、
樹
園
地
二
四
�
、
人

口
二
万
人
ほ
ど
で
農
家
戸
数
は
一
四
七
七
戸

（
う
ち
専
業
農
家
一
四
四
戸
）
で
あ
る
。
〇
五

年
度
の
決
算
報
告
に
よ
れ
ば
歳
入
は
八
三
億

円
。
二
〇
〇
〇
年
度
は
一
〇
〇
億
円
だ
っ
た
の

で
一
七
億
円
ほ
ど
減
っ
て
い
る
。
町
の
税
収
は

ほ
ぼ
、
一
二
億
円
程
度
。
そ
の
代
わ
り
地
方
交

付
税
が
半
分
を
超
す
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
〇

五
年
度
で
も
歳
入
の
五
七
％
に
達
し
て
い
る
。

ま
さ
に
地
方
交
付
税
で
成
り
立
っ
て
い
る
町
で

あ
る
。
国
庫
支
出
金
よ
り
県
支
出
金
が
多
い

が
、
こ
れ
は
三
〇
％
ほ
ど
の
減
と
な
っ
て
い

る
。
地
方
債
へ
の
依
存
は
最
近
す
く
な
く
五
億

円
程
度
で
あ
る
。
町
の
財
政
事
情
は
地
方
交
付

税
に
あ
り
、
〇
四
年
度
の
三
位
一
体
改
革
に
よ

る
五
億
円
を
上
回
る
削
減
は
町
の
財
政
を
大
い

に
寒
か
ら
し
め
た
。
歳
出
を
見
る
と
高
齢
者
が

多
い
こ
と
も
あ
っ
て
民
生
費
、
衛
生
費
が
確
実
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に
増
え
、
〇
五
年
度
で
は
両
方
で
歳
出
の
三
七
％
に
達
し
て
い

る
。
し
か
し
多
い
の
は
公
債
費
で
一
二
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
二

〇
〇
〇
年
度
は
一
八
億
円
、
一
八
％
を
占
め
て
い
た
。
〇
二
年
度

に
は
山
を
越
し
て
い
る
〈
表
８
〉。川
西
町
は
九
〇
年
代
半
ば
ま
で

公
共
事
業
に
つ
ぎ
込
ん
で
い
た
が
、
起
債
制
限
比
率
が
二
四
％
を

超
え
た
と
こ
ろ
で
、
公
債
費
適
正
化
計
画
を
作
成
し
い
ち
早
く
危

機
を
脱
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
で
農
業
関
係
費
を
見
る
と
、
ピ
ー
ク
時
八
％
あ
っ

た
も
の
が
現
在
は
六
％
台
、
〇
六
年
度
は
国
営
の
ダ
ム
整
備
事
業

で
七
、
四
％
と
な
っ
て
い
る
が
徐
々
に
位
置
づ
け
は
低
く
な
っ
て

い
る
。
し
か
し
そ
れ
で
も
、
農
地
費
は
国
営
事
業
を
含
め
恒
常
的

な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
中
心
は
国
営
の
ダ
ム
整
備
で
あ

り
、
こ
の
ほ
か
中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業
を
行
っ
て
い
る
。
町

の
単
独
事
業
と
し
て
は
、
以
前
か
ら
米
沢
牛
の
生
産
基
地
と
し
て

町
と
農
協
に
よ
る
公
営
の
育
成
セ
ン
タ
ー
を
持
ち
、
預
託
制
度
で

町
が
農
家
に
牛
を
貸
し
出
し
て
い
る
。
町
有
牛
貸
付
管
理
事
業
、

肥
育
牛
導
入
資
金
貸
付
事
業
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。
農
村
生
活
整

備
に
関
係
す
る
公
共
事
業
で
は
町
営
農
道
、
団
体
営
農
道
整
備
事

業
が
あ
り
、
ソ
フ
ト
事
業
と
の
関
係
で
は
「
農
地
・
水
・
環
境
保

全
事
業
」
を
基
盤
整
備
済
地
で
行
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
町
独
自

の
自
主
財
源
に
よ
る
事
業
は
乏
し
く
、
観
光
を
か
ね
た
特
産
の
ダ

リ
ヤ
流
通
拡
大
支
援
事
業
一
四
〇
万
円
が
一
番
の
事
業
で
あ
る
。

川
西
町
は
早
め
の
公
共
事
業
か
ら
の
撤
退
に
よ
っ
て
合
併
を
も

免
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
農
業
関
係
費
に
占
め
る
公
共
事
業
は
相

変
わ
ら
ず
大
き
く
、
補
助
事
業
で
す
ら
町
の
負
担
の
か
か
る
も
の

は
控
え
て
い
る
状
態
で
あ
る
。
主
要
な
米
地
帯
で
あ
り
集
落
営
農

に
た
い
し
て
七
二
〇
万
円
の
事
業
が
組
ま
れ
て
い
る
も
の
の
、
五

〇
集
落
に
上
る
事
業
と
し
て
は
わ
ず
か
な
も
の
で
あ
る
。
補
助
事

業
が
大
き
な
担
い
手
に
厚
く
小
規
模
農
家
切
捨
て
に
動
い
て
い
る

の
で
、
集
落
の
中
に
知
ら
ず
知
ら
ず
の
う
ち
に
溝
が
出
来
て
い
る

の
が
集
落
営
農
で
も
心
配
と
い
う
。
町
の
農
政
も
厳
し
さ
は
ひ
と

し
お
で
あ
る
。
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農
業
政
策
の
転
換
に
対
応
し
て
農
業
財
政
の
内
容
が
変
容
し
つ

つ
あ
る
現
在
、
水
産
財
政
も
そ
の
後
を
追
う
形
で
変
化
し
つ
つ
あ

る
。
こ
の
小
文
で
は
、
水
産
財
政
の
推
移
と
現
状
の
特
徴
を
農
業

財
政
と
の
違
い
に
留
意
し
な
が
ら
簡
潔
に
整
理
し
て
お
き
た
い
。

１
、
水
産
財
政
の
特
徴

農
業
財
政
と
の
相
違
点

水
産
財
政
は
、
同
じ
農
林
水
産
省
の
管
轄
す
る
財
政
と
し
て
、

農
業
財
政
・
林
業
財
政
と
類
似
し
て
い
る
。
多
数
の
家
族
経
営
体

を
政
策
対
象
と
し
て
お
り
産
業
政
策
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
政
策

・
社
会
政
策
の
た
め
の
手
立
て
で
も
あ
る
こ
と
、
商
工
業
等
と
は

異
な
り
産
出
額
に
比
較
し
て
財
政
規
模
が
著
し
く
大
き
い
こ
と
、

財
政
支
出
に
占
め
る
公
共
事
業
費
の
比
重
が
高
く
農
漁
村
地
域
に

お
け
る
生
活
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
役
割
も
担
っ
て
い
る
こ
と
等
、
い

く
つ
も
の
共
通
点
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
国
際
競

争
力
の
あ
る
経
営
体
の
育
成
と
財
政
の
効
率
化
を
理
由
と
し
て
、

財
政
支
出
の
対
象
を
一
部
の
経
営
体
に
限
る
方
向
が
進
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
も
共
通
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
水
産
財
政
に
は
農
業
財
政
と
相
当
に
異
な
っ
た

部
分
も
あ
り
、
農
業
財
政
の
論
理
を
安
易
に
適
用
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
農
林
水
産
省
予
算
の
編
成
に
お
い
て
同
一
の
理
念
が
適

用
さ
れ
て
し
ま
う
た
め
に
生
じ
る
問
題
点
を
明
確
に
す
る
た
め

に
、
両
者
の
相
違
点
を
確
認
し
て
お
こ
う
。

第
一
は
、
水
産
政
策
に
お
い
て
は
価
格
政
策
が
ほ
と
ん
ど
一
貫

し
て
存
在
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
理
由
は
、
計
画

生
産
が
困
難
で

魚
の
回
遊
が
な
け
れ
ば
漁
獲
は
な
い
―
―
、

か
つ
腐
敗
性
で
あ
る
水
産
物
に
つ
い
て
価
格
政
策
を
仕
組
め
ば
在

庫
の
増
加
と
そ
れ
に
よ
る
品
質
劣
化
が
避
け
ら
れ
な
い
か
ら
で
あ

る
。
戦
時
・
戦
後
の
食
糧
統
制
期
に
お
い
て
も
米
麦
が
厳
格
な
統

制
・
配
給
制
度
の
下
に
お
か
れ
た
の
に
対
し
て
、
水
産
物
は
一
部

の
干
物
類
等
を
除
け
ば
公
定
価
格
・
公
定
流
通
ル
ー
ト
の
規
程
は

机
上
の
制
度
に
と
ど
ま
り
、
実
態
と
し
て
は
市
場
流
通
依
存
的
で

あ
っ
た
。
ま
た
、
農
産
物
が
一
九
二
〇
年
代
以
降
、
関
税
率
を
高

水
産
財
政
の
推
移
と
現
状東

京
大
学
社
会
科
学
研
究
所
教
授

加
瀬

和
俊

農村と都市をむすぶ２００７．４ �������������������������
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め
て
国
内
自
給
方
針
を
明
確
に
し
、
今
日
で
も
関
税
率
が
相
当
に

高
い
の
に
対
し
て
、
水
産
物
は
缶
詰
を
は
じ
め
と
し
て
輸
出
物
資

が
多
か
っ
た
か
ら
、
い
く
つ
か
の
品
目
を
除
け
ば
関
税
率
は
数
％

に
過
ぎ
ず
、
価
格
政
策
を
発
動
す
る
条
件
は
存
在
し
な
か
っ
た
。

漁
業
政
策
に
お
い
て
も
農
業
政
策
に
追
随
し
て
所
得
補
償
政
策
の

方
向
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
が
、
農
業
に
お
い
て
は
「
価
格
政
策

か
ら
所
得
政
策
へ
」
と
い
う
予
算
費
目
の
構
成
変
化
に
よ
っ
て
そ

れ
が
な
さ
れ
つ
つ
あ
る
の
に
対
し
て
、
漁
業
に
お
い
て
は
所
得
政

策
の
財
源
た
る
べ
き
価
格
政
策
が
存
在
し
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
は
水
産
財
政
の
今
日
に
お
け
る
固
有
の
難
点
を
意
味
し

て
い
る
。

第
二
は
、
予
算
の
三
分
の
二
を
占
め
る
公
共
事
業
の
性
格
・
効

果
が
農
業
と
は
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
農
業
に
お

け
る
基
盤
整
備
・
土
地
改
良
は
個
別
経
営
の
圃
場
条
件
を
改
善
し

て
作
業
能
率
向
上
・
コ
ス
ト
低
下
を
も
た
ら
す
の
に
対
し
て
、
漁

業
に
お
け
る
漁
港
投
資
は
―
―
通
常
の
天
候
の
下
で
安
全
に
出
港

・
入
港
が
で
き
る
だ
け
の
一
定
の
基
盤
的
な
水
準
が
整
備
さ
れ
た

後
で
は
―
―
、
個
別
経
営
の
コ
ス
ト
の
引
き
下
げ
に
も
能
率
向
上

・
生
産
量
増
加
に
も
寄
与
す
る
こ
と
が
な
い
。
だ
か
ら
こ
そ
土
地

改
良
事
業
が
農
家
の
自
己
負
担
を
条
件
と
し
て
実
施
さ
れ
る
の
に

対
し
て
、
漁
港
は
「
公
物
」
で
あ
る
と
い
う
理
屈
に
よ
っ
て
漁
業

者
の
負
担
金
な
し
に
実
施
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、

土
地
改
良
事
業
に
あ
っ
て
は
経
済
的
効
果
が
薄
れ
れ
ば
農
家
が
自

己
負
担
を
嫌
っ
て
事
業
に
ブ
レ
ー
キ
が
か
か
る
の
に
対
し
て
、
漁

港
事
業
は
漁
業
者
に
対
す
る
経
済
効
果
が
ゼ
ロ
で
あ
っ
て
も
歯
止

め
が
か
か
る
こ
と
は
な
く
、
漁
船
数
が
顕
著
に
減
少
し
て
い
る
漁

村
で
漁
港
の
肥
大
化
、
機
能
の
高
度
化
が
続
い
て
お
り
、
他
方
ソ

フ
ト
事
業
は
予
算
不
足
で
必
要
な
事
業
を
展
開
で
き
な
い
で
い
る

の
で
あ
る
。

第
三
は
、
農
業
財
政
が
基
本
的
に
は
個
別
経
営
の
経
営
規
模
の

拡
張
を
促
進
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
漁
業
財
政
は
そ

う
し
た
方
向
を
打
ち
出
す
こ
と
が
困
難
で
あ
る
。
無
主
物
た
る
水

産
資
源
を
競
争
的
に
漁
獲
し
、
漁
獲
し
た
後
に
初
め
て
所
有
権
が

発
生
す
る
漁
業
に
お
い
て
は
、
個
別
経
営
・
個
別
漁
業
種
類
の
生

産
力
を
強
化
す
る
こ
と
は
、
漁
業
種
類
間
、
漁
業
地
域
間
の
対
立

関
係
を
深
刻
化
さ
せ
る
。
た
と
え
ば
大
量
に
魚
を
と
る
ま
き
網
漁

業
や
底
引
き
網
漁
業
の
投
資
を
促
進
す
る
よ
う
な
施
策
を
実
施
す

れ
ば
、
周
辺
の
沿
岸
漁
業
者
の
漁
場
に
回
遊
・
定
着
す
る
魚
が
顕

著
に
減
少
し
て
し
ま
う
。
ま
た
、
一
つ
の
漁
協
地
区
で
漁
船
が
増

加
し
た
り
大
型
化
し
た
り
す
れ
ば
、
隣
接
漁
協
地
区
の
生
産
に
は

マ
イ
ナ
ス
に
作
用
す
る
。
あ
る
い
は
、
多
数
の
漁
業
者
が
ア
ワ
ビ

採
取
を
行
え
る
よ
う
に
、
健
康
を
害
す
る
素
潜
り
漁
法
（
海
女
・

海
士
漁
業
）
や
船
上
か
ら
竿
で
漁
獲
す
る
生
産
力
の
低
い
漁
法
を

義
務
つ
け
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
ア
ク
ア
ラ
ン
グ
を
使
っ
て
一
挙

に
生
産
性
を
高
め
る
こ
と
な
ど
は
全
く
許
さ
れ
な
い
。
農
業
に
お

い
て
生
産
性
の
高
い
農
法
を
自
分
の
農
地
で
実
行
す
る
こ
と
は
奨
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励
さ
れ
る
こ
と
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
漁
業
で
は
そ
れ
を
許
せ
ば

産
業
の
秩
序
も
資
源
の
再
生
産
機
構
も
擾
乱
・
破
壊
さ
れ
て
し
ま

う
の
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
水
産
政
策
は
生
産
力
的
に
効
果
の
な

い
施
策
を
選
択
し
て
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。

農
業
に
お
け
る
「
構
造
改
善
」
目
的
の
財
政
支
出
が
上
層
経
営
体

の
生
産
力
を
強
化
す
る
内
容
を
持
っ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
漁
業

に
お
い
て
も
同
じ
政
策
目
的
を
唱
え
な
が
ら
、
減
船
、休
業
補
償
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
型
の
漁
船
・
漁
具
の
奨
励
、漁
船
小
型
化
の
奨
励
な

ど
の
施
策
が
と
ら
れ
、
か
つ
生
産
力
変
動
に
関
わ
ら
な
い
漁
港
事

業
が
最
大
費
目
と
し
て
継
続
実
施
さ
れ
て
い
る
の
は
こ
の
た
め
で

あ
る
。
も
ち
ろ
ん
一
九
五
〇
年
代
、
六
〇
年
代
の
よ
う
に
漁
場
の

外
延
的
な
拡
大
が
可
能
で
あ
っ
た
時
代
に
は
、財
政
支
出
は
生
産

力
拡
張
投
資
の
支
援
に
集
中
し
、機
械
化
・
大
型
化
し
た
漁
船
を
支

え
る
た
め
の
漁
港
投
資
も
大
き
な
生
産
力
効
果
を
発
揮
し
た
の
で

あ
っ
て
、二
〇
〇
カ
イ
リ
体
制
の
成
立（
漁
場
の
縮
小
）が
今
日
の

水
産
財
政
の
特
質
を
も
た
ら
し
た
の
で
あ
る
。

以
上
は
、
水
産
財
政
の
性
格
の
一
端
を
農
業
財
政
と
対
比
し
て

明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
こ
と
は
、
水
産
政
策
・
水

産
財
政
は
水
産
業
の
産
業
的
特
質
に
見
合
っ
た
独
自
の
理
念
・
原

則
を
持
つ
べ
き
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ

が
農
業
政
策
・
農
業
財
政
と
ほ
と
ん
ど
全
く
同
一
の
論
理
に
よ
っ

て
そ
の
姿
を
変
え
つ
つ
あ
る
と
い
う
現
状
は
、
批
判
的
に
検
討
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
、
水
産
予
算
の
推
移

表
１
に
よ
っ
て
最
近
一
〇
余
年
間
の
水
産
庁
予
算
・
決
算
の
大

ま
か
な
推
移
を
確
認
し
て
お
こ
う
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
当
初
予
算

額
は
二
五
〇
〇
億
円
程
度
か
ら
一
八
〇
〇
億
円
前
後
ま
で
継
続
的

に
低
下
し
て
い
る
こ
と
、
移
替
部
分
も
含
め
た
決
算
額
で
は
一
九

九
〇
年
代
後
半
は
四
〇
〇
〇
億
円
前
後
で
推
移
し
て
い
た
の
に
対

し
て
二
〇
〇
〇
年
度
以
降
継
続
的
に
低
下
し
て
三
〇
〇
〇
億
円
を

下
回
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
の
間
の
漁
業
の
産
業
規
模
を

生
産
総
額
で
見
る
と
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
の
二
兆
円
前
後
か
ら

今
日
の
一
・
五
兆
円
程
度
ま
で
漸
減
傾
向
を
続
け
て
い
る
の
で
、

こ
の
一
〇
年
間
に
つ
い
て
は
財
政
規
模
は
産
業
規
模
と
同
程
度
に

縮
小
し
て
き
た
こ
と
に
な
る
。

表
１
に
示
し
た
予
算
費
目
の
大
項
目
（
表
示
し
て
い
な
い
も
の

は
、
水
産
庁
費
、
水
産
大
学
校
費
、
水
産
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー
費

等
が
中
心
で
あ
る
）
の
う
ち
で
は
、
大
半
は
漁
業
経
営
・
生
産
に

は
関
わ
り
の
な
い
公
共
事
業
（
護
岸
、
道
路
、
漁
港
、
水
道
等
）

で
あ
っ
て
、
漁
業
経
営
に
関
係
す
る
項
目
は
「
水
産
業
振
興
費
」

の
み
で
あ
る
。
水
産
業
振
興
費
の
決
算
額
は
二
〇
〇
〇
年
度
ま
で

は
六
〇
〇
億
円
前
後
で
推
移
し
て
き
た
が
、
以
後
減
少
速
度
を
速

め
て
四
〇
〇
億
円
前
後
に
留
ま
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
水
産
予

算
を
論
じ
る
た
め
に
は
金
額
的
に
そ
の
大
半
を
占
め
る
公
共
事
業

に
つ
い
て
論
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
れ
は
実
質
的
に
は
水
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産
業
の
た
め
の
施
策
と
い
う
よ
り
も
広
い
意
味
で
の
漁
村
地
域
の

生
活
イ
ン
フ
ラ
整
備
（
災
害
対
策
を
含
む
）
を
目
的
と
し
た
も
の

と
な
っ
て
い
る
か
ら
、
産
業
と
し
て
の
水
産
業
の
た
め
の
予
算
の

性
格
を
検
討
す
る
た
め
に
は
除
外
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

そ
こ
で
表
２
に
よ
っ
て
水
産
業
振
興
費
の
内
訳
を
見
て
み
よ

う
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
い
く
つ
か
の
特
徴
点
を
知
る
こ
と
が
で
き

る
。
第
一
に
、
一
五
〇
―
一
六
〇
億
円
を
占
め
る
最
大
の
費
目
は

特
別
会
計
へ
の
繰
り
入
れ
で
あ
る
。
漁
船
保
険
・
漁
業
共
済
保
険

の
両
制
度
を
維
持
す
る
た
め
の
支
出
で
あ
る
が
、
水
産
庁
の
限
ら

れ
た
ソ
フ
ト
事
業
の
中
で
こ
の
比
重
が
確
実
に
上
昇
し
、
今
日
で

は
ほ
ぼ
四
割
を
占
め
る
に
至
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
農
林
漁
業
信

用
基
金
出
資
金
も
同
様
の
意
味
で
制
度
維
持
の
た
め
の
静
態
的
・

受
動
的
な
支
出
で
あ
る
と
言
え
る
。

第
二
に
、
個
別
経
営
へ
の
経
営
的
支
援
策
と
し
て
は
「
漁
業
近

代
化
資
金
利
子
補
給
等
補
給
金
」
が
ほ
と
ん
ど
唯
一
の
も
の
で
あ

る
が
、
こ
の
金
額
は
常
に
決
算
額
が
予
算
額
を
大
幅
に
下
回
り
、

か
つ
年
毎
に
決
算
額
が
低
下
を
続
け
て
き
た
の
で
あ
る
。
漁
船
建

造
・
施
設
建
造
の
た
め
の
前
向
き
資
金
た
る
近
代
化
資
金
の
需
要

が
漁
業
経
営
体
の
経
営
悪
化
に
よ
っ
て
減
少
し
て
い
る
こ
と
と
、

行
政
庁
が
融
資
を
認
可
し
た
案
件
に
対
し
て
金
融
機
関
（
主
と
し

て
県
信
漁
連
）
が
独
自
に
返
済
能
力
を
査
定
し
た
上
で
融
資
を
拒

否
し
、
あ
る
い
は
信
用
保
証
機
関
（
県
信
用
基
金
協
会
）
が
信
用

保
証
を
拒
ん
で
い
る
た
め
で
あ
る
。
な
お
こ
の
費
目
は
、
近
代
化

表１ 水産庁予算・決算（主要項目）
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資
金
が
二
〇
〇
五
年
度
か
ら
水
産
庁
管
轄
か
ら
各
県
の
管
轄
へ
と

変
更
さ
れ
た
た
め
に
消
滅
し
て
い
る
。

第
三
に
、
そ
の
他
の
費
目
は
す
べ
て
委
託
費
な
い
し
補
助
金
で

あ
り
、
漁
協
系
統
団
体
、
そ
の
他
の
業
界
団
体
、
地
方
自
治
体
が

実
施
す
る
事
業
に
補
助
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、

漁
協
の
経
営
難
に
よ
る
事
務
・
経
費
負
担
能
力
の
低
下
、
地
方
自

治
体
の
財
政
難
に
よ
る
地
元
負
担
の
支
出
難
に
よ
っ
て
事
業
の
消

化
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
事
情
を
説
明
し
て
い
る
。
同
時
に
、
構

成
員
の
平
等
な
参
画
を
基
本
原
理
と
す
る
漁
協
・
業
界
団
体
が
財

政
支
出
の
消
化＝

運
用
過
程
を
担
当
し
て
い
る
こ
と
は
、「
構
造
改

革
」
の
た
め
に
施
策
の
対
象
を
一
部
の
優
良
経
営
体
に
限
定
す
る

と
い
う
今
後
の
政
策
方
向
が
、
容
易
に
は
実
現
可
能
で
な
い
こ
と

を
示
唆
す
る
も
の
で
あ
る
。

水
産
庁
所
管
財
政
の
以
上
の
よ
う
な
推
移
に
対
応
し
て
都
道
府

県
・
市
町
村
の
水
産
業
費
も
変
動
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。
水

産
庁
の
事
業
用
の
経
費
の
大
半
は
地
方
財
政
の
中
に
入
る
か
ら
地

方
財
政
の
内
訳
を
知
る
こ
と
は
中
央
・
地
方
の
水
産
財
政
の
全
体

を
知
る
た
め
に
必
要
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
二
年
度
前
の

決
算
数
値
し
か
公
表
さ
れ
て
い
な
い
の
で
速
報
性
に
は
欠
け
る

が
、
ひ
と
ま
ず
表
３
に
よ
っ
て
そ
の
「
性
質
別
」
の
内
訳
を
見
る

と
、
以
下
の
諸
点
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
一
に
、
二
〇
〇
〇
年
度
以
降
水
産
業
費
が
急
減
し
て
お
り
、

わ
ず
か
五
年
度
で
三
割
も
削
減
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
第
二

表２ 水産業振興費

注１）決算額が１０億円以上の費目のみを示した
２）予算は「当初予算」である
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に
、
人
件
費
・
物
件
費
・
維
持
補
修
費
等
は
固
定
的
性
格
が
強
い

の
に
対
し
て
、
普
通
建
設
事
業
費
は
三
割
以
上
削
減
さ
れ
て
お

り
、
団
体
等
へ
の
政
策
的
支
援
に
対
応
す
る
補
助
費
・
貸
付
金
の

削
減
度
は
両
者
の
中
間
に
位
置
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
人
件
費
が

八
％
近
く
削
減
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
人
員
削
減
と
給
与
圧
縮
が

激
し
く
進
行
し
た
こ
と
を
示
し
て
お
り
、
公
共
事
業
以
外
の
サ
ー

ビ
ス
行
政
的
部
分
が
圧
縮
さ
れ
た
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
第
三

に
、
支
出
費
目
の
構
成
で
は
普
通
建
設
事
業
費
が
依
然
と
し
て
三

分
の
二
と
予
算
の
中
心
部
分
を
占
め
て
お
り
、
漁
業
経
営
の
振
興

に
関
わ
る
経
費
は
極
め
て
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
明
瞭
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
こ
の
間
に
進
行
し
た
「
三
位
一
体
の
改
革
」
に
よ

っ
て
地
方
に
お
け
る
水
産
業
費
の
内
訳
が
ど
の
よ
う
に
変
化
し
つ

つ
あ
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
数
値
的
に
把
握
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
。
関
係
者
か
ら
の
聞
き
と
り
に
よ
れ
ば
、
地
方
財
政
に
支
出

さ
れ
る
水
産
庁
所
管
支
出
の
う
ち
に
は
各
自
治
体
の
財
政
部
局
に

よ
っ
て
留
め
置
き
、
再
配
分
の
対
象
と
さ
れ
る
部
分
が
存
在
し
、

水
産
業
費
に
確
実
に
使
用
で
き
る
部
分
が
制
限
さ
れ
て
い
る
よ
う

で
あ
る
。
こ
の
実
態
に
つ
い
て
は
統
計
の
公
表
と
と
も
に
、
関
係

者
に
よ
る
具
体
的
な
情
報
の
提
供
が
待
た
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

３
、
新
し
い
財
政
支
出
の
諸
項
目
と
そ
の
論
理

（
１
）
資
料
の
性
格

こ
こ
で
は
直
近
時
点
に
お
け
る
水
産
予
算
の
特
徴
点
を
確
認
す

る
こ
と
に
し
よ
う
。
と
こ
ろ
で
、
日
本
の
予
算
関
係
諸
文
書
は
、

そ
の
情
報
開
示
度
の
狭
さ
、
説
明
の
わ
か
り
に
く
さ
の
点
で
世
界

に
冠
た
る
水
準
に
あ
る
。
財
務
省
お
よ
び
各
省
庁
か
ら
は
大
量
の

予
算
関
連
情
報
が
流
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
が
、
予
算
の
性

格
を
把
握
す
る
た
め
の
基
本
情
報

数
値
的
に
は
、
目
的
別
・

経
費
別
・
性
質
別
・
所
管
部
局
別
等
の
経
年
的
比
較
の
可
能
な
各

一
覧
表
が
最
低
限
必
要
で
あ
る

と
し
て
は
、「
知
る
権
利
」
な

ど
存
在
し
な
か
っ
た
戦
前
期
に
お
け
る
『
帝
国
議
会
予
算
説
明

書
』
よ
り
も
は
る
か
に
情
報
量
が
少
な
い
の
で
あ
る
。

公
表
資
料
の
中
で
は
最
も
詳
細
な
も
の
と
し
て
我
々
が
通
常
依

拠
せ
ざ
る
を
得
な
い
農
水
省
の
説
明
資
料
『
農
林
水
産
予
算
の
概

要
』
を
例
に
と
れ
ば
、
全
体
予
算
の
中
で
従
来
通
り
の
も
の
に
つ

い
て
は
説
明
が
な
く
、
重
要
な
新
規
事
項
、
役
所
側
が
宣
伝
し
た

い
目
玉
的
な
施
策
が
列
挙
さ
れ
る
形
式
で
あ
る
。
こ
の
文
書
が
説

明
し
て
い
る
二
〇
〇
七
年
度
の
水
産
庁
予
算
は
四
項
目
に
留
ま

り
、
そ
の
合
計
額
は
七
四
億
円
で
あ
っ
て
水
産
庁
予
算
全
体
の
四

％
程
度
に
過
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、（
１
）
漁
船
漁
業

構
造
改
革
の
推
進
五
〇
億
円
、（
２
）
漁
業
経
営
安
定
対
策
の
導
入

一
億
弱
円
、（
３
）
水
産
物
流
通
の
構
造
改
革
の
推
進
一
九
億
円
、

（
４
）
海
洋
生
物
資
源
と
環
境
・
生
態
系
保
全
を
軸
と
し
て
漁
港

漁
場
整
備
の
推
進
五
億
円
（
金
額
表
示
の
あ
る
も
の
だ
け
を
足
し

た
額
）
で
、
合
計
七
四
億
円
で
あ
る
。
こ
の
説
明
資
料
だ
け
で
約

二
〇
〇
〇
億
円
の
水
産
庁
予
算
の
性
格
を
吟
味
す
る
こ
と
は
不
可
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能
で
あ
る
。

も
っ
と
も
行
政
の
側
か
ら
言
え
ば
、
人
件
費
・
旅
費
の
説
明
を

し
て
も
意
味
は
な
い
し
、
昨
年
度
ま
で
と
同
様
の
事
業
に
つ
い
て

は
説
明
を
要
し
な
い
は
ず
だ
と
い
う
こ
と
か
も
知
れ
な
い
が
、
関

係
者
が
、
財
政
支
出
に
つ
い
て
の
具
体
的
数
値
な
し
に
施
策
の
あ

り
方
を
論
議
し
て
い
る
現
状
は
、
種
々
の
見
解
・
提
言
が
抽
象
的

に
な
っ
て
理
念
次
元
の
論
争
に
傾
斜
し
て
し
ま
い
や
す
い
と
い
う

意
味
で
大
き
な
損
失
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

（
２
）
重
点
施
策

先
に
ふ
れ
た
農
林
水
産
省
『
農
林
水
産
予
算
の
概
要
』（
二
〇
〇

七
年
一
月
）
に
よ
っ
て
二
〇
〇
七
年
度
の
新
規
予
算
な
い
し
重
点

予
算
を
確
認
し
て
お
こ
う
。

１

漁
船
漁
業
構
造
改
革
総
合
対
策
（
五
〇
億
円
）

収
益
性
の
悪
化
に
よ
っ
て
更
新
投
資
が
で
き
ず
に
漁
船
の
老
朽

化
が
進
み
、
そ
の
結
果
と
し
て
の
廃
業
が
増
え
て
い
る
状
況
に
鑑

み
、
代
船
建
造
を
含
め
て
「
改
革
さ
れ
た
生
産
体
制
へ
転
換
」
さ

せ
、「
厳
し
い
経
営
環
境
で
も
生
き
残
れ
る
国
際
競
争
力
あ
る
経
営

体
の
育
成
」
を
図
る
事
業
が
こ
れ
で
あ
る
。「
漁
船
漁
業
構
造
改

革
」
と
い
う
抽
象
的
な
タ
ー
ム
の
中
身
は
、
漁
協
が
建
造
・
所
有

す
る
漁
船
を
漁
業
経
営
体
に
貸
し
付
け
る
リ
ー
ス
事
業
へ
の
助

成
、「
地
域
・
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
省
エ
ネ
・
省
人
・
省
力
化
、
高

度
な
品
質
管
理
手
法
の
導
入
等
の
取
組
に
よ
り
、
大
幅
な
収
益
性

向
上
が
見
込
ま
れ
る
新
し
い
操
業
体
制
へ
の
転
換
」
を
は
か
る
た

め
の
用
船
料
の
助
成
、
実
証
化
事
業
の
助
成
、
船
団
縮
小
等
で
コ

ス
ト
節
減
を
誘
導
す
る
た
め
の
補
助
等
で
あ
る
。
ま
わ
り
く
ど
い

説
明
で
は
あ
る
が
、
漁
船
を
自
力
で
は
建
造
で
き
な
い
の
で
漁
協

等
が
建
造
・
所
有
し
た
漁
船
を
長
期
的
に
リ
ー
ス
あ
る
い
は
短
期

的
に
チ
ャ
ー
タ
ー
す
る
際
の
経
費
を
助
成
し
た
り
、
操
業
規
模
を

縮
小
し
コ
ス
ト
を
切
り
下
げ
て
収
益
が
向
上
す
る
方
向
に
誘
導
し

た
り
す
る
も
の
で
あ
り
、
助
成
を
通
じ
て
低
コ
ス
ト
の
漁
船
が
普

及
す
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
る
。

２

漁
業
経
営
安
定
対
策
の
導
入

二
〇
〇
七
年
度
の
予
算
額
わ
ず
か
八
〇
〇
〇
万
円
弱
で
、
内
容

的
に
は
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
開
発
の
た
め
の
予
算
で
あ
る
が
、

そ
の
位
置
づ
け
は
二
〇
〇
八
年
度
か
ら
経
営
安
定
対
策
を
導
入
す

る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
開
発
と
さ
れ
て
い
る
。
漁
業
経
営
安
定
対
策

は
漁
獲
共
済
の
機
能
を
拡
充
し
て
一
定
の
基
金
を
作
り
、
水
揚
金

額
が
低
下
し
た
時
に
本
人
に
帰
属
す
る
基
金
部
分
を
取
得
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
結
果
的
に
一
定
金
額
以
上
の
経
営
所
得
を
維
持
さ

せ
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
対
象
は
漁
業
者
全
体
で
は
な
く
、「
将
来

に
わ
た
っ
て
水
産
物
の
安
定
供
給
を
担
う
一
定
の
漁
業
者
」
に
限

定
さ
れ
る
。

３

水
産
物
流
通
の
構
造
改
革

事
業
の
実
態
は
五
億
円
程
度
の
補
助
金
で
産
地
市
場
を
統
合
し

て
大
き
な
市
場
に
し
、「
産
地
と
消
費
地
の
価
格
差
を
一
割
以
上
縮
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減
」
し
よ
う
と
い
う
ア
イ
デ
ア
で
あ
る
。
水
揚
げ
し
て
す
ぐ
取
引

す
る
の
で
は
な
く
、
各
漁
港
か
ら
統
合
市
場
ま
で
搬
入
す
る
よ
う

に
す
る
の
で
、
鮮
度
の
低
下
や
搬
入
コ
ス
ト
の
増
加
が
予
想
さ
れ

る
の
で
、
産
地
価
格
の
上
昇
と
漁
業
所
得
の
増
加
と
い
う
目
標
が

達
成
さ
れ
る
と
は
思
い
に
く
い
が
、
漁
協
も
産
地
市
場
も
大
型
化

す
る
こ
と
が
大
方
針
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
機
械
的
な
適
用
と
い

え
る
。

な
お
第
四
の
重
点
項
目
と
し
て
資
源
保
全
に
資
す
る
漁
港
漁
場

整
備
の
推
進
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
実
質
的
に
は
従
来
通
り
の

漁
港
作
り
と
漁
礁
投
入
の
場
所
を
沖
合
域
に
も
拡
張
し
よ
う
と
す

る
も
の
で
あ
り
、
新
規
項
目
と
は
言
い
が
た
い
。

４
、
水
産
財
政
の
理
念

水
産
財
政
を
規
定
し
て
い
る
水
産
政
策
の
理
念
に
つ
い
て
は
、

最
近
の
水
産
庁
は
明
瞭
に
、
か
つ
頻
繁
に
語
っ
て
い
る
の
で
、
そ

の
特
徴
に
つ
い
て
確
認
し
て
お
き
た
い
。

第
一
は
、
漁
業
経
営
体
全
体
を
対
象
に
す
る
政
策
か
ら
政
策
対

象
を「
意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
」に
限
定
す
る
方
針
で
あ
る
。

こ
の
方
針
は
、
農
業
政
策
に
お
け
る
大
規
模
農
家
へ
の
支
援
策
の

集
中
方
針
と
同
一
で
あ
る
が
、
零
細
漁
家
や
経
営
内
容
の
悪
い
企

業
経
営
を
淘
汰
し
て
も
農
業
の
よ
う
に
残
存
経
営
体
の
規
模
が
増

加
す
る
わ
け
で
も
そ
の
水
揚
高
が
増
え
る
わ
け
で
も
な
い
の
で

（
む
し
ろ
漁
船
数
が
減
少
す
れ
ば
全
体
と
し
て
の
魚
群
探
索
能
力

表３ 地方財政歳出中の水産業費（決算・純計）

出典：地方財務協会「地方財政統計年報」
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が
低
下
し
て
漁
獲
量
は
減
少
す
る
可
能
性
が
高
い
）、「
構
造
改

善
」
を
目
指
し
て
い
る
と
い
う
よ
り
も
、
も
っ
ぱ
ら
財
政
支
出
の

効
率
性
が
重
視
さ
れ
た
結
果
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
。

こ
の
理
念
に
沿
っ
て
、
施
策
の
対
象
を
選
別
し
て
い
る
こ
と
を

示
す
よ
う
に
各
事
業
の
ネ
ー
ミ
ン
グ
と
採
択
要
件
は
工
夫
さ
れ
て

お
り
、た
と
え
ば「
中
核
的
漁
業
者
協
業
体
等
取
組
支
援
事
業
」（
二

〇
〇
一
年
度
か
ら
）
は
、
各
漁
業
基
地
に
お
い
て
「
中
核
的
」
位

置
に
あ
る
経
営
体
が
共
同
し
て
「
協
業
体
」
を
形
成
す
る
こ
と
に

対
し
て
活
動
奨
励
・
施
設
導
入
促
進
の
た
め
の
補
助
金
を
投
入
し

よ
う
と
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

第
二
は
、
所
得
補
償
的
政
策
へ
の
接
近
で
あ
る
。
農
業
に
お
け

る
中
山
間
地
域
直
接
支
払
制
度
（
二
〇
〇
〇
年
度
以
降
）
に
な
ら

っ
て
二
〇
〇
五
年
度
か
ら
開
始
さ
れ
た
離
島
漁
業
再
生
交
付
金
事

業
が
水
産
財
政
に
お
け
る
そ
の
最
初
の
事
例
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

離
島
漁
業
の
果
た
す
多
面
的
機
能
を
重
視
し
て
、
海
浜
集
落
で
行

う
共
同
作
業
や
漁
業
関
連
領
域
で
の
新
規
の
試
み
に
対
し
て
交
付

金
が
出
さ
れ
る
仕
組
み
で
あ
る
。
た
だ
し
農
業
に
比
較
す
る
と
漁

業
で
は
政
策
の
正
当
性
に
つ
い
て
漁
業
者
の
間
で
不
安
が
強
く
、

政
策
の
浸
透
度
に
は
県
行
政
の
姿
勢
が
強
く
反
映
し
て
い
る
と
い

わ
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
漁
村
集
落
で
は
浜
掃
除
を
定
期
的
に

行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
が
多
い
が
、
こ
れ
に
交
付
金
が
支
給
さ
れ
る

こ
と
に
よ
っ
て
混
乱
が
生
じ
か
ね
な
い
面
も
あ
る
よ
う
で
あ
る
。

同
じ
直
接
支
払
い
の
方
式
で
二
〇
〇
八
年
度
か
ら
経
営
安
定
対

策
制
度
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
が
水
産
庁
か
ら
発
表
さ
れ
て
い
る

が
、
こ
の
事
業
は
漁
業
共
済
制
度
を
利
用
し
て
政
府
の
助
成
金
を

加
え
た
フ
ァ
ン
ド
を
作
り
、
水
揚
減
少
時
に
そ
れ
を
引
き
出
す
こ

と
に
よ
っ
て
所
得
の
安
定
を
図
ろ
う
と
い
う
仕
組
み
で
あ
る
。
豊

凶
変
動
と
価
格
変
動
の
大
き
な
自
然
産
業
で
あ
る
水
産
業
に
あ
っ

て
は
、
保
険
原
則
に
縛
ら
れ
た
漁
業
共
済
で
は
所
得
補
償
の
意
味

が
十
分
に
果
た
せ
な
か
っ
た
だ
け
に
、
こ
の
方
向
は
大
い
に
期
待

さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
た
だ
し
、
農
業
に
あ
っ
て
は
価
格
政
策

の
財
源
を
所
得
補
償
に
振
り
向
け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
に
対

し
て
、
漁
業
に
あ
っ
て
は
価
格
政
策
が
存
在
し
な
か
っ
た
の
で
財

源
調
達
に
課
題
が
残
っ
て
お
り
、
漁
港
予
算
が
独
立
王
国
を
維
持

す
る
限
り
、
政
策
対
象
と
な
る
漁
業
者
層
は
相
当
に
絞
り
こ
ま

れ
、
所
得
補
償
額
も
象
徴
的
な
水
準
に
留
ま
り
、
さ
し
当
た
っ
て

は
制
度
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
る
こ
と
で
満
足
す
る
こ
と
に
終
わ
る
可

能
性
が
強
い
。

以
上
の
よ
う
に
水
産
財
政
は
今
日
大
き
な
転
換
点
に
立
っ
て
い

る
。
そ
れ
は
水
産
業
自
体
の
変
化
と
農
業
財
政
の
変
化
と
の
影
響

を
受
け
な
が
ら
、
時
代
の
要
請
に
見
合
っ
た
財
政
の
あ
り
方
を
模

索
し
て
い
る
。
漁
協
系
統
団
体
、
漁
業
者
が
財
政
の
組
み
換
え
要

求
を
含
む
、
漁
業
経
営
に
役
立
つ
水
産
財
政
を
求
め
る
批
判
的
主

張
を
本
格
的
に
展
開
す
る
こ
と
が
時
代
の
要
請
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。
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���������������
は
じ
め
に

水
産
基
本
法
に
も
と
づ
く
水
産
基
本
計
画
の
見
直
し
作
業
の
過

程
で
、
水
産
庁
の
諮
問
機
関
で
あ
る
水
産
政
策
審
議
会
か
ら
二
〇

〇
六
年
七
月
に
「
水
産
基
本
計
画
の
見
直
し
に
関
す
る
中
間
論
点

整
理
」
が
発
表
さ
れ
、
二
〇
〇
七
年
三
月
に
は
新
た
な
「
水
産
基

本
計
画
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
は
経
営
安
定
対
策
等
の

新
し
い
施
策
構
想
を
打
ち
出
し
て
は
い
る
が
、
従
来
の
水
産
政
策

の
延
長
の
域
を
大
き
く
超
え
る
も
の
で
は
な
い
。

こ
の
た
め
漁
業
経
営
の
再
建
を
願
う
人
々
の
間
に
は
苛
立
ち
が

募
っ
て
い
た
と
思
わ
れ
る
が
、
お
そ
ら
く
は
そ
う
し
た
苛
立
ち
を

バ
ネ
と
し
て
、
ド
ラ
ス
チ
ッ
ク
な
政
策
構
想
が
公
表
さ
れ
た
。
二

月
二
日
に
日
本
経
済
調
査
協
議
会
の
高
木
勇
樹
氏
を
委
員
長
と
す

る
委
員
会
が
、
農
業
政
策
提
言
に
次
ぐ
第
二
弾
と
し
て
発
表
し
た

「
魚
食
を
ま
も
る
水
産
業
の
戦
略
的
な
抜
本
改
革
を
急
げ
」
と
題

す
る
提
言
が
そ
れ
で
あ
る
。
本
文
五
頁
の
短
い
も
の
で
は
あ
る

が
、
そ
の
内
容
は
日
本
漁
業
の
戦
後
体
制
の
総
決
算
に
つ
な
が
る

よ
う
な
、
意
表
を
突
く
も
の
で
あ
る
。

就
業
者
の
高
齢
化
が
進
む
日
本
漁
業
の
将
来
性
に
つ
い
て
危
惧

の
念
を
持
つ
一
人
と
し
て
、
私
も
期
待
を
も
っ
て
こ
の
提
言
を
拝

読
し
た
の
で
あ
る
が
、
率
直
に
い
っ
て
日
本
漁
業
の
現
状
把
握
に

つ
い
て
も
、
処
方
箋
の
描
き
方
に
つ
い
て
も
大
き
な
違
和
感
を
ぬ

ぐ
う
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
ば
か
り
で
な
く
、
こ
う
し
た
議
論
が

部
分
的
に
も
受
け
入
れ
ら
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
日
本
漁
業
は
消

滅
へ
の
道
を
速
め
ざ
る
を
え
な
い
と
い
う
危
険
を
感
じ
た
。

予
告
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
、
こ
の
提
言
は
今
後
、「
生
産
か

ら
消
費
ま
で
の
一
貫
し
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
」、「
安
定

し
た
輸
入
の
確
保
」
な
ど
も
論
点
に
加
え
た
上
で
、
こ
の
夏
に
最

「
参
入
自
由
化
」で
日
本
漁
業
は
再
生
で
き
る
か

―
日
本
経
済
調
査
協
議
会
・
高
木
委
員
会
報
告
を
論
評
す
る
―

東
京
大
学
社
会
科
学
研
究
所
教
授

加
瀬

和
俊

農村と都市をむすぶ２００７．４
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終
報
告
を
提
出
す
る
と
い
う
。
財
界
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
受
け
た

調
査
機
関
が
、
農
林
次
官
経
験
者
を
責
任
者
に
据
え
て
提
案
し
た

主
張
で
あ
る
だ
け
に
、
そ
の
影
響
力
は
無
視
で
き
な
い
も
の
と
想

定
さ
れ
、
市
場
原
理
主
義
者
に
よ
る
机
上
の
空
論
だ
と
し
て
無
視

す
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
報
告
書
自
体
の

は
ら
む
問
題
点
を
指
摘
す
る
と
同
時
に
、
折
か
ら
法
制
化
の
動
き

が
進
ん
で
い
る
海
洋
基
本
法
案
と
の
関
連
で
感
じ
ら
れ
る
懸
念
に

つ
い
て
も
率
直
に
私
見
を
述
べ
て
み
た
い
。

１
、
高
木
委
員
会
提
言
の
内
容
と
そ
の
含
意

簡
潔
に
整
理
さ
れ
て
い
る
提
言
の
内
容
は
三
つ
で
あ
る
。
第
一

に
、
水
産
資
源
を「
国
民
共
有
の
財
産
」と
す
る
こ
と
、
第
二
に
、

水
産
業
へ
の
参
入
を
自
由
化
し
、
漁
獲
量
の
個
別
割
当
方
式
を
譲

渡
可
能
な
制
度
と
し
て
導
入
す
る
こ
と
、
第
三
に
、
水
産
財
政
支

出
の
内
容
を
構
造
改
善
に
資
す
る
方
向
で
柔
軟
に
す
る
こ
と
。
や

や
抽
象
的
な
こ
の
三
項
目
が
実
際
に
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、
本
文

の
叙
述
か
ら
解
釈
さ
れ
る
限
り
で
は
以
下
の
よ
う
な
内
容
で
あ

る
。第

一
に
、
水
産
資
源
を
「
国
民
共
有
の
財
産
」
に
す
る
と
い
う

抽
象
的
テ
ー
ゼ
の
意
味
は
、「
資
源
を
大
事
に
し
よ
う
」
と
い
う
心

構
え
の
提
唱
な
ど
で
は
全
く
な
く
、
水
産
資
源
は
「
漁
業
者
の
財

産
で
は
な
い
」
こ
と
を
明
示
す
る
こ
と
で
あ
り
、
漁
労
行
為
が
既

存
漁
業
者
優
先
で
な
さ
れ
て
い
る
状
態
を
や
め
さ
せ
る
こ
と
を
意

味
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
現
在
の
漁
業
者
と
漁
業
者
で
は
な
い

者
（
新
規
参
入
希
望
者
）
の
間
の
平
等
利
用
、
漁
業
者
と
漁
業
者

以
外
の
者
（
レ
ジ
ャ
ー
的
漁
獲
者
、
遊
漁
業
者
等
）
の
間
の
平
等

利
用
の
主
張
で
あ
り
、
現
行
漁
業
法
に
よ
る
漁
業
権
制
度
、
漁
業

許
可
制
度
の
解
体
を
意
味
し
て
い
る
。

第
二
に
、
水
産
業
へ
の
参
入
の
自
由
化
の
主
張
は
、「
国
民
共
有

の
財
産
」
と
な
っ
た
水
産
資
源
は
、
既
存
の
漁
業
者
で
は
な
く
資

本
・
技
術
・
能
力
の
あ
る
経
営
体
が
自
由
に
利
用
す
べ
き
で
あ

り
、
そ
の
参
入
・
退
出
が
保
証
さ
れ
る
よ
う
に
譲
渡
可
能
個
別
漁

獲
割
当
制
度
（
Ｉ
Ｔ
Ｑ
）
が
導
入
さ
れ
る
べ
き
と
い
う
も
の
で
あ

る
。第

三
に
、
水
産
財
政
支
出
の
柔
軟
化
は
、
参
入
の
自
由
化
に
よ

っ
て
経
営
主
体
が
置
き
換
わ
る
期
間
に
つ
い
て
、
漁
港
予
算
等
を

既
存
経
営
体
の
退
出
、
新
規
経
営
体
の
参
入
に
資
す
る
よ
う
に
活

用
す
べ
き
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
漁
業
権
・
漁
業
許
可
の
買
い
上

げ
、
減
船
の
促
進
と
い
っ
た
措
置
に
財
政
支
出
が
予
定
さ
れ
て
い

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

見
ら
れ
る
よ
う
に
、
明
治
漁
業
法
・
戦
後
漁
業
法
を
通
じ
て
形

成
さ
れ
て
き
た
漁
業
の
基
本
的
な
仕
組
み
を
根
本
的
に
改
め
よ
う

と
す
る
提
言
で
あ
る
こ
と
が
一
見
し
て
明
ら
か
で
あ
る
。
こ
れ
が

「
抜
本
的
な
構
造
改
革
」
の
た
め
の
「
勇
気
あ
る
提
言
」
で
あ
る

の
か
、
新
古
典
派
的
構
造
改
革
論
へ
の
便
乗
に
過
ぎ
な
い
の
か
、

急
い
で
吟
味
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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２
、
背
景
に
あ
る
現
状
認
識

（
１
）
経
済
理
論

提
言
の
背
景
に
あ
る
経
済
理
論
は
、
端
的
な
新
古
典
派
ミ
ク
ロ

経
済
学
で
あ
る
。
地
元
の
漁
業
者
や
従
来
か
ら
の
漁
業
企
業
が
継

続
的
に
漁
場
を
利
用
で
き
る
と
い
う
現
状
の
人
為
的
体
制
を
壊

し
、
経
営
体
の
参
入
・
退
出
を
自
由
に
し
て
市
場
の
機
能
が
十
全

に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
に
す
れ
ば
、
最
も
経
営
力
の
あ
る
最
適
な
経

営
体
が
参
入
し
、
競
争
力
の
な
い
経
営
体
は
退
出
し
、
漁
業
経
営

も
生
産
も
安
定
化
す
る
と
い
う
予
定
調
和
論
で
あ
る
。

（
２
）
漁
業
制
度
論
・
資
源
論

参
入
を
自
由
化
す
れ
ば
、
自
由
漁
獲
の
下
で
は
資
源
の
競
争
的

利
用
に
よ
っ
て
そ
の
枯
渇
が
避
け
ら
れ
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
提

言
は
資
源
の
科
学
的
管
理
を
主
張
し
、
具
体
的
に
は
魚
種
ご
と
に

漁
獲
可
能
総
量
を
算
定
し
、
そ
れ
を
個
々
の
漁
業
経
営
体
に
割
り

当
て
、
か
つ
そ
の
割
当
量
の
権
利
を
売
買
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、

優
良
な
経
営
体
が
最
も
高
い
値
段
で
割
当
量
の
権
利
を
購
入
し
、

結
果
と
し
て
優
良
な
経
営
体
の
み
に
よ
っ
て
漁
業
が
担
わ
れ
る
よ

う
に
な
る
と
同
時
に
、
資
源
の
維
持
も
保
証
さ
れ
る
と
主
張
し
て

い
る
。
二
〇
年
前
に
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
で
導
入
さ
れ
て
以
来
、

多
く
の
難
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
の
機
械
的
適
用
論

で
あ
る
。

立
脚
し
て
い
る
水
産
資
源
論
に
つ
い
て
い
え
ば
、
い
く
つ
も
の

問
題
が
あ
る
。
資
源
変
動
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
認
識
で
き
、
漁
獲
努

力
量
の
操
作
に
よ
っ
て
意
図
し
た
水
準
に
資
源
変
動
を
制
御
で
き

る
と
い
う
科
学
主
義
的
幻
想
に
基
い
て
い
る
こ
と
（
お
そ
ら
く
は

素
朴
な
最
大
持
続
生
産
Ｍ
Ｓ
Ｙ
理
論
を
信
奉
し
て
い
る
と
想
定
さ

れ
る
）、認
識
可
能
な
水
揚
量
と
認
識
不
能
な
漁
獲
量
（
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制

度
に
不
可
避
的
に
随
伴
す
る
洋
上
投
棄
等
を
含
ん
だ
量
）
を
混
同

し
て
い
る
こ
と
、
万
が
一
資
源
が
管
理
で
き
た
場
合
に
は
通
常
は

価
格
が
水
揚
量
の
増
減
と
逆
方
向
に
変
動
す
る
か
ら
資
源
量
の
回

復
は
水
揚
高
の
回
復
を
保
証
し
な
い
は
ず
で
あ
る
の
に
（
豊
作
貧

乏
を
め
ぐ
る
経
験
を
見
よ
）、水
揚
量
の
安
定
と
水
揚
高
の
安
定
を

等
値
し
て
い
る
こ
と
等
、
漁
獲
可
能
総
量
を
各
漁
船
に
割
り
振
れ

ば
資
源
と
経
営
の
再
生
産
が
理
想
的
に
維
持
で
き
る
と
い
う
Ｉ
Ｔ

Ｑ
制
度
の
根
拠
の
不
確
か
さ
に
気
づ
く
は
ず
で
あ
る
。

（
３
）
漁
業
構
造
論

漁
業
経
営
体
が
経
営
力
を
高
め
る
こ
と
は
我
々
も
望
む
と
こ
ろ

で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
提
言
の
効
率
的
漁
業
経
営
の
理
解
は
異
常

な
も
の
で
あ
る
。
添
付
資
料
二
〇
で
示
さ
れ
て
い
る
国
際
的
な
生

産
性
比
較
で
は
、「
一
隻
当
り
漁
獲
ト
ン
数
」、「
一
人
当
り
漁
獲
ト

ン
数
」
が
比
較
さ
れ
、
日
本
が
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
チ
リ
、
ノ

ル
ウ
エ
ー
よ
り
は
る
か
に
低
い
生
産
性
で
あ
る
こ
と
が
表
示
さ
れ

て
い
る
が
、
沿
岸
漁
業
の
密
度
の
高
い
日
本
と
他
の
国
を
比
較
し

て
何
が
言
え
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
は
「
一
人
当
り
漁
獲
金

額
」
を
比
較
す
れ
ば
日
本
の
生
産
性
は
一
挙
に
高
く
出
る
こ
と
、
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同
じ
ま
き
網
漁
業
に
つ
い
て
各
国
の
比
較
を
行
え
ば
、
日
本
の
方

が
高
い
値
を
示
す
こ
と
等
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
い
ず
れ
に
せ

よ
こ
の
点
は
、
こ
の
提
言
が
物
的
生
産
性
の
高
さ
を
判
断
基
準
に

し
て
い
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
鮮
度
の
高
い
多
種
多
様
な
魚
種
を
漁

獲
す
る
沿
岸
漁
業
を
嫌
っ
て
、
ま
き
網
漁
業
の
よ
う
に
単
一
魚
種

を
大
量
に
漁
獲
し
て
加
工
原
魚
に
向
け
る
よ
う
な
企
業
的
漁
業
を

効
率
的
と
看
做
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
関
ア
ジ

・
関
サ
バ
は
釣
り
で
漁
獲
し
、
丁
寧
な
鮮
度
維
持
処
理
を
す
る
か

ら
キ
ロ
二
〇
〇
〇
円
で
売
れ
る
の
で
あ
り
、
同
じ
魚
を
ま
き
網
で

と
れ
ば
キ
ロ
一
〇
〇
円
で
加
工
用
に
回
さ
れ
る
ほ
か
は
な
い
の
で

あ
っ
て
、
現
実
の
海
域
で
は
両
者
が
微
妙
な
バ
ラ
ン
ス
で
共
存

し
、
セ
グ
メ
ン
ト
化
さ
れ
た
市
場
部
分
に
対
応
し
て
い
る
の
で
あ

る
。
物
的
効
率
性
を
至
上
と
し
て
大
規
模
な
網
漁
業
の
み
で
日
本

の
海
を
埋
め
尽
く
そ
う
と
す
る
発
想
は
、
日
本
漁
業
の
多
様
性
と

底
力
を
殺
す
行
為
で
あ
る
。

な
お
、
同
種
漁
業
種
類
で
比
較
す
れ
ば
、
寒
暖
両
海
流
に
恵
ま

れ
た
漁
場
豊
度
等
に
支
え
ら
れ
て
、
日
本
漁
業
の
物
的
生
産
性
は

国
際
的
に
最
も
高
い
の
で
あ
り
、
農
業
に
類
推
し
た
政
策
主
張
を

す
る
意
図
に
は
や
る
余
り
、
漁
業
も
農
業
と
同
じ
よ
う
に
生
産
性

が
低
い
と
見
る
こ
と
は
誤
り
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
お
き
た

い
。

（
４
）
時
代
認
識

新
古
典
派
経
済
理
論
は
時
代
認
識
を
持
た
な
い
こ
と
を
特
徴
と

し
て
お
り
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
時
代
を
超
え
て
妥
当
す
る
と
考

え
る
点
に
特
徴
が
あ
る
が
、
こ
の
提
言
で
は
戦
後
漁
業
体
制
は
国

民
経
済
の
現
状
に
は
適
合
的
で
な
い
と
い
う
時
代
認
識
が
あ
る
よ

う
に
見
え
る
。
そ
れ
は
、
戦
後
漁
場
制
度
を
決
定
付
け
た
民
主
化

理
念
が
す
で
に
不
要
な
時
代
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
判
断
で
あ
ろ

う
。
戦
後
漁
業
法
は
水
産
業
協
同
組
合
法
と
相
俟
っ
て
、
沿
岸
漁

業
に
関
し
て
は
、
地
元
に
居
住
し
、
自
ら
漁
労
作
業
に
従
事
し
、

漁
業
に
よ
っ
て
生
計
を
立
て
て
い
る
者
が
資
源
を
優
先
的
に
利
用

で
き
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
原
理
を
採
用
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対

し
て
こ
の
提
言
は
、
農
業
に
お
け
る
小
作
制
度
の
否
定
と
し
て
の

農
地
改
革＝

自
作
農
主
義
が
構
造
政
策
の
桎
梏
と
な
っ
た
よ
う

に
、
漁
業
制
度
改
革＝

小
漁
民
自
立
化
支
援
策
が
今
日
の
漁
業
の

存
続
に
と
っ
て
桎
梏
に
な
っ
て
い
る
と
理
解
し
て
い
る
よ
う
に
見

え
る
。
ま
た
沖
合
・
遠
洋
漁
業
に
お
い
て
は
、
許
可
の
更
新
方
式

に
お
い
て
既
存
企
業
が
優
遇
さ
れ
る
こ
と
が
経
営
力
の
な
い
企
業

の
温
存
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
み
な
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

こ
う
し
た
理
解
の
背
景
に
は
、
産
業
と
し
て
の
漁
業
の
存
続
を
め

ざ
す
以
上
は
、
競
争
力
の
あ
る
企
業
が
現
在
の
経
営
体
に
置
き
換

わ
る
べ
き
で
あ
り
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
入
札
で
高
い
価
格
を
出
せ
な
い
漁

業
者
が
漁
業
か
ら
退
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
場
合
、
そ
の
就
業
先

は
市
場
が
提
供
し
て
く
れ
る
と
い
う
判
断
が
あ
る
。
現
実
の
地
方

労
働
市
場
が
そ
の
よ
う
な
実
態
に
あ
る
の
か
ど
う
か
は
、
時
代
認

識
の
要
点
で
あ
り
、
こ
の
点
で
我
々
と
は
大
き
な
判
断
の
ズ
レ
が
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あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
我
々
は
依
然
と
し
て
、
漁
業
政
策
は
産

業
政
策
で
あ
る
と
同
時
に
地
域
政
策
で
も
あ
る
べ
き
で
あ
り
、
そ

こ
で
は
地
域
住
民
に
対
す
る
就
業
機
会
の
提
供
と
い
う
役
割
が
重

視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。
漁
業
政
策
の
基
本

は
、
資
源
維
持
、
経
営
的
効
率
性
、
社
会
的
公
正
性
の
三
目
標
を

合
わ
せ
て
実
現
す
る
こ
と
だ
と
い
う
主
張
は
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
を
批

判
し
て
や
ま
な
い
カ
ナ
ダ
の
漁
業
経
済
学
者
コ
ー
プ
ス
の
主
張
で

あ
る
が
、
私
は
現
在
の
日
本
に
お
い
て
も
こ
の
観
点
が
重
要
で
あ

る
こ
と
を
疑
わ
な
い
。

３
、
ど
の
漁
業
を
対
象
と
し
て
い
る
の
か

現
実
の
漁
業
は
、
沿
岸
漁
業
、
養
殖
業
、
沖
合
漁
業
、
遠
洋
漁

業
を
含
ん
で
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
に
独
自
の
性
格
を
有
し
て
い
る
か

ら
、
漁
業
一
般
に
つ
い
て
の
提
言
と
、
特
定
の
漁
業
部
分
に
だ
け

妥
当
す
る
提
言
と
の
区
別
が
必
要
で
あ
ろ
う
が
、
こ
の
提
言
は
沿

岸
漁
業
・
養
殖
業
に
つ
い
て
の
制
度
改
変
を
沖
合
漁
業
・
遠
洋
漁

業
に
つ
い
て
の
外
国
事
例
で
根
拠
付
け
る
と
い
う
奇
妙
な
手
法
を

と
っ
て
い
る
。

沖
合
漁
業
、
遠
洋
漁
業
に
つ
い
て
は
、
現
在
で
も
事
実
上
、
参

入
は
自
由
で
あ
る
。
漁
業
許
可
を
新
た
に
受
け
る
一
斉
更
新
時
点

で
既
存
漁
業
者
は
優
先
的
に
扱
わ
れ
る
が
、
漁
業
許
可
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ

枠
同
様
に
価
格
変
動
を
も
っ
て
売
買
さ
れ
て
い
る
し
、
従
来
の
権

利
者
と
共
同
経
営
の
形
式
で
許
可
を
受
け
る
と
い
う
便
法
も
使
わ

れ
て
き
た
。
し
た
が
っ
て
、
提
言
の
趣
旨
は
、
沿
岸
漁
業
、
養
殖

業
に
お
け
る
参
入
を
自
由
に
せ
よ
と
い
う
主
張
で
あ
ろ
う
。
実

際
、
添
付
さ
れ
て
い
る
資
料
一
六
に
よ
れ
ば
、
制
度
の
難
点
が
列

挙
さ
れ
て
い
る
の
は
定
置
網
と
養
殖
業
の
み
で
あ
り
、
そ
の
具
体

的
要
望
は
定
置
漁
業
権
の
優
先
順
位
で
個
人
・
株
式
会
社
を
漁
協

自
営
の
後
に
置
く
こ
と
を
改
め
よ
と
い
う
こ
と
、
養
殖
漁
場
確
保

に
必
要
な
漁
協
免
許
の
特
定
区
画
漁
業
権
を
経
営
者
免
許
の
区
画

漁
業
権
に
切
り
替
え
よ
と
い
う
こ
と
で
あ
る
と
読
み
取
れ
る
。

実
際
、
委
員
の
中
に
は
苦
労
し
て
沿
岸
養
殖
漁
場
を
確
保
し
て

い
る
企
業
が
あ
り
、
そ
の
関
係
者
が
地
元
の
漁
業
者
で
は
な
く
自

分
の
企
業
に
漁
場
を
使
用
さ
せ
よ
と
述
べ
る
こ
と
は
私
的
利
害
の

正
直
な
主
張
と
し
て
理
解
で
き
る
が
、
そ
れ
を
日
本
漁
業
の
た
め

の
一
般
的
な
制
度
要
求
と
し
て
押
し
出
す
こ
と
は
妥
当
で
な
い
。

推
奨
さ
れ
て
い
る
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
に
つ
い
て
も
、
外
国
二
〇
〇
海

里
漁
場
に
入
漁
す
る
際
に
は
各
漁
船
が
ど
れ
だ
け
漁
獲
し
て
良
い

か
を
事
前
に
定
め
ら
れ
て
い
る
と
い
う
意
味
で
当
然
に
個
別
割
当

制
度
（
Ｉ
Ｑ
）
が
と
ら
れ
て
お
り
、
交
渉
経
過
で
個
々
の
漁
船
の

漁
獲
割
当
量
を
調
整
し
て
い
る
点
で
実
質
的
に
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
で

あ
る
場
合
が
少
な
く
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
の
合
理
性
を

遠
洋
漁
業
に
つ
い
て
主
張
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
現
状
と
そ
れ
ほ
ど

異
な
る
も
の
で
は
な
い
。
問
題
は
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
を
沿
岸
漁
業
に

及
ぼ
そ
う
と
し
つ
つ
、
外
国
の
沖
合
漁
業
・
遠
洋
漁
業
に
つ
い
て

の
制
度
を
そ
の
正
当
化
の
根
拠
と
し
て
い
る
と
い
う
欺
瞞
的
手
法
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で
あ
る
。
サ
ン
マ
漁
業
、
マ
グ
ロ
漁
業
等
と
称
さ
れ
る
よ
う
に
、

沖
合
漁
業
・
遠
洋
漁
業
で
は
単
一
魚
種
を
対
象
と
す
る
漁
業
が
存

在
す
る
の
で
あ
り
、
そ
れ
は
単
一
魚
種
の
漁
獲
可
能
量
を
定
め
る

Ｉ
Ｑ
制
度
に
対
応
し
得
る
も
の
で
あ
る
が
、
大
半
の
沿
岸
漁
業
で

は
そ
こ
に
生
息
す
る
多
様
な
魚
種
が
一
体
と
な
っ
て
漁
獲
さ
れ
る

の
で
あ
っ
て
、
Ｉ
Ｑ
制
度
に
な
じ
ま
な
い
の
で
あ
る
。

も
ち
ろ
ん
沖
合
漁
業
に
お
い
て
も
、
沿
岸
漁
業
に
お
い
て
も
、

魚
種
に
よ
っ
て
は
Ｉ
Ｑ
制
度
が
可
能
・
有
効
な
場
合
も
あ
り
得
る

で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
れ
は
、
資
源
量
の
把
握
が
確
実
に
行
え
る

こ
と
、
当
該
魚
種
だ
け
が
混
獲
魚
種
な
し
に
独
立
的
に
漁
獲
可
能

で
あ
る
こ
と
、
海
上
投
棄
が
生
じ
な
い
よ
う
に
監
視
で
き
る
狭
い

海
域
で
密
集
し
て
操
業
し
、
公
的
な
監
視
体
制
が
一
〇
〇
％
有
効

に
機
能
す
る
こ
と
（
あ
る
い
は
海
上
投
棄
し
て
も
当
該
魚
種
が
生

存
可
能
な
生
物
特
性
を
有
し
て
い
る
こ
と
）、水
揚
港
が
限
定
さ
れ

て
お
り
水
揚
量
の
把
握
が
確
実
に
行
え
る
こ
と
、
洋
上
で
の
漁
獲

物
交
換
が
生
じ
な
い
こ
と
等
の
条
件
を
必
要
と
す
る
。
そ
う
し
た

条
件
が
基
本
的
に
は
成
立
す
る
は
ず
の
な
い
沿
岸
漁
場
に
つ
い

て
、
沿
岸
漁
業
密
度
が
日
本
に
比
べ
て
は
る
か
に
希
薄
で
、
漁
業

が
沖
合
漁
業
中
心
に
編
成
さ
れ
て
い
る
外
国
の
事
例
を
モ
デ
ル
と

し
て
議
論
を
す
る
の
は
正
当
で
な
い
。

４
、
外
国
事
例
の
解
釈
の
無
理

外
国
漁
業
は
模
範

た
り
う
る
か

二
〇
年
前
の
バ
ブ
ル
経
済
期
に
は
、
財
界
人
は
日
本
的
労
使
関

係
に
つ
い
て
誇
り
、
ア
メ
リ
カ
か
ら
学
ぶ
べ
き
こ
と
は
何
も
な
く

な
っ
た
と
豪
語
し
て
い
た
。
財
政
赤
字
、
国
際
収
支
赤
字
、
リ
ス

ト
ラ
に
苦
し
む
ア
メ
リ
カ
に
比
較
し
て
日
本
経
済
・
日
本
企
業
の

優
位
性
は
将
来
的
に
も
揺
る
が
な
い
と
言
わ
れ
て
い
た
。
し
か
る

に
一
九
九
〇
年
代
以
降
の
不
況
を
経
て
本
年
一
月
一
日
に
発
表
さ

れ
た
経
団
連
の
「
希
望
の
国
、
日
本
」
と
題
し
た
、
俗
称
「
御
手

洗
ビ
ジ
ョ
ン
」
で
は
、
ア
メ
リ
カ
経
済
の
強
さ
が
礼
賛
さ
れ
、
日

本
は
す
べ
か
ら
く
ア
メ
リ
カ
に
な
ら
っ
て
構
造
改
革
を
急
げ
と
号

令
し
て
い
る
。
高
木
委
員
会
報
告
の
論
調
も
全
く
同
様
で
あ
り
、

漁
業
の
経
済
規
模
が
日
本
の
数
分
の
一
、
数
十
分
の
一
に
過
ぎ
な

い
ア
メ
リ
カ
、
カ
ナ
ダ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
等
の
制
度
を
礼
賛

し
て
い
る
。
し
か
し
そ
の
主
張
に
は
全
く
根
拠
が
な
い
。
い
く
つ

か
を
例
示
し
よ
う
。

第
一
に
、
国
際
標
準
で
水
産
物
が
「
国
民
共
通
の
財
産
」
で
あ

る
と
さ
れ
て
い
る
と
い
う
主
張
は
偽
り
で
あ
る
。
国
連
海
洋
法
に

お
け
る
「
人
類
の
共
通
財
産
」
と
い
う
規
程
は
、「
漁
業
者
の
財
産

で
は
な
く
、
国
民
の
平
等
な
財
産
で
あ
る
」
と
い
う
意
味
を
含
ん

で
い
な
い
。
国
際
条
約
で
あ
る
国
連
海
洋
法
が
各
国
内
の
水
産
資

源
の
所
有
主
体
に
つ
い
て
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
る
こ
と

が
そ
も
そ
も
理
解
に
苦
し
む
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
海
洋
法
が
言
っ

て
い
る
の
は
、
二
〇
〇
海
里
制
度
の
下
で
沿
岸
国
が
そ
の
経
済
水

域
内
の
水
産
資
源
を
利
用
し
な
い
場
合
に
資
源
が
無
駄
に
な
る
こ
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と
を
避
け
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
当
該
沿
岸
国
の
漁
獲
量
に
比
較
し

て
資
源
量
に
余
裕
が
あ
る
場
合
に
は
他
国
の
漁
獲
を
認
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
い
う
原
則
を
宣
言
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
（
Ｔ
Ａ

Ｃ
制
度
の
原
理
）、そ
の
意
味
で
「
沿
岸
国
だ
け
の
財
産
で
は
な

く
、
人
類
共
通
の
財
産
で
あ
る
」
と
い
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ま

た
Ｅ
Ｕ
に
つ
い
て
も
、
同
じ
く
「
漁
業
者
の
財
産
で
は
な
い
」
と

い
う
意
味
は
含
ん
で
お
ら
ず
、「
一
定
の
条
件
の
下
で
Ｅ
Ｕ
諸
国
相

互
に
入
会
利
用
で
き
る
資
源
」＝

「
Ｅ
Ｕ
（
漁
業
者
）
共
通
の
財

産
」
と
い
う
意
味
で
あ
る
。
日
本
だ
け
が
例
外
的
に
漁
業
者
を
優

遇
し
て
い
る
と
い
う
批
判
の
根
拠
と
し
て
、
こ
の
よ
う
な
意
図
的

な
読
み
込
み
を
す
る
こ
と
は
ナ
ン
セ
ン
ス
で
あ
る
。

第
二
に
、
外
国
漁
業
が
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
で
覆
わ
れ
て
い
る
よ
う
な

説
明
を
し
て
お
り
、
そ
れ
が
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
Ｑ
Ｍ
Ｓ
制
度

を
除
け
ば
、
漁
場
・
魚
種
・
漁
業
種
類
を
限
定
し
た
ご
く
部
分
的

な
制
度
で
あ
る
こ
と
を
理
解
し
て
い
な
い
。
特
定
の
資
源
的
条
件

・
経
営
的
条
件
の
下
で
Ｉ
Ｑ
を
設
定
す
る
こ
と
が
有
効
で
あ
り
得

る
こ
と
は
我
々
も
否
定
し
な
い
が
、
欧
米
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度

を
め
ぐ
る
理
論
的
・
実
証
的
論
争
に
よ
っ
て
、
そ
れ
が
多
く
の
弊

害
を
も
た
ら
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
無

視
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
こ
で
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
の
弊
害
と
し

て
、
特
定
魚
種
の
特
定
量
の
漁
獲
だ
け
が
許
可
さ
れ
る
こ
と
の
必

然
的
帰
結
と
し
て
、
許
可
対
象
魚
種
以
外
の
投
棄
、
当
該
魚
種
の

小
型
魚
の
投
棄
等
に
よ
っ
て
資
源
が
破
壊
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
大

資
本
が
Ｉ
Ｔ
Ｑ
を
高
値
で
落
札
し
て
中
小
資
本
が
廃
業
を
余
儀
無

く
さ
れ
た
り
、
大
資
本
が
中
小
資
本
に
そ
れ
を
貸
し
付
け
る
こ
と

に
よ
っ
て
中
小
資
本
漁
業
経
営
体
が
小
作
経
営
化
し
て
い
る
こ
と

等
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
は
そ
れ
が
理
想
的

に
運
用
さ
れ
た
場
合
に
は
乱
獲
を
緩
和
す
る
措
置
と
は
な
り
得
る

か
も
知
れ
な
い
が
、
資
源
縮
小
の
際
に
は
漁
獲
割
当
量
を
限
り
な

く
縮
小
す
る
仕
組
み
で
あ
る
以
上
（
ク
オ
ー
タ
ー
は
対
象
魚
種
の

総
漁
獲
可
能
量
に
対
す
る
％
で
表
示
さ
れ
る
）、漁
業
経
営
を
安
定

化
さ
せ
る
効
果
は
な
い
の
で
あ
っ
て
、
カ
ナ
ダ
東
海
岸
に
お
け
る

タ
ラ
完
全
禁
漁
の
際
の
タ
ラ
漁
業
者
全
体
へ
の
無
期
限
の
失
業
保

険
給
付
の
よ
う
に
、
補
完
的
制
度
の
存
在
を
不
可
欠
の
条
件
と
し

て
い
る
。
そ
う
し
た
社
会
的
セ
ー
フ
テ
イ
ー
ネ
ッ
ト
の
な
い
日
本

で

日
本
で
は
自
営
業
者
は
失
業
保
険
の
対
象
た
り
え
な
い

、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
導
入
だ
け
を
主
張
す
る
の
は
、
社
会
的
悪
影
響
を

省
み
な
い
無
責
任
な
主
張
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
Ｉ
Ｑ
制
度
と

Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
の
間
の
大
き
な
差
を
無
視
し
た
説
明
を
し
て
い
る
点

も
同
様
で
あ
る
。

第
三
に
、
外
国
が
新
た
な
制
度
を
作
っ
て
急
速
に
漁
業
を
回
復

さ
せ
た
と
い
う
説
明
も
根
拠
の
な
い
欺
瞞
で
あ
る
。た
と
え
ば「
欧

米
諸
国
も
日
本
と
同
様
に
資
源
の
減
少
や
経
営
の
悪
化
と
い
っ
た

状
態
が
続
い
た
が
…
Ｉ
Ｔ
Ｑ
制
度
の
導
入
、
…
包
括
的
な
予
算
制

度
な
ど
中
長
期
的
か
つ
戦
略
的
な
水
産
政
策
を
実
行
し
…
水
産
業

を
強
い
産
業
に
変
え
た
ば
か
り
で
な
く
、
水
産
物
の
輸
出
国
に
」
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変
わ
っ
た
、
と
い
う
記
述
が
あ
る
。
本
当
だ
ろ
う
か
？

Ｅ
Ｕ
の

漁
業
統
計
書
（
二
〇
〇
六
年
版
）
に
は
各
国
の
一
九
九
〇
年
か
ら

二
〇
〇
五
年
ま
で
の
水
産
物
の
輸
入
・
輸
出
が
重
量
・
金
額
の
双

方
に
つ
い
て
表
示
さ
れ
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
一
五
カ
国
の
輸
出
額
は

一
九
九
〇
年
の
六
三
億
ユ
ー
ロ
か
ら
二
〇
〇
五
年
の
一
四
四
億
ユ

ー
ロ
に
増
加
し
た
一
方
で
、
輸
入
額
は
一
二
五
億
ユ
ー
ロ
か
ら
二

五
四
億
ユ
ー
ロ
へ
増
加
し
、
差
し
引
き
の
赤
字
額
は
六
三
億
ユ
ー

ロ
か
ら
一
一
〇
億
ユ
ー
ロ
へ
拡
大
し
て
い
る
（
そ
の
中
で
も
漁
業

の
規
模
が
大
き
い
ス
ペ
イ
ン
、
イ
タ
リ
ア
、
英
国
等
の
赤
字
額
が

顕
著
に
増
加
し
て
い
る
）
し
、
こ
の
間
に
純
輸
入
国
か
ら
純
輸
出

国
に
転
換
し
た
国
は
一
国
も
な
い
こ
と
が
確
認
で
き
る
。
ま
た
、

「
包
括
的
な
予
算
制
度
」
に
つ
い
て
の
高
い
評
価
や
「
Ｅ
Ｕ
は
今

年
か
ら
新
た
な
予
算
措
置
と
し
て
欧
州
漁
業
基
金
を
発
足
さ
せ
」

た
と
い
っ
た
記
述
も
、
新
し
い
措
置
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な

く
、
実
質
的
に
は
Ｅ
Ｕ
の
財
政
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
二
〇
〇
〇
〜
二
〇

〇
六
年
度
の
期
間
計
画
（
主
要
な
財
政
資
金
ル
ー
ト
が
Ｆ
Ｉ
Ｆ

Ｇ
）
か
ら
二
〇
〇
七
年
度
以
降
の
期
間
計
画
（
主
要
な
財
政
資
金

ル
ー
ト
が
Ｅ
Ｆ
Ｆ
と
改
称
）
へ
と
そ
の
名
称
を
変
更
し
た
に
過
ぎ

な
い
。
長
期
計
画
の
よ
う
に
見
え
る
財
政
措
置
は
、
多
数
国
間
の

コ
ン
セ
ン
サ
ス
を
毎
年
得
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
た
め
に
と
ら
れ

て
い
る
便
法
で
あ
っ
て
、
単
年
度
ご
と
の
方
式
よ
り
も
硬
直
的
で

あ
る
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ス
ペ
イ
ン
・
フ
ラ
ン
ス
間
を

は
じ
め
Ｅ
Ｕ
諸
国
間
で
海
上
封
鎖
を
含
め
た
激
し
い
資
源
争
い
・

漁
場
争
い
が
続
い
て
い
る
こ
と
も
、
欧
州
各
国
の
新
聞
記
事
が
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
簡
単
に
検
索
で
き
る
現
在
で
は
関
係
者
に
は
良

く
知
ら
れ
た
事
実
で
あ
る
。
欧
米
を
理
想
化
し
、
日
本
の
現
状
を

遅
れ
た
も
の
と
す
る
思
考
様
式
は
、
現
場
の
現
実
か
ら
出
発
す
べ

き
政
策
論
に
は
な
じ
ま
な
い
の
で
は
な
い
か
。

５
、
海
面
の
合
理
的
・
総
合
的
利
用
と
は
？

海
洋

基
本
法
と
の
関
係
を
危
惧
す
る

お
り
し
も
海
洋
基
本
法
案
が
自
民
・
公
明
・
民
主
三
党
の
賛
成

多
数
に
よ
っ
て
今
国
会
で
成
立
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
法

律
は
防
衛
庁
、
外
務
省
、
国
土
交
通
省
な
ど
八
つ
の
省
庁
が
関
与

し
て
統
一
的
な
方
針
を
貫
徹
し
に
く
い
海
洋
政
策
を
改
変
す
る
た

め
に
、
首
相
を
議
長
と
す
る
総
合
海
洋
政
策
会
議
を
設
置
し
、
海

洋
の
「
開
発
・
利
用
」
を
含
め
て
海
洋
基
本
計
画
を
策
定
し
、
海

洋
政
策
担
当
大
臣
を
定
め
て
海
洋
の
総
合
管
理
を
実
施
す
る
と
い

う
も
の
で
あ
る
。
予
想
さ
れ
る
よ
う
に
こ
の
法
案
の
推
進
勢
力
は

「
国
益
」
を
掲
げ
た
諸
団
体
で
あ
り
、
海
洋
政
策
研
究
財
団
の
提

言
「
二
一
世
紀
の
海
洋
政
策
へ
の
提
言
」（
二
〇
〇
六
年
一
月
）（
日

本
財
団
の
助
成
研
究
）
に
端
を
発
し
、
産
経
新
聞
等
で
そ
の
必
要

性
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
が
続
け
ら
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。

高
木
委
員
会
報
告
は
、
こ
の
法
案
を
歓
迎
し
、「
本
委
員
会
が
目

指
す
水
産
業
の
再
生
・
自
立
は
、
こ
の
海
洋
基
本
法
の
狙
い
と
軌

を
一
に
す
る
も
の
で
あ
る
」
と
述
べ
て
い
る
か
ら
、
両
者
の
関
連
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に
つ
い
て
検
討
せ
ざ
る
を
え
な
い
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
従
来

か
ら
埋
立
を
含
む
沿
岸
域
開
発
等
に
際
し
て
漁
業
権
の
補
償
問
題

が
開
発
の
邪
魔
に
な
る
と
指
摘
さ
れ
、
漁
業
の
継
続
を
希
望
す
る

漁
業
者
の
主
張
が
補
償
金
釣
り
上
げ
の
た
め
の
「
ゴ
ネ
ド
ク
」
狙

い
だ
と
批
判
さ
れ
て
き
た
事
実
が
想
起
さ
れ
る
。

海
洋
基
本
法
は
、
海
洋
を
最
も
「
国
益
」
に
か
な
っ
た
見
地
に

立
っ
て
、
総
合
的
観
点
か
ら
そ
の
利
用
方
法
を
定
め
る
も
の
で
あ

っ
て
、
個
別
的
利
害
関
係
は
そ
う
し
た
大
き
な
「
国
益
」
の
前
に

処
理
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。
現
在
の
政
策
理
念
か
ら
言
え

ば
、「
国
益
」
と
は
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
に
見
合
っ
た
市
場
原

理
主
義
的
な
そ
れ
で
あ
る
か
ら
、
同
じ
海
面
を
利
用
す
る
の
に
、

漁
業
で
得
ら
れ
る
利
益
と
原
発
・
工
業
開
発
・
港
湾
拡
張
・
埋
立

に
よ
る
宅
地
開
発
・
軍
事
演
習
等
の
利
益
が
比
較
さ
れ
れ
ば
、
そ

う
し
た
利
用
の
中
で
漁
業
に
よ
る
利
用
が
最
も
適
切
だ
と
は
さ
れ

な
い
可
能
性
が
極
め
て
大
き
い
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し

か
も
高
木
委
員
会
提
言
の
い
う
よ
う
に
、「
水
産
資
源
は
国
民
共
通

の
財
産
」
で
あ
る
と
さ
れ
れ
ば
、
沿
岸
域
開
発
に
つ
い
て
漁
業
者

に
事
実
上
の
拒
否
権
を
与
え
た
り
、
補
償
金
を
交
付
す
る
べ
き
で

は
な
い
こ
と
に
な
る
。
開
発
対
象
と
な
っ
た
海
面
か
ら
の
漁
業
の

締
め
出
し
は
「
総
合
的
観
点
」
の
名
の
下
に
極
め
て
や
り
や
す
く

な
る
だ
ろ
う
。

諸
利
害
の
調
整
措
置
は
、
抽
象
的
に
は
そ
の
必
要
性
を
否
定
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
が
、
現
実
社
会
の
中
で
そ
れ
が
ど
の
よ
う
に

機
能
す
る
か
を
考
え
れ
ば
、
高
木
委
員
会
報
告
と
海
洋
基
本
法
案

の
意
図
を
両
に
ら
み
に
し
て
、
漁
業
界
か
ら
法
案
の
内
容
に
疑
義

を
ぶ
つ
け
る
こ
と
が
緊
急
に
必
要
で
は
な
い
か
。

お
わ
り
に

現
実
の
問
題
に
ど
う
答
え
る
か

本
稿
は
極
め
て
原
理
主
義
的
な
提
言
に
接
し
て
、
即
自
的
に
反

応
し
た
も
の
で
あ
り
、
そ
の
意
味
で
原
理
主
義
的
な
反
論
に
な
っ

て
し
ま
っ
て
い
る
か
も
知
れ
な
い
。
我
々
も
漁
業
の
現
状
が
今
の

ま
ま
で
良
い
と
思
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
従
来
の
漁
場
利
用

制
度
を
ど
の
よ
う
に
改
変
し
、
漁
業
を
就
業
・
経
営
の
場
と
す
る

こ
と
を
意
図
し
て
い
る
個
人
・
企
業
を
ど
の
よ
う
に
迎
え
入
れ
る

べ
き
か
を
含
め
て
、
労
働
市
場
・
地
域
経
済
・
輸
出
入
状
況
等
を

考
慮
に
い
れ
た
現
実
的
な
制
度
を
構
想
す
る
必
要
性
を
感
じ
て
い

る
。し

か
し
同
時
に
、
提
言
さ
れ
る
よ
う
な
方
法
で
自
由
化
が
進
ん

だ
場
合
に
、
も
う
か
る
漁
業
に
は
企
業
が
参
入
し
、
漁
獲
・
養
殖

漁
場
利
用
権
が
大
き
な
企
業
に
落
札
さ
れ
て
地
元
漁
民
が
排
除
さ

れ
、
あ
る
い
は
同
じ
企
業
が
高
値
で
落
札
し
た
漁
獲
可
能
量
免
許

を
中
小
資
本
漁
業
が
小
口
で
購
入
し
た
り
、
そ
れ
を
借
り
入
れ
て

小
作
人
化
す
る
事
態
が
生
じ
る
一
方
で
、
も
う
か
ら
な
い
漁
業
に

は
何
等
の
施
策
も
な
さ
れ
ず
に
漁
業
以
外
の
自
由
な
利
用
に
明
け

渡
さ
れ
て
漁
業
者
の
居
場
所
が
失
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な

い
か
。
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元
農
林
次
官
を
委
員
長
に
据
え
、
水
産
庁
で
国
際
交
渉
を
担
当

し
た
有
力
者
等
を
委
員
に
加
え
た
グ
ル
ー
プ
か
ら
、
漁
業
の
現
実

に
つ
い
て
の
基
礎
的
事
実
も
踏
ま
え
る
こ
と
な
く
、
日
本
の
制
度

を
一
方
的
に
論
難
し
、
外
国
制
度
を
こ
れ
ほ
ど
に
理
想
化
し
た
提

言
を
聞
く
こ
と
は
率
直
に
言
っ
て
苦
痛
で
あ
る
。
日
本
の
Ｗ
Ｔ

Ｏ
、
Ｆ
Ａ
Ｏ
で
の
論
戦
は
結
局
、
こ
の
よ
う
な
役
人
に
よ
っ
て
担

わ
れ
て
い
た
の
か
と
い
う
失
望
が
漁
業
界
に
広
ま
っ
て
い
る
。

我
々
の
よ
う
な
門
外
漢
で
は
な
い
、
現
役
の
役
人
と
漁
業
関
係
者

か
ら
の
率
直
な
意
見
表
明
を
強
く
期
待
し
て
い
る
。

「読者の声」を募集します

町や村の風物詩や農業・農政への注文など何でも結構、読者

の皆さんの投稿を歓迎します。写真もそえて。

毎月１５日締め切り、５００字程度にまとめて下記まで。採用の

分には図書券を進呈します。

▼宛先 〒１００－８９５０

東京都千代田区霞が関１－２－１農林水産省内

全農林・農村と都市をむすぶ編集部 TEL０３－３５０８－４３５０

▼FAX投稿 ０３－３５０８－４３５１

▼電子メール投稿 norin.ken@zennorin.jp
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編
集
後
記

◎
�
成
長
な
く
し
て
財
政
再
建
な
し
�
は
、
安
倍
総
理
が
前
政
権

か
ら
受
け
継
ぐ
財
政
運
営
手
法
。
総
理
が
掲
げ
る
成
長
路
線
は
、

企
業
利
益
を
優
先
さ
せ
れ
ば
、
い
ず
れ
消
費
者
の
家
計
が
潤
う
と

い
う
論
法
だ
。
だ
か
ら
、
３
月
末
に
成
立
し
た
〇
七
年
度
予
算
も

証
券
優
遇
税
制
の
延
長
や
減
価
償
却
制
度
の
見
直
し
な
ど
の
企
業

減
税
が
突
出
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
好
調
な
企
業
業
績
に
支

え
ら
れ
、
法
人
税
が
予
想
を
超
え
る
増
収
が
見
込
ま
れ
て
い
る

折
、
選
挙
等
も
控
え
て
い
る
こ
と
だ
か
ら
、
増
収
分
を
そ
っ
く
り

減
税
で
お
返
し
し
よ
う
と
い
う
政
・
財
界
の
密
月
ぶ
り
。

国
民
、
と
り
わ
け
高
齢
者
に
は
社
会
保
障
関
係
で
連
年
に
わ
た

り
「
負
担
増
・
給
付
減
」
の
痛
み
を
強
い
、
一
方
で
空
前
の
利
益

を
更
新
し
続
け
る
企
業
に
は
大
盤
振
る
舞
い
の
態
で
、
経
済
界
の

農
林
予
算
批
判
の
常
套
句
で
あ
る
�
バ
ラ
マ
キ
�
と
は
、
ま
さ
に

こ
う
い
う
こ
と
を
指
す
言
葉
で
は
な
い
か
と
お
返
し
し
た
い
。

一
方
、
目
論
み
に
反
し
て
景
気
回
復
の
恩
恵
が
全
く
国
民
に
お

よ
ん
で
い
な
い
こ
と
に
自
責
の
念
を
駆
ら
れ
た
か
、
安
倍
総
理
は

「
春
闘
」
を
前
に
経
営
側
に
対
し
、
も
う
け
を
労
働
者
に
も
還
元

す
る
よ
う
に
依
頼
し
た
。
し
か
し
、
経
営
側
は
「
国
際
競
争
力
の

維
持
」
を
理
由
に
に
べ
も
な
く
こ
れ
を
拒
否
。
労
働
側
に
「
追
い

風
」
が
吹
い
て
い
る
と
い
わ
れ
る
な
か
、
結
局
、
前
年
を
上
回
る

回
答
は
引
き
出
せ
ず
、
今
春
闘
の
大
手
へ
の
回
答
を
見
る
限
り
景

気
へ
の
波
及
効
果
は
期
待
薄
。

本
号
で
石
原
氏
が
指
摘
す
る
よ
う
に
、
地
方
自
治
体
の
厳
し
い

財
政
事
情
を
反
映
し
、地
方
行
政
に
お
け
る
農
林
水
産
予
算
の�
地

盤
沈
下
�
が
著
し
い
。
そ
う
し
た
中
で
も
、
厳
し
い
財
政
を
何
と

か
や
り
く
り
し
て
農
と
地
域
の
生
き
残
り
を
か
け
た
行
政
の
努
力

が
続
い
て
い
る
。
だ
が
、
予
算
国
会
で
の
松
岡
農
相
や
国
会
議
員

の
皆
さ
ん
の
論
戦
は
、
厳
し
い
農
政
改
革
に
汗
を
流
す
農
業
者
や

自
治
体
関
係
者
の
期
待
に
応
え
る
内
容
だ
っ
た
と
は
言
い
難
い
。

と
り
わ
け
、�
戦
後
最
大
の
農
政
改
革
の
年
�
の
農
政
の
ト
ッ
プ
を

担
う
人
が
、
農
政
に
縁
も
ゆ
か
り
も
な
い
問
題
で
醜
態
を
さ
ら
す

姿
は
、
こ
の
う
え
な
く
さ
び
し
い
。

◎
３
月
２０
日
に
東
京
の
桜
が
開
花
、
２１
日
に
は
甲
府
・
福
岡
も
開

花
し
、
桜
前
線
の
北
上
が
例
年
よ
り
早
い
。
記
録
的
な
大
雪
だ
っ

た
昨
年
か
ら
一
転
、
今
年
は
記
録
的
な
暖
冬
で
終
わ
ろ
う
と
し
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
昨
年
の
よ
う
な
雪
害
、
特
に
高
齢
者
の
雪
下

ろ
し
作
業
に
関
連
す
る
事
故
が
少
な
か
っ
た
こ
と
は
救
い
だ
っ

た
。
一
方
で
全
国
の
ス
キ
ー
場
で
は
閉
鎖
が
相
次
ぎ
、
冬
物
衣
料

も
不
振
を
き
わ
め
た
と
い
わ
れ
て
お
り
、
天
候
も
ま
た
様
々
な
人

間
模
様
を
映
し
出
す
。

桜
の
季
節
は
人
々
の
心
を
浮
か
せ
る
が
、
農
耕
の
季
節
の
到
来

で
も
あ
る
。
暖
冬
で
明
暗
悲
喜
こ
も
ご
も
だ
が
、
暖
冬
が
も
た
ら

す
水
不
足
や
病
虫
害
に
も
心
を
配
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
農
業
経

営
者
は
、
や
っ
ぱ
り
大
変
。

（
太
田
）

６０


